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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期

国
等
の
動
向

・外出自粛等の協力要請
・飲食店への休業要請・営業時

間短縮の要請
・在宅勤務（テレワーク）の推

進

・不要不急の外出・移動の自粛
・飲食店への休業要請・営業時

間短縮の要請
・在宅勤務（テレワーク）を更

に徹底

・不要不急の外出・移動の自粛
・飲食店への休業要請・営業時

間短縮の要請
・在宅勤務（テレワーク）の更

なる徹底

・感染ﾘｸｽが高い場所等への外
出・移動の自粛

・飲食店への営業時間短縮の要
請

県
の
取
組

・休業要請事業者経営継続支援
金

・中小企業事業再開支援事業
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止協

力金
・がんばるお店・お宿応援事業
（第1弾）
・商店街お買い物券・ﾎﾟｲﾝﾄｼｰﾙ

事業（第1弾）
・商店街感染症対策支援事業
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策貸付
・経営活性化資金
・借換等貸付
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ危機対応貸付
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応資金
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症保証料応援

貸付
・美しい村づくり・豊かな海づ

くり資金の拡充
・美味いもん情報まとめｻｲﾄ｢御

食国ひょうご｣の創設
・県産水産物の学校給食提供の

支援
・県産農林水産物直売・消費応

援事業の実施

・がんばるお店・お宿対応事業
（第２弾）
・伴走型経営支援特別貸付
・山田錦等酒米生産応援事業の

実施
・県産酒米消費拡大キャンペー

ン事業の実施
・美しい村づくり・豊かな海づ

くり資金の拡充（再掲）
・美味いもん情報まとめｻｲﾄ｢御

食国ひょうご｣の創設（再掲）

・商店街お買い物券・ﾎﾟｲﾝﾄｼｰﾄ
事業（第２弾）

・中小企業新事業展開応援事業
（第１弾）

・ひょうごを旅しようｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
・県産ブランド牛肉の消費拡大
・県産水産物の消費拡大
・県産農産物等におけるECｻｲﾄ活用

販売への支援
・美しい村づくり・豊かな海づく

り資金の拡充（再掲）
・美味いもん情報まとめｻｲﾄ｢御食国

ひょうご｣の創設（再掲）
・県産酒米消費拡大キャンペーン

事業の実施（再掲）

・中小企業新事業展開応援事業(第
２弾)+【特別枠】

・ひょうごを旅しようｷｬﾝﾍﾟｰﾝ・
ﾜｲﾄﾞ

・中小法人等事業継続一時支援
金

・がんばろう商店街・お買い物
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

・ひょうごで食べようｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
・経営改善・成長力強化への支

援
・主要農作物の競争力強化
・県内直売所における消費拡大
・但馬牛生産基盤の強化
・森林林業における緊急整備事

業の実施
・美しい村づくり・豊かな海づ

くり資金の拡充（再掲）
・美味いもん情報まとめｻｲﾄ｢御

食国ひょうご｣の創設（再掲）
・県産酒米消費拡大キャンペー

ン事業の実施（再掲）
・県産農産物等におけるECｻｲﾄ

活用販売への支援（再掲）
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第１期①

【主な取組等】
緊急事態宣言に基づく休業要請を受け、中小事業者等が売上減少に直面したことから、
地域経済への影響を緩和するため、各種支援金等を給付

●

【休業要請に応じた事業者への支援】
対策名 期間 概要 実績

休業要請事業者
経営継続支援金

R2.4.15～
5.6

施設の使用停止や時間短縮の要請に応じた中小法人・個人事業
主を対象に、事業の継続を支えるための支援金を支給

支給件数:43,605件
支給金額:10,167百万円

中小企業事業再
開支援事業

R2.6.30～
9.30

新しい生活様式（ひょうごスタイル）にあわせて、事業者が従
業員の労働環境確保のために取り組む感染防止対策等を支援

支給件数：35,277件
支給金額：2,091百万円

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止協力金

R3.1.12～
R4.3.21

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく、県からの休業
又は営業時間の短縮要請に応じた事業者に協力金を支給

支給件数：272,176件
支給金額：341,203百万円
※第３波～第６波まで断
続的に支給

【教訓・課題】
①コロナ初期の事業者支援では、審査事務等を県職員が対応

したため業務量が増加し、通常業務に支障が発生した。
（休業支援金）

②迅速な支給実現のため、予算成立から事業開始までの期間
を短縮したことで、事業者への周知期間が十分ではなく、
申請期間を知らずに申請できなかった事業者が多数発生し
た。（協力金）

③支給要件を見直し場合は、申請様式に適切に反映すべきと
ころ、一部は審査担当者間の情報共有で済ませたことから、
確認漏れによる過払いが発生した。（協力金）

【有効であった対応】
①コロナ初期の事業者支援では、全庁で応援体制を構築して

審査事務等を実施したことにより、迅速な支給を実現した。
（休業要請支援金:R2.4～5）

②事業者支援の長期化が見込まれたことを踏まえ、途中で審
査・支給業務を民間事業者への委託に切り替えたことによ
り、人員の確保など、安定的な事務局体制が構築され、支
援が長期間に及んだにも関わらず、迅速な支給を継続して
実現した。（協力金:R3.1～R4.3）

③一度提出した書類は、次回以降提出が省略できる等、申請
の簡略化により、申請者の負担軽減や迅速な支給に寄与し
た。（協力金）

【今後の感染症に生かすこと】
・緊急時の迅速な支援では、民間事業者への委託による、早期の安定的な事務局体制の構築が有効
・申請期間が短期間の場合は、特に各種団体をはじめ最大限のネットワークを活用して、迅速かつ幅広い周知に努めることが重要
・審査誤り防止のため、支給要件の見直し内容は、申請様式への反映等の徹底が重要
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第１期②

対策名 期間 概要 実績

がんばるお店・
お宿応援事業
（第１弾）

R2.5.12～
6.10

外出自粛要請等により、売上が減少している飲食店、
宿泊施設、小売店によるテイクアウト・デリバリー等
新商品開発など、新たな事業展開を支援

支給件数：4,728件
支給金額：468百万円

商店街お買い物券・
ポイントシール事業
（第1弾）

R2.7.1～
R3.2.28

消費の落ち込みを回復するため、商店街等が取り組む
期間限定プレミアム付商品券の発行やポイントシール
事業を支援

支給件数：30市町・280商店街
支給金額：1,257百万円

(うち838百万円県負担)
※市町随伴事業

商店街感染症対策支
援事業

R2.6.22～
9.30

県内の商店街・小売市場が取り組む新型コロナウイル
ス感染症における感染症対策を支援

支給件数：125件
支給金額：93百万円

【休業要請期間中の事業展開への支援】

【主な取組等】
外出自粛による消費の落ち込みを回復し、事業者の売上回復を図るため、飲食店等へ各種
支援を実施

●

【教訓・課題】
①早期事業着手するため、予算成立から事業開始ま

での期間を短縮したことで、適切な周知が不足し
た。（がんばるお店応援事業）

【有効であった対応】
①店舗内飲食が前提だった業態の転換の一つとして

デリバリー等へ参入した事業者へ支援をした。
（がんばるお店応援事業）

【今後の感染症に生かすこと】
・業界団体等へ周知をすることで、事業者への迅速な情報提供を行うことが重要（がんばるお店事業）
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第１期③

【資金繰り支援】

【主な取組等】
R2.2以降、順次新型コロナウイルス対策資金を創設、5月に「新型コロナウイルス感染症対
応資金（無利子・無保証料）」を開始するとともに、R2.４月補正で１兆円、９月補正で１
兆3,000億円の融資枠を確保するなど中小企業者の資金繰りを支援

●

貸付名
（取扱期間） 概要 融資利率

（保証料率） 融資限度額 融資期間
(据置期間)

貸付実績
（R2.3/1~R3.2/28）

①新型コロナウイルス対策
貸付（R2.2.25～）

セーフティネット保証
の別枠を利用した融資

0.70％
(0.80％)※ 2.8億円 10年（２年）

以内
件数： 3,266 件
金額： 66,648百万円

②経営活性化資金
（R2.3.16～） 迅速な融資・保証審査 金融機関所定

(0.80％)※ 5,000万円 10年（１年）
以内

件数： 605件
金額： 18,184百万円

③借換等貸付
（R2.3.16～）

既往債務の返済負担
軽減

0.70％
(0.80％)※ 2.8億円 10年（１年）

以内
件数： 161件
金額： 5,166百万円

④新型コロナウイルス危機
対応貸付
（R2.3.16～R3.12.31）

危機関連保証を利用し
た融資（①の別枠）

0.70％
(0.80％) 2.8億円 10年（２年）

以内
件数： 1,288件
金額： 48,969万円

⑤新型コロナウイルス感染
症貸付資金
（無利子・無保証料）
（R2.5.1～R3.5.31）

最大で当初３年間無利
子、保証料免除

当初３年間 0.00％
４年目以降 0.70％

（最大0.00％）

3,000万円
→4,000万円
→6,000万円

10年（５年）
以内

件数： 48,651件
金額： 791,458百万円

⑥新型コロナウイルス感染
症保証料応援貸付
（R2.6.22～R3.5.31）

⑤を超える資金需要に
対応(保証料全額免
除）

0.70％
(0.00％) 5,000万円 10年（２年）

以内
件数： 2,615件
金額： 82,399百万円

【教訓・課題】
①無利子無保証料の融資により過剰債務を抱えた事

業者が増加

【有効であった対応】
①金融機関や保証協会との連携による迅速な融資審

査・実行の構築
②必要な融資枠を迅速に確保

【今後の感染症に生かすこと】
・多くの融資先を抱える金融機関の支援体制の強化が必要

※セーフティネット保証を利用の場合
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第１期④

【農林水産業への支援】

【主な取組等】
外食需要の減退等により影響を受けた農林水産事業者に対し、経営継続に向けた資金繰り
を支援したほか、ECサイトを活用した県産農林水産物の販売やPR、学校給食への提供支援
等の需要喚起対策を実施

●

対策名 期間 概要 実績

美しい村づくり・豊か
な海づくり資金の拡充 R2.4.24～

農業者及び水産加工業者等の資金繰りを支援するため、
貸付期間の延長、融資限度額の引上げ、利子補給による
貸付利率の無利子化を実施

件数：279件
金額：1,686百万円

美味いもん情報まとめ
サイト「御食国ひょう
ご」の創設

R2.10.19～
県内の農畜水産物等の購入を促すため、県内農畜水産団
体等が運営するECサイトの情報が1カ所で閲覧できるま
とめサイトを創設

閲覧数(月平均)：16,677
掲載食品数：353食品

県産水産物の学校給食
提供の支援

R2.7.6～
R3.3.10

県産水産物の需要を増加させるため、希望のあった小中
学校等の給食での県産水産物の提供や食育活動を支援

提供数：2,095,599食
補助事業費：196百万円

県産農林水産物直売・
消費応援事業の実施

R2.11.1～
R3.2.28

県産農林水産物の需要喚起のため、直売所での農林水産
物購入時に、次回利用できる金券を配布するキャンペー
ンを実施

配布枚数：480,997枚
補助事業費：223百万円

【教訓・課題】
①個々の農林水産事業者への制度周知
②新たな生活様式の広がりを見据えた県産品の販売

促進・需要喚起対策
③ECサイト利用者増などに対応した多様な供給体制

の構築

【有効であった対応】
①JA等融資機関を通じた資金ニーズの調査、県HP

での融資情報の発信
②教育委員会と連携した周知により給食食材の提供

を希望する学校園等を速やかに把握
③事業の実施が生産者支援だけでなく、地産地消や

食育推進に大きく寄与

【今後の感染症に生かすこと】
・移動制限がある中で、直売所等の地域の核となる拠点が必要
・ECサイト利用者増などに対応した多様な供給体制の構築が必要
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第２期①

【主な取組等】
新たな事業展開の支援等により、地域経済の活性化を支援●

【教訓・課題】
①早期事業着手するため、予算成立から事業開始ま

での期間を短縮したことで、申請が集中し事務が
煩雑化

【有効であった対応】
①申請受付業務を関係団体へ委託し、人員の確保な

ど、迅速に事務局体制を構築したことにより、早
期支給を実現

【今後の感染症に生かすこと】
・申請が集中することから、関係団体の活用や民間企業への委託などによる必要な人員の確保など、安定的

な事務局体制構築が必要

対策名 期間 概要 実績

がんばるお店・お宿応援事業
（第２弾） R3.4.1～7.31

コロナ禍の影響を受け、売上が減少している飲食店等
によるテイクアウトやデリバリーなどの事業展開や
パーティション等の感染防止対策を支援

支給件数：11,182件
支給金額：1,240百万円

【休業要請期間中の事業展開への支援】
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第２期②

【主な取組等】
R3年度当初予算で8,000億円の融資枠を確保するとともに、金融機関の伴走支援を受け経営
改善等に取り組む中小企業者を対象とした融資制度等を新設

●

【教訓・課題】
①平時を大きく超える事業者（融資先）を抱えた金

融機関の支援体制の強化

【有効であった対応】
①金融機関が中小企業へ伴走支援する融資制度によ

り、企業の経営改善に寄与

【今後の感染症に生かすこと】
・多くの融資先を抱える金融機関の支援体制の強化が必要

【資金繰り支援】
貸付名

（取扱期間） 概要 融資利率
（保証料率） 融資限度額 融資期間

(据置期間)
貸付実績

（R3.4.1～R3.6.30）

伴走型経営支援特別貸付
（R3.4.1～）

金融機関が継続的な伴走支援
を行う融資

0.90％
(0.20％) 60百万円 10年（５年）

以内
件数： 39件
金額： 720百万円



Hyogo Prefecture

134Chapter 03

分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第２期③

【主な取組等】
新たに県産酒米の消費拡大キャンペーンを実施するなど、県産農林水産物の需要喚起対策
を実施

●

【教訓・課題】
①酒米の米粉など、酒以外の新たな需要開拓
②短期間での実施により、直売所での金券配布枚数

の把握などの事務が集中し、支援金の算定事務が
繁雑化

【有効であった対応】
①業務用需要の急激な減少に対して、緊急的な価格

差補填により生産者の経営維持の早期支援を実現
②地域間移動が制限される中、地域で身近な直売所

での日本酒販売の強化により、巣ごもり需要に対応

【今後の感染症に生かすこと】
・平時から新たな需要開拓を模索しつつ、県内直売所等の販売拠点との連携強化が必要

【農林水産業への支援】
対策名 期間 概要 実績

山田錦等酒米生産応援事
業の実施 R3.3

県産山田錦の産地維持のため、R２産酒米を酒用と
して販売した価格と酒以外の他用途利用向けに販売
した価格差を支援

他用途販売：124t
支援金額：10百万円

県産酒米消費拡大キャン
ペーン事業の実施

R3.5.1～8.31
R3.11.1～R4.2.15

日本酒の消費低迷による県産山田錦の需要拡大を図
るため、直売所と連携した消費拡大キャンペーンを
実施

金券配布枚数：196,596枚
補助事業費：37百万円

Hyogo Prefecture

135Chapter 03

分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第３期①

【主な取組等】
中小事業者等の新事業展開への支援に加え、旅行支援等により消費を喚起●

【教訓・課題】
①審査事務等を県職員等で対応したため、業務が集中

し通常業務に支障が生じた。(中小企業新事業展開）
②補助金の手続きに不慣れな事業者から、申請内容が分かりに

くいという意見があった。(中小企業新事業展開）
③実施主体が都道府県のため、都道府県毎に制度が異なること

から、旅行・宿泊会社、利用者の混乱を招いた。
(ひょうごを旅しようキャンペーン)

【有効であった対応】
①書類の簡素化をすることで、早期支給を実現

(中小企業新事業展開）
②中小・零細企業にとって事業規模（150万円程

度）が適正であり、事業再構築に繋がりやすい。
(中小企業新事業展開）

③高い支援水準により県内全体の観光需要を喚起し
た。(ひょうごを旅しようキャンペーン)

【今後の感染症に生かすこと】
・申請が集中することから、関係団体の活用等による必要な人員の確保など、安定的な事務局体制構築が必要

（中小企業新事業展開応援事業）
・補助金申請に不慣れな事業者が現れるため、コールセンターだけで無く、身近な相談窓口が必要

（中小企業新事業展開応援事業）
・都道府県の感染状況に応じた国の一元的な支援策の実施が必要（ひょうごを旅しようキャンペーン）

【休業要請期間中の事業展開への支援、消費喚起支援】
対策名 期間 概要 実績

商店街お買い物券・ポイン
トシール事業（第２弾）

R3.7.1～
R4.1.31

消費の落ち込みを回復するため、商店街等が
取り組む期間限定プレミアム付商品券の発行
やポイントシール事業の第２弾を展開

支給件数：23市町・243商店街
支給金額：1,336百万円

(うち791百万円県負担)
※市町随伴事業

中小企業新事業展開応援事
業（第1弾）

R3.9.1～
R4.1.31

コロナ禍の環境変化に応じたビジネスモデル
の再構築や新たな事業展開に取り組む県 内中
小企業の取組を支援

支給件数：925件
支給金額：629百万円

ひょうごを旅しようキャン
ペーン

R3.7.5～
R4.10.10

需要の落ち込んだ県内宿泊旅行業の回復を支
援するため、感染状況を見極めつつ、新たな
観光需要の創出に向けた取組を実施

支援対象人数：147.1万人・泊
割引支援額：71億円
クーポン券利用額：17.2億円
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第３期①

【主な取組等】
県産ブランド牛肉等の消費拡大キャンペーン等による需要喚起に加え、業務用・飲食店向
け販路が失われた農林水産事業者に対し、ECサイトを活用した販路開拓を支援

●

【教訓・課題】
①継続した利用を促すためには、ECサイトの魅力

及び利便性の向上を図ることが必要
②単にビーフ券を配布するだけでなく、ＳＮＳ等を

活用した情報発信によりブランド力の向上に繋げ
る仕組みづくりが必要

【有効であった対応】
①ECサイトの整備支援による販売ルートの多様化

【今後の感染症に生かすこと】
・ECサイトを通じた販路を継続させるため、平時からサイトの魅力や利便性の向上を図ることが必要
・消費動向や相場等を注視し、対策事業を速やかに打ち出すとともに、情報発信を組み合わせブランド力

の向上に繋げていくことが必要

【農林水産業への支援】
対策名 期間 概要 実績

県産ブランド牛肉の消費拡大 R3.9.1～10.31 県産ブランド牛肉購入者に５千円のビーフ
券を進呈

発行枚数：1,760枚
ビーフ券利用額：8,800千円

県産水産物の消費拡大 R3.6.9～R4.2.22 県産生鮮水産物購入者に１千円相当の水産
物加工品等を進呈

応募者数：563
補助事業費：2,423千円

県産農産物等におけるECサ
イト活用販売への支援 R3.10.6～R4.3.31

業務用・飲食店向け等の販路が失われてい
る事業者に対して、ECサイトを活用した販
路開拓等を支援

支援事業者数：20
支援額：2,623千円
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第４期①

【主な取組等】
中小事業者等の新事業展開への支援に加え、旅行支援等により消費を喚起●

【教訓・課題】
①早期事業着手するため、予算成立から事業開始までの期間

を短縮したことで、広報等が不足し、参加できない店舗や
利用できなかった県民が続出
（ひょうごで食べようキャンペーン事業）

②迅速な支給実現のため、予算成立から事業開始までの期間
を短縮したことで、事業者への周知期間が十分ではなく、
申請期間を知らずに申請できなかった事業者が多数発生
（一時支援金）

③実施主体が都道府県のため、都道府県毎に制度が異なるこ
とから、旅行・宿泊会社、利用者が混乱(ひょうごを旅し
ようキャンペーン)

【有効であった対応】
①プレミアム付食事券の発行により、コロナで売上が減少した

飲食店を下支え（ひょうごで食べようキャンペーン事業）
②国事業の受給を申請要件としたことで、申請書類の簡素化が

可能となり、迅速な支給を実現（一時支援金）
③審査・支給業務を民間事業者へ委託したことにより、人員の

確保など、安定的な事務局体制が構築され、迅速な支給を実
現（一時支援金）

④オンラインによる申請に限定したため、申請から支給までの
円滑な事務処理を実現（一時支援金）

⑤高い支援水準により、県内全体の観光需要を喚起（ひょうご
を旅しようキャンペーン）
【今後の感染症に生かすこと】
・ＳＮＳ・インターネット広告や、動画広告等のプッシュ型の広報を用いることにより、県民や店舗への周知を強化することが必要

（ひょうごで食べようキャンペーン事業）
・申請期間が短期間の場合は、特に各種団体をはじめ最大限のネットワークを活用して、迅速かつ幅広い周知に努めることが重要（一時支援金）
・都道府県の感染状況に応じた国の一元的な支援策の実施が必要（ひょうごを旅しようキャンペーン）

【休業要請期間中の事業展開への支援、消費喚起支援】
対策名 期間 概要 実績

中小企業新事業展開応援事
業（第２弾）+【特別枠】

R4.8.1～
R5.1.31

コロナ禍の環境変化に応じたビジネスモデルの再構築や新たな事業
展開に取り組む県 内中小企業の取組を支援

支給件数：559件
支給金額：375百万円

ひょうごを旅しようキャン
ペーン・ワイド

R4.10.11～
R5.6.30

需要の落ち込んだ県内宿泊旅行業の回復を支援するため、感染状況
を見極めつつ、新たな観光需要の創出に向けた取組を実施

支援対象人数：282.6万人・泊
割引支援額 ：110.6億円
クーポン券利用額：65.9億円

中小法人等事業継続一時支
援金

R4.1.17～
R4.2.28

コロナ禍からの回復期に足かせとなる原油価格や原材料価格高騰な
どへの対策として、中小法人・個人事業主等に一時支援金を支給

支給件数：42,284件
支給額：4,925百万円

がんばろう商店街・お買い
物キャンペーン

R4.7.1～
R4.10.31

消費の落ち込みを回復するため、商店街等が取り組む期間限定プレ
ミアム付き商品券発行等を支援

支給件数：25市町・287商店街
支給金額：1,750百万円

(うち988百万円県負担)
※市町随伴事業

ひょうごで食べようキャン
ペーン

R4.12.19～
R5.2.28

プレミアム付き食事券の発行により、物価高騰に直面する県民生活
及び原材料調達コスト上昇の影響を受ける飲食店を支援、

販売数：17万5,258セット
販売額：2,191百万円
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分野別検証１ 事業活動支援、雇用、貸付制度
（分野）経済（項目）事業活動支援、雇用、貸付制度：第４期②

【主な取組等】
R４年度当初予算で、急激な経済状況の悪化等のリスクに備え 5,000 億円の融資枠を確保するなど、資
金繰り支援に万全を期すとともに、県･金融機関が協調して事業者の経営改善を促進する制度を創設

●

【教訓・課題】
①伴走支援の質の更なる向上（中小企業経営改善・成長

力強化支援事業）
②外出自粛が長期にわたる中で、関係機関の間のコミュ

ニケーションが不足
③キャンペーンは、野菜等の収穫期や閑散期を踏まえ、

実施時期を設定する必要がある

【有効であった対応】
①県、金融機関や信用保証協会、商工団体等の支援機

関が一体となって伴走支援の推進に向けた事業を施
（中小企業経営改善・成長力強化支援事業）

②金券配付により直売所の売り上げが約１割増加する
など、県産農産物の消費拡大に大きく寄与

【今後の感染症に生かすこと】
・Teamsなどオンライン会議システム等を活用し、迅速な情報共有を諮ることが必要
・補助事業に不慣れな事業主体もあるため、事務手続きをサポートする体制の構築など、事業主体の負担軽減が必要

【農林水産業への支援】

ポストコロナを見据え、農林水産業の生産を継続・拡大できる環境を整備するため、園芸用施設や牛舎
等の整備支援、高性能林業機械等の導入支援など、生産基盤や産地競争力の強化を推進

●

【中小企業等における経営改善・成長力強化への支援】
対策名 概要 実績

経営改善・成長力強化への支援 地域の中小企業支援機関（金融機関）による事業者への伴走支援
に補助を行い、事業者の経営力強化を促進

参加金融機関：24機関
伴走支援を受ける中小企業：12,241者

対策名 期間 概要 実績
主要農作物の競争力
強化 R4.4～R5.3 産地競争力の強化を図るため、農業用機械・施設整備等を支援 共同育苗施設等の整備

補助事業費：365百万円

県内直売所における
消費拡大

R4.11/19～
R5.1/31

食費高騰の影響を受ける県民を支援するとともに、肥料・燃料等の高騰で
経営が圧迫されている生産者を支援するため、県産農産物の購入支援・販
売促進を実施

金券配布枚数：468,080枚
補助事業費：210百万円

但馬牛生産基盤の強
化

R4.3/31～
R5.3/31

収益力強化や規模拡大に取り組む畜産クラスターの中心的経営体に対し、
牛舎整備等に関する経費を支援

繁殖牛舎：184頭規模
肥育牛舎：1,000頭規模

森林林業における緊
急整備事業の実施

R4.4/7～
R5.3/30 間伐、路網整備、高性能林業機械等の整備を実施する事業体を支援 事業体数：18社

補助金額：148百万円
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期 第１期 第２期 第３期 第４期

国
等
の
動
向

・外出自粛等の協力要請
・医療従事者等への先行・優先

接種の開始
・ワクチンの供給開始

・不要不急の外出・移動の自粛 ・不要不急の外出・移動の自粛
・ワクチン３回目接種開始

・感染ﾘｸｽが高い場所等への外
出・移動の自粛

・ワクチン４回目接種開始
・オミクロン株対応ワクチンの

接種開始
・マスク着用を個人の判断に委

ねることを基本とする取扱い
に変更

県
の
取
組

・徴収猶予制度の特例
・自動車税環境性能割の臨時的

軽減
・寄附金税額控除の適用
・個別税目の特例措置適用要件

緩和
・窓口等への来庁者等集中回避

等
・県営水道の料金免除
・なやみ相談の開設
・ひょうご女性ｻﾎﾟｰﾄSNSこころ

ちゃっとの開設
・オンライン居場所の開設
・生理用品の無料配布
・多様な媒体を活用した人権啓

発
・ひょうご・ｵﾝﾗｲﾝ人権ﾌｪｱの開

催
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ事業の強化

・なやみ相談の開設【再掲】
・ひょうご女性ｻﾎﾟｰﾄSNSこころ

ちゃっとの開
設【再掲】

・オンライン居場所の開設【再
掲】

・生理用品の無料配布【再掲】
・多様な媒体を活用した人権啓

発【再掲】
・ひょうご・ｵﾝﾗｲﾝ人権ﾌｪｱの開

催【再掲】
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ事業の強化

【再掲】

・なやみ相談の開設【再掲】
・ひょうご女性ｻﾎﾟｰﾄSNSこころ

ちゃっとの開設【再掲】
・オンライン居場所の開設【再

掲】
・生理用品の無料配布【再掲】
・新型コロナウイルス感染症に

関する差別的扱いと誹謗中傷
を防止する共同行動宣言

・多様な媒体を活用した人権啓
発【再掲】

・ひょうご・ｵﾝﾗｲﾝ人権ﾌｪｱの開
催【再掲】

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ事業の強化
【再掲】

・なやみ相談の開設【再掲】
・ひょうご女性ｻﾎﾟｰﾄSNSこころ

ちゃっとの開設【再掲】
・オンライン居場所の開設【再

掲】
・生理用品の無料配布【再掲】
・コロナ差別に関する弁護士相

談窓口の設置
・多様な媒体を活用した人権啓

発【再掲】
・ひょうご・ｵﾝﾗｲﾝ人権ﾌｪｱの開

催【再掲】
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ事業の強化

【再掲】
・ﾃﾚﾜｰｸの普及等に伴う移住促進

の強化
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分野別検証１ 税制上の対応
（分野）生活（項目）県民生活：第１期

【教訓・課題】
①効果検証に資する実績把握の方法検討
②通常業務への移行時期の検討
③申請・納付等の多様化・電子化推進

【有効であった対応】
①感染症で悪化した景気を踏まえた資金繰り支援
②感染症で悪化した景気に対する需要喚起
③行動制限下での行政への申請手段等確保

【今後の感染症に生かすこと】
・国の示す方針に則った運用を行うとともに、県独自の対応が求められる納付方法・窓口等の運用において

は、申請・納付方法等の多様化・電子化を積極的に推進していくことが必要

【主な取組等】
国の緊急経済対策として講じられた徴収猶予特例等の措置を速やかに実施
感染症まん延防止による経済活動の制限で厳しい状況におかれた県民を税制上の措置により支援

●

●

対応 内容 実績

徴収猶予制度の特例
・R2.２以降の１か月以上の期間の収入が前年同期▲20％以上で、一時に納付す

るのが困難なもの
・納期限がR３.2.1までに到来する県税徴収金について、１年間猶予

許可実績(累計)
3,544件
3,615百万円

自動車税環境性能割
の臨時的軽減 ・自家用乗用車取得の税率▲１％の適用期限をR3.12.31まで15か月延長 税収▲2,409百万円

（R2.10～R3.12）
寄附金税額控除の適
用

・政府の自粛要請を踏まえて中止した一定の文化芸術・スポーツイベントの入場
料等の払戻金を放棄した場合を控除対象に追加 －

個別税目の特例措置
適用要件緩和

・個人住民税 ： 住宅ローン控除適用の入居期日要件を緩和
・不動産取得税 ： 耐震改修の特例適用の入居期日要件を緩和 －

窓口等への来庁者等
集中回避等

・自動車税身体障がい者減免の弾力的取扱い
（提出期限を１ヶ月延長(R２、３年度）、郵送での申請書受付の実施）

・納付方法の多様化推進・周知(コンビニ、クレジットカード、スマホ決済、ペイジー)
・問い合わせ集中の緩和（ホームページのQ&Aの充実等）

－
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分野別検証２ 兵庫県営水道の料金免除
（分野）生活（項目）県民生活：第１期

【教訓・課題】
①減免が受水市町に限定されること及び受水市町

においても県水依存率に差があり、不公平
②減免の実施により、赤字を計上

【有効であった対応】
①当時、国のコロナ交付金制度が使用できるか

不透明であったことから、市町の水道料金減免
を促すために実施

【今後の感染症に生かすこと】
・国や他事業体の動向を注視し、真に必要な対策を実施

【主な取組等】
新型コロナウイルス感染症に伴う地域経済や家計の影響に対応するため、市町が水道料金の減免を
行う場合、県営水道の料金（平均供給単価120円／㎥）を３ヶ月間免除

●

① 実施方法

② 免除期間

③ 免除額

市町が新型コロナウィルス感染症対策として、水道料金Ａを減免する場合、県営水道の
料金Ｂを免除（Ａの減免額合計 ≧ Ｂが必要）

３カ月間(R2.5～R2.9まで
に減免を開始した場合)
※市町により異なる

3,043百万円
※R2年度決算で278百万円の赤字

市 町 県（企業庁）

市町民

上水道原水供給

県営水道料金 Ｂ

水道料金 Ａ 上水道供給

自己水源

【事業スキーム】
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分野別検証3 女性に対する支援
（分野）生活（項目）県民生活：第１期～第４期

【教訓・課題】
①多岐にわたる相談内容に対応するための体制の確立

【有効であった対応】
①電話・SNS・面接など、様々なニーズに応じた

相談体制を構築

【今後の感染症に生かすこと】
・社会・経済情勢の変化等を踏まえたタイムリーな相談体制の構築などの施策の検討、実施

【主な取組等】
様々な不安や困難を抱える女性の相談に幅広く対応するため、男女共同参画センターにおいて、
女性のための悩み相談を実施するほか、NPO法人と連携し、SNS等を活用した相談支援事業や
居場所づくり等を実施

●

名称 実施場所 手法 対象・支援内容 等

なやみ相談 男女共同参画センター 電話・面接 家族・職場の人間関係や、自分に自信がない、将来が不
安など、女性の様々な悩み

ひょうご女性ｻﾎﾟｰﾄSNS
こころちゃっと NPO法人 SNS 気持ちの整理の支援など

オンライン居場所 NPO法人 ZOOM 女性同士が様々な悩みを打ち明ける居場所を開設し、一
歩踏み出す気持ちを応援

生理用品の無料配付 男女共同参画センター
・マザーズハローワーク等 対面 経済的に困窮する希望者に生理用品を配付
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分野別検証４ 人権侵害の防止
（分野）生活（項目）県民生活：第１期～第２期

【教訓・課題】
①オンラインを活用した啓発活動
②インターネット上の人権侵害への対応
③関係機関と連携した人権侵害の防止と早急な法整備

【有効であった対応】
①多様な媒体の活用による幅広い継続的な啓発
②インターネット・モニタリング事業を活用した

人権侵害抑止の強化

【今後の感染症に生かすこと】
・オンラインを活用した効率的・効果的な情報発信
・インターネット上の人権侵害について、啓発活動に加えて、人権擁護のための対策の強化が必要

【主な取組等】
コロナによる差別を防止するため、特設サイトを開設するなど、様々な啓発活動を実施●

項目 詳細

多様な媒体を活用した人権啓発 ・ひょうご人権ジャーナルきずな（毎月発行）
・啓発ラジオ放送「ハートフル・フィーリング」（ラジオ関西 毎週火曜日）
・新聞広告（神戸新聞朝刊 R2.8、R2.12）
・大型ビジョン（神戸国際会館、三宮センター街、神戸ハーバーランド R2.8）

ひょうご・オンライン人権フェ
アの開催（R2.8～）

・インターネット上にコロナ差別の防止を訴える人権メッセージなど多彩な啓発動画等を
配信し、人権の大切さを学べる機会を提供

インターネット・モニタリング
事業の強化

・部落差別、ヘイトスピーチに加え、新型コロナウイルス感染症に関する悪質な書き込み
を対象に加え、監視を強化
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分野別検証４ 人権侵害の防止
（分野）生活（項目）県民生活：第３期～第４期

【今後の感染症に生かすこと】
・オンラインを活用した効率的・効果的な情報発信【再掲】
・SNS上での誹謗中傷などを防止するための条例制定に向けた検討を進めるとともに、早急な方法整備を

国に要望

【有効であった対応】
①多様な媒体の活用による幅広い継続的な啓発
②インターネット・モニタリングﾞ事業を活用した

人権侵害抑止の強化
③関係機関と連携した事業の実施

【教訓・課題】
①オンラインを活用した啓発活動
②SNS上での誹謗中傷など、インターネット上での人権

侵害が深刻化
③関係機関と連携した人権侵害の防止と早急な法整備

【主な取組等】
様々な啓発活動に加え、相談窓口の開設など、被害者の支援に繋がる取組を実施●

項目 詳細

新型コロナウイルス感染症に関す
る差別的扱いと誹謗中傷を防止す
る共同行動宣言(R3.11)

・兵庫県、神戸地方法務局、兵庫労働局、兵庫県弁護士会の4者が署名
・新型コロナウイルス感染症に関する地域や職域における差別的取扱いや誹謗中傷につい
て、これらを防ぐとともに、その被害者等に寄り添い、支援する取組を進めた

コロナ差別に関する弁護士相談窓
口の開設（R4.1～）

・新型コロナウイルス感染症に関する差別的取扱と誹謗中傷に関しこれらを防ぐとともに、
その被害者に寄り添い、支援する取り組みを進めるため、専門的知識を生かした相談窓口
を開設した

多様な媒体を活用した人権啓発 ・ひょうご人権ジャーナルきずな（毎月発行）
・啓発ラジオ放送「ハートフル・フィーリング」（ラジオ関西 毎週火曜日）
・新聞広告（神戸新聞朝刊 R3.12）
・県ホームページによる情報提供
・啓発グッズ（紙製ファイル）の作成

インターネット・モニタリング事
業の強化

・新型コロナウイルス感染症に関する悪質な書き込みを監視し、人権侵害の抑止を強化
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分野別検証5 テレワークの普及等に伴う移住促進の強化
（分野）生活（項目）県民生活：第４期

【教訓・課題】
①社会情勢の変化等に伴い、多様化する相談内容に対応

するための体制や施策の確立

【有効であった対応】
①コロナ禍で普及したオンラインセミナーの手法を

活用し、県の魅力PR等で移住を促進
②相談員の増員により、相談対応の充実とともに、

ニーズを踏まえたイベントの企画等を強化

【今後の感染症に生かすこと】
・社会・経済情勢の変化等を踏まえたタイムリーな体制構築・施策の検討

【主な取組等】
テレワークの普及や、住環境ニーズの変化等による地方回帰志向の高まりに対応するため、地
域の魅力をPRする動画の作成や、首都圏の移住関心層を主なターゲットとしたオンラインセミ
ナーを実施するとともに、移住相談体制を拡充する等、移住促進の取組を強化

●

項目 詳細

民間活力を活用したオンライン
セミナーの実施

・オンライン技術の向上を踏まえ、首都圏等の移住関心層を主なターゲットとしたオンラ
インセミナーを、地域の魅力を熟知する市町等と連携して実施

・様々なテーマでのアプローチや、新たな関心層の獲得のため、実施回数を増加
(R４:東京４回、大阪１回 → R５：東京５回、大阪２回)

相談員の増員（１名→２名） ・多様なニーズへの対応や、更なる相談件数の増加を図るため、カムバックひょうご東京
センターの相談員を１名から２名に増員し、相談体制を強化

移住動画｢ひょうご移住ストー
リー｣の製作・公開

・本県への移住者６組の体験談を｢子育て｣｢きっかけ｣｢暮らし｣｢仕事｣等のテーマで、計28
本の動画を製作(R5年1月公開 ※県HP及びYouTube)

・特に首都圏の若者･子育て世帯に訴求する内容を目指し、その後のｲﾍﾞﾝﾄ等でも活用

Hyogo Prefecture
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分野別検証

Ⅴ 社会活動
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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期

国
等
の
動
向

・外出自粛等の協力要請
・飲食店への休業要請・営業時

間短縮の要請
・在宅勤務（テレワーク）の推

進
・催物（イベント）開催の制限

の要請
・医療従事者等への先行・優先

接種の開始
・ワクチンの供給開始

・不要不急の外出・移動の自粛
・飲食店への休業要請・営業時

間短縮の要請
・在宅勤務（テレワーク）を更

に徹底
・催物（イベント）開催の制限

の要請

・不要不急の外出・移動の自粛
・飲食店への休業要請・営業時

間短縮の要請
・在宅勤務（テレワーク）の更

なる徹底
・イベント主催者に対して、規

模要件に沿った開催、営業時
間短縮の要請

・ワクチン３回目接種開始

・感染リスクが高い場所等への
外出・移動の自粛

・飲食店への営業時間短縮の要
請

・ワクチン４回目接種開始
・オミクロン株対応ワクチンの

接種開始
・マスク着用を個人の判断に委

ねることを基本とする取扱い
に変更

県
の
取
組

・外出自粛要請の呼びかけ（第
１波、第３波）

・バスにおける感染症防止対策
への支援

・地域公共交通新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応
型運行の支援

・タクシー事業者感染防止対策
の支援

・飲食店等への休業・時短要請
・催物の開催制限
・出勤抑制
・第10回神戸マラソンの延期
・県立施設の休館・開館時間の

短縮
・県立都市公園施設（駐車場

等）の一律閉鎖

・外出自粛要請の呼びかけ（第
４波）

・バスにおける感染症防止対策
への支援【再掲】

・地域公共交通新型コロナウイ
ルス対応型運行の支援【再
掲】

・タクシー事業者感染防止対策
の支援【再掲】

・飲食店への休業・時短要請
【再掲】

・飲食店等の見回り
・第三者認証制度による飲食店

等の認証
・出勤抑制【再掲】
・第10回神戸マラソンの再延期
・県立施設の休館・開館時間の

短縮【再掲】
・県立都市公園運動施設等の使

用制限

・感染防止対策徹底の呼びかけ
（第５波）

・バスにおける感染症防止対策
への支援【再掲】

・地域公共交通新型コロナウイ
ルス対応型運行の支援【再
掲】

・タクシー事業者感染防止対策
の支援【再掲】

・出勤抑制
・飲食店への休業・時短要請

【再掲】
・第三者認証制度による飲食店

等の認証【再掲】
・県立施設の休館・開館時間の

短縮【再掲】
・県立都市公園運動施設等の使

用制限【再掲】

・バスにおける感染症防止対策
への支援【再掲】

・地域公共交通新型コロナウイ
ルス対応型運行の支援【再
掲】

・タクシー事業者感染防止対策
の支援【再掲】

・県立都市公園運動施設等の使
用制限【再掲
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第１期①

【主な取組等】
感染拡大防止に向けた外出自粛や催物の開催制限等を実施●

期間 R2.4.15～R2.5.21 R3.1.14～R3.2.28

区域 県内全域 県内全域

主な
対応

○外出自粛
・不要不急の外出自粛を要請
○施設の使用制限
・遊興施設、劇場、集会場、運動施設等に

ついては、休業を要請
・社会生活を継続する上で必要な医療施

設、飲食店(20時までの営業時間短縮、
酒類の提供は19時まで)、宿泊施設等の
事業継続を要請

○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指し、在宅

勤務（テレワーク）、テレビ会議などの
推進を要請

○ 外出自粛
・不要不急の外出自粛、特に20時以降の徹底した不

要不急の外出自粛を要請
○施設の使用制限
・飲食店、遊興施設のうち食品衛生法上の飲食店営

業許可を受けている飲食店の20時までの営業時間
短縮（酒類の提供は11時から19時まで）を要請

・劇場、集会場、運動施設、遊技場など特措法施行
令第11条施設については、特措法によらず20時ま
での営業時間短縮（酒類の提供は11時から19時ま
で）を働きかけ

○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指し、在宅勤務（テレ

ワーク）、テレビ会議などの推進を要請

【緊急事態宣言】

パチンコ店の規制（R2.4.15～R2.5.22）について
パチンコ店は、業務の性質上、他府県からの利用者も含め「３密（密閉・密集・密接）」となり、
感染拡大につながるおそれが高かったため、国の対処基本方針に基づき、また兵庫県新型インフル
エンザ等対策有識者会議委員からの意見聴取の上、重点的な休業要請等の要請を行った。
各地域の患者発生の状況を考慮の上、同要請を段階的に解除した。結果としてパチンコ店における
クラスターの発生は確認できなかった。
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第１期②

【教訓・課題】
①各種要請について、明確なエビデンスがない中で、

国の指針を踏まえつつ、現場の状況に応じた内容
（実施期間、制限内容、対象業種等）により実施

②感染対策等に対する専門家の助言を得られる体制
の確立

【有効であった対応】
①接触機会低減のための外出自粛等を要請
②同一交流圏である大阪府・京都府と整合を図っ

た上で、外出自粛等を要請
③感染状況に応じた柔軟な開催制限

【今後の感染症に生かすこと】
・緊急事態宣言の発令や各種要請の内容については、エビデンスに基づいて全国一律で示すよう、国に要望
・県が各種要請等を判断する上で、独自に専門家の助言を得られる体制を確立

【催物の開催制限】

期間 R2.4.15～R2.7.9 R2.7.10～R3.11.24

対象 屋内外を問わず、複数の者が参加し、
密集状態等が発生する恐れのある催物、パーティ等

全国的な移動を伴う催物
又は
参加者が1,000人を超える催物

対応 ー 事前相談開始

開催
制限 停止・自粛要請

【収 容 率】屋内：50%
屋外：十分な間隔(2m)

【人数上限】5,000人

Hyogo Prefecture

149Chapter 03

分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第２期①

【主な取組等】
●各種要請の実施に伴い、飲食店等への見回り、第三者認証制度の導入など、要請の実効性

を担保する取り組みを実施

期間 R3.4.5～R3.4.24 R3.６.21～R3.７.11
区域 兵庫県全域 兵庫県全域

主な
対応

○外出自粛
・不要不急の外出自粛を要請
○飲食店等への時短要請等
【神戸・阪神南地域、阪神北地域・明石市(4/22
～)】
・５時～20時までの営業時間短縮を要請
・酒類提供は11時～19時までを要請
【東播磨地域(明石市除く)・中播磨地域、神戸・
阪神南地域、阪神北地域・明石市(～4/21)】
・５時～21時までの営業時間短縮を要請
・酒類提供は11時～20時半までを要請
○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指すことも含め、

在宅勤務（テレワーク）、テレビ会議などの推
進を要請

○外出自粛
・不要不急の外出自粛を要請
○飲食店等への時短要請等
【神戸・阪神南地域、阪神北地域・東播磨地域、姫路市】
・５時～20時までの営業時間短縮を要請
・平日の酒類提供は11時～19時までを要請、土日祝日は酒類
提 供を禁止
・カラオケ設備の利用自粛を要請
【北播磨・中播磨地域(姫路市除く)・西播磨地域、但馬・丹
波・淡路地域】
・５時～21時までの営業時間短縮を要請
・酒類提供は11時～20時までを要請
・カラオケ設備の利用自粛を要請
○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指し、在宅勤務（テレワーク）、

テレビ会議などの推進を要請
・事業者に対し、出勤数７割削減の実施状況の公表を要請

【まん延防止等重点措置区域】

【緊急事態宣言】
期間 R3.4.25～R3.6.20

区域 兵庫県全域

主な
対応

○外出自粛
・不要不急の外出自粛を要請
○飲食店等への休業要請・時短要請
・酒類又はカラオケ設備を提供する飲食店等への休業要請
・酒類及びカラオケ設備を提供しない飲食店等への時短要請(５時～20時)
○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指し、在宅勤務（テレワーク）、テレビ会議などの推進、大型連休中の休暇取得の促進を要請
・事業者に対し、出勤数７割削減の実施状況の公表を要請
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第２期②

【教訓・課題】
①現地確認時のみ感染対策を実施する店舗の

感染対策の担保
②見回りによる現地確認時のトラブルに備えた警察との連携
③事業者等の理解を得るための周知等

【有効であった対応】
①感染対策の徹底
②要請を受け入れた店舗との公平感
③各種補助事業の要件にしたことで、認証店となる

店舗が増加
④感染拡大防止に一定の効果

【今後の感染症に生かすこと】
・事業者や県民に理解を得た上での各種対策の実施
・緊急事態宣言の発令等は、国が疫学的根拠に基づき判断するよう、国に要望

【飲食店の見回り】 【第三者認証制度】
期間 R3.4.5～R3.5.11

主な
対応

まん延防止等重点措置に係る指定区域４市
の飲食店の時短営業及び感染防止対策の徹
底を図るため、「飲食店等見回り連携チー
ム」を設置（延べ258人）
見回り実施状況：4/5～5/11 約27,000件
新型いんインフルエンザ等対策特別措置法
に基づく施設の使用制限の命令数及び過料
通知数
命 令：５２施設
過料通知：４０施設

期間 R3.6.21～R5.5.7

趣旨 コロナ対策を実施している飲食店等を県が実地確
認の上、認証し公表

対象 県内にある客席を設ける飲食店及び喫茶店

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ ・県ホームページ掲載
・各種補助事業の要件

認証店ステッカー
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第３期①

【主な取組等】
全国的な移動による感染ﾘｽｸの拡散、催物前後の交通機関における三密の発生等により、感染ﾘｽｸが拡
大する可能性があることを踏まえ、催物の開催制限を実施。
地域の感染状況や催物の性質等に応じた適切なﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄを行い、開催の態様、有無を判断。

●
●

【まん延防止等重点措置区域】 【緊急事態宣言】
期間 R3.８.２～R3.８.19

区域 兵庫県全域

主な
対応

○外出自粛
・不要不急の外出自粛を要請
○飲食店等への時短要請等
【但馬地域を除く】
・５時～20時の営業時間短縮を要請
・酒類提供を行わないことを要請
・カラオケ設備の利用自粛を要請
【但馬地域】
・５時～21時の営業時間短縮を要請
・酒類提供は11時～20時とすることを要

請
・カラオケ設備の利用自粛を要請
○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指し、在

宅勤務（テレワーク）、テレビ会議な
どの推進を要請

・事業者に対し、出勤数７割削減の実施
状況の公表を要請

期間 R3.８.20～R3.９.30

区域 兵庫県全域

主な
対応

○外出自粛
・ 不要不急の外出自粛を要請
・混雑した場所等への外出の半減を要請
○飲食店等への休業要請・時短要請
・酒類又はカラオケ設備を提供する飲食

店等への休業要請
・酒類及びカラオケ設備を提供しない飲

食店等への時短要請(５時～20時)
○出勤抑制
・「出勤者数の７割削減」を目指し、在

宅勤務（テレワーク）、テレビ会議な
どの推進を要請

・事業者に対し、出勤数７割削減の実施
状況の公表を要請
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第３期②

【催物の開催制限（R3.11.25~R5.5.7）】

区 分
制限等

開催にあたって必要な手続き
収容率 人数上限

参加人数が5,000人超かつ収
容率50％超のｲﾍﾞﾝﾄ 100％以内 収容定員まで 感染防止安全計画を策定し、県に提出

上記以外のｲﾍﾞﾝﾄ 100％以内 5,000人又は収容定員50％
のいずれか大きい方 ｲﾍﾞﾝﾄ開催前にﾁｪｯｸﾘｽﾄを作成し、公表

区 分 R3年度 R4年度 R5年度

屋 外 ス ポ ー ツ 観 戦 ５件 ２７件 ０件

コ ン サ ー ト ・ 舞 台 鑑 賞 ５件 ２２件 １件

学 会 ・ 展 示 会 ０件 １件 １件

祭 ( 花 火 大 会 含 む ） ほ か ２件 ４０件 １件

合 計 １２件 ９０件 ３件

● 大規模イベント等における上限人数等の緩和を行う条件として感染防止安全計画を策定

感染防止安全計画策定実績

【教訓・課題】
①新型インフルエンザ等対策特別措置法第31条の６第１項に

よる要請の検討を含めた協力を得られない主催者への対応
②感染対策等に対する専門家の助言を得られる体制の確立
③国に対し計画策定の催事の規模(5,000人)の基準の検討

を要望

【有効であった対応】
①感染状況やイベントの規模に応じ、柔軟に開催

を制限するなど適切なリスクアセスメントを実施
②手指消毒などの基本的な感染対策の徹底
③催物主催者への個別連絡を含めた広報
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第３期③

【教訓・課題】
①現地確認時のみ感染対策を実施する店舗への感染対策

の担保
②事業者の理解を得るための周知等

【有効であった対応】
①感染対策の徹底
②各種補助事業の要件にしたことで、認証店となる

店舗が増加
③感染拡大防止に一定の効果

【今後の感染症に生かすこと】
・感染防止安全計画策定の催事の規模（5,000人）の基準を検討するよう、国に要望
・飲食店等事業者の負担の軽減や、事務手続きをサポートする体制の構築 

区 分 内 容

期 間 R3.12.22～R4.8.31

対 象 新型コロナ対策適正店認証店のうち、登録を希望する店舗

イ ン セ ン
テ ィ ブ 県内に行動制限が課された際、人数制限等の緩和が可能

【ワクチン検査パッケージ・対象者全員検査適用事業者登録】
● 飲食店等の事業者が入店者等の「ワクチン接種歴」や「検査結果の陰性」のいずれかを確認することで、

感染リスクを低減させ、行動制限を緩和
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分野別検証１ 社会活動制限
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第４期

【教訓・課題】
①ウイルスの毒性が弱く重症化率が低い状況下では、

社会経済活動と感染防止の両立が可能
②５類移行後、個人や事業者等が感染対策を自主的

に実施するため、引き続き適切な情報発信の実施
が必要

【有効であった対応】
①株の特性や感染状況を踏まえた社会経済活動と両

立可能な制限内容(飲食店等の時短・人数制限廃止
など)への移行

②地域の賑わいを取り戻すための適切な情報発信

【今後の感染症に生かすこと】
・感染対策で社会活動の両立に向けた柔軟な対応や情報発信

【主な取組等】
重症化率の低いｵﾐｸﾛﾝ株の特性を踏まえ、社会経済活動と両立可能な制限内容に移行
感染症法上の５類感染症への移行（R5.5.8～）に伴い、社会活動制限を一律に求める
取り組みは終了

●
●

項 目 主な取り組み等 ５類移行後の対応

社会活動制限
・まん延防止等重点措置 (R4.1.27~R4.3.21)
・飲食店等の時短・人数制限を廃止（R4.6.1～）

するなど、感染拡大防止と社会経済活動を両立

・各種要請等は終了し、個人や
事業者の判断を基本

催物開催制限
・国指針に基づく制限を引き続き実施
・地域の実情に応じ、現場に即した具体的な考え

方等を情報発信

・開催制限は廃止し、事業者や
業界団体の自主的取組へ移行

認証店制度

・県民に対し、認証店の利用を引き続き推奨
・認証店に対する対策の継続及び非認証店に対す

る認証の獲得を引き続き呼びかけるとともに、
効果的な換気等の実施を推奨

・制度は廃止し、事業者や業界
団体の自主的取組へ移行
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分野別検証２ 外出自粛要請の呼びかけ
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第１期～第３期

【教訓・課題】
①県民への継続的な呼びかけ、周知徹底

【有効であった対応】
①県民への直接の呼びかけ
②報道等で取り上げられ、要請内容が幅広く周知

【今後の感染症に生かすこと】
・効果的な情報発信に向けて、報道をはじめとする関係機関との連携が必要

【主な取組等】
●本県が緊急事態宣言・まん延防止等重点措置の対象区域とされたことを受け、歓楽街等における

外出自粛要請や感染防止対策徹底の呼びかけ、路上飲み自粛要請等を実施

【外出自粛要請の呼びかけ】

時期 時間 場所及び備考

第１波 Ｒ2.4.17～5/9までの週末等 18時～19時 三宮北部地域(客引き行為禁止区域)4.17・18・24・ 5.1・7・8・9
尼崎市神田新道地域4/9 姫路駅前・魚町・塩町地域4/25 福原・新開地地域4/26

全日、県警と共同実施
第３波 Ｒ3.1.15～３／５の各土曜日 三宮北部地域(客引き行為禁止区域)

第４波 Ｒ3.4.9～5.6の水・日を除く毎日 18時～19時 三宮北部地域(客引き行為禁止区域) 4/9.16.23.30は県警共同実施
Ｒ3.5.7～6.30の水・日を除く毎日 5/7.14.21.28.6/4.11.25は県警共同実施

この期間以降、路上飲み自粛要請を追加
第５波 R3.7.1～9.30の水・日を除く毎日 18時～19時 三宮北部地域 7/9.16.30.8/6.20.27.9/10.24県警共同実施

R3.8.27 19時～20時30分 メリケンパーク・元町商店街 県警と共同実施
R3.8.28・29 13時～17時 メリケンパーク・HAT神戸(なぎさ公園) 県警と共同実施
R3.9.3･10 18時～19時30分 メリケンパーク・元町商店街 県警及び神戸市と共同実施
R3.9.4・5・11・12 17時～18時30分 メリケンパーク 県警及び神戸市と共同実施
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分野別検証３ 公共交通の事業継続
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第１～４期

【教訓・課題】
①テレワーク、WEB会議の浸透などライフスタイルの

変化に伴う公共交通機関利用者の減少への対応

【有効であった対応】
①車内等の密度を上げないよう便数等に配慮した

運行による感染拡大防止
②業務継続計画に基づく感染対策等の実施

【今後の感染症に生かすこと】
・地域の公共交通を確保・維持する観点から、各交通事業者の経営状況等を注視し、対策事業を速やかに打

ち出していくことが必要
・日常生活を支える路線バス等を確保・維持するための支援制度の創設を国に要望

【主な取組等】
●公共交通事業者に対して、車内等の密度を上げないよう、また、県民の移動手段の確保・維持

するため、便数等に配慮した運行に要する経費や、感染防止設備の導入経費を支援
【支援の概要】

支援事業 時 期 対 象 内 容 支援実績

バスにおける感染症防止
対策への支援 R2年度 民営バス事業者

①運転席感染防止設備（ﾋﾞﾆｰﾙｶｰﾃﾝ等）
の導入に要する経費を支援

②非接触型体温計の購入に要する経費を
支援（貸切バスのみ）

①７事業者
②３事業者

地域公共交通新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
対応型運行の支援 R2～4年度

①地域鉄道事業者
②路線バス事業者
③航路事業者

車内等の密度を上げないよう、また、県民
の移動手段の確保・維持するため、便数等
に配慮した運行に要する経費（燃料費、人
件費等）を支援

①４事業者
②14事業者
③４事業者

タクシー事業者感染防止
対策の支援 R3～4年度 県内ﾀｸｼｰ事業者

①高性能な空気清浄機導入等の感染防止
対策に要する経費を支援（R3～R4)

②消毒液購入費等の感染防止対策に要する
経費に対し7,000円/台を支援（R3)

①６事業者
②255事業者
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分野別検証４ 社会活動制限（イベント・神戸マラソン）
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第１~４期

【教訓・課題】
①感染症の動向に合わせた適切な医事・救護計画の策定
②感染症の動向に合わせたｽﾀｯﾌの配置や、ｽﾀｰﾄﾌﾞﾛｯｸ、

ﾌﾛｰの再検討

【有効であった対応】
①感染症対策を反映した各種計画、ﾏﾆｭｱﾙ等に基づいた

大会運営
②ｽﾀｰﾄﾌﾞﾛｯｸ拡大によるﾗﾝﾅｰ密集の回避、2万人の検温
③開催延期に伴う代替ｲﾍﾞﾝﾄを通じたﾗﾝﾆﾝｸﾞ機会の提供

【今後の感染症に生かすこと】
・医療従事者等、専門家の意見を聴取する機会の設定

【主な取組等】
第10回神戸マラソンを２度延期し、ﾗﾝﾆﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ等代替ｲﾍﾞﾝﾄを通じ、次年度大会の機運を醸成●

区分 実 施 内 容

R2年度

R2.11.15に予定していた第10回神戸ﾏﾗｿﾝを１年程度延期
感染拡大防止対策が可能な範囲での「ﾗﾝﾆﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ」等を開催

R3年度

R3.11.21に予定していた第10回神戸ﾏﾗｿﾝを再延期
感染拡大防止対策が可能な範囲での「ﾗﾝﾆﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ」等を開催

R4年度 R4.11.20に３年ぶりに第10回神戸ﾏﾗｿﾝを開催

ﾗﾝﾅｰ応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ R2.9～11 ﾗﾝﾆﾝｸﾞ教室やﾘﾚｰﾏﾗｿﾝ等を実施

ｵﾝﾗｲﾝﾏﾗｿﾝ R2.11 ｱｼｯｸｽ(株)が提供するｱﾌﾟﾘと連携して実施

ﾗﾝﾆﾝｸﾞ教室 R3.9～11 ﾗﾝﾆﾝｸﾞ教室やﾘﾚｰﾏﾗｿﾝ等を実施

ｵﾝﾗｲﾝﾏﾗｿﾝ R3.11～12 ｱｼｯｸｽ(株)が提供するｱﾌﾟﾘと連携して実施
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分野別検証５ 社会活動制限（イベント）
（分野）社会活動（項目）社会活動制限：第１～４期

【教訓・課題】
①システムの普及に向けた運用の工夫

（通知を受けた利用者へのメリット等）
②国等が運用する同様システムとの役割分担

【有効であった対応】
①濃厚接触者を特定できない場合の万一の備え
②事業者等が感染防止対策を講じていることの

発信に活用

【今後の感染症に生かすこと】
・円滑かつ迅速な情報共有につなげる新しいシステムの構築

【主な取組等】
●店舗・施設やイベント会場における感染拡大防止を図るため、クラスター発生時等に迅速に

利用者への注意喚起状況を提供する「兵庫県新型コロナ追跡システム」を構築・運用

【兵庫県新型コロナ追跡システム】
●利用者(県民)が店舗等ごとに掲示されるＱＲコードを読み

取り、メールアドレス等を登録した場合に、当該利用者に
対して、クラスター発生時等に県から注意喚起情報を提供

●コロナへの感染対策の充実・強化に加え、行動制限の緩和
に向けた「ワクチン・検査パッケージ・対象者全員検査」
の開始を踏まえ、国の新型コロナウイルス接触確認アプリ

（COCOA）に基づく全国共通の取組に引継ぎ、運用を終了

158

［運用期間］R2.7.10～R4.3.31
［運用実績］登録店舗数(延べ数)：60,721件（LINE版：34,472件、メール版：26,249件）

登録利用者数(延べ数) ：965,864件（LINE版：553,192件、メール版：412,672件）
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分野別検証６ 社会教育施設・体育施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第１期①

【教訓・課題】
①急な休館時の広報・周知方法について検討が必要
②貸館事業は主催者の自主判断であったため、混乱が

生じた

【有効であった対応】
①緊急事態宣言を踏まえた施設の休館、主催事業の

自粛
②休館中の感染拡大防止対策の強化
③業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策の徹

底は施設再開にあたり有効

【主な取組等】
国の緊急事態宣言を受け、休館
県の対処方針、業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策を実施した上で、開館

●
●
【社会教育施設・体育施設】

休館休業の対応（範囲・期間）
県内での患者確認以降 国の緊急事態宣言(R2.4.7～5.21) 国の緊急事態宣言解除後

県主催事業
R2.3.3～15 自粛
R2.3.16～23 中止または延期

貸館事業
R2.3.3～4.7 主催者の自主判断
（R2.4.1～ 実施の場合は感染症予

防措置を講じる）

R2.4.8～ 美術館、ホール・劇場、社
会体育施設の休館
（屋外施設の利用は可）

R2.5.18～ 西播磨、但馬、丹波地域所
在の施設について、感染症防止対策を
整え順次開館
R2.5.22～ 美術館、ホール・劇場につ
いて、感染症防止対策を整え順次開館

※ 国のガイドラインが明示（R2.4.13）されるまで、県独自の基準に基づき要請
イベント中止や来場見送りには、キャンセル料免除、チケット払戻の対応
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分野別検証６ 社会教育施設・体育施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第１期②

【教訓・課題】
①窓口対応で今まで以上の時間を要したため、対応が必要
②来館者の安全性を保ちつつ、満足感を得られるよう、

映像等を活用した非接触型の解説や接触の少ない体験
学習メニューの開発等の検討が必要

【有効であった対応】
①感染症予防ガイドラインに基づくサーモグラフィ、

非接触型体温計などによる発熱チェック、マスク
装着の徹底、消毒液の設置などの感染防止対策の
徹底

【今後の感染症に生かすこと】
・施設における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、新たな体験学習メニューの開発等も

行い、施設を継続して運営

【社会教育施設・体育施設】
● 施設再開後の感染防止対策

・ 飛沫感染や密接を生む行事（講演会、解説、体験学習等）は中止
・ 来館者多数の場合の入場制限
・ 発熱チェック、サーモグラフィー等の整備
・ マスク装着の徹底
・ 消毒液、アクリル板の設置
・ 事前予約制の導入
・ 入館者の氏名・連絡先等の把握 など

● 各施設のPR動画作成、施設案内や収蔵品の音声ガイドが利用できるアプリの作成（R2）
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分野別検証６ 社会教育施設・体育施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第２期①

【教訓・課題】
①消毒用薬品等の調達、備蓄について、計画的な

管理や供給ルートの確保が必要

【有効であった対応】
①入場者制限、イベント定員制限
②各施設での取組状況をホームページで周知

【主な取組等】
県の対処方針、業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策を実施した上で、開館●

【社会教育施設・体育施設】
● 感染防止対策を実施した上で開館

・催物の開催制限及び開館時間の短縮については、対処方針の「イベントの開催自粛」
および「施設の使用制限による取扱い」の徹底

・来館者多数の場合の入場制限
・発熱、咳などの症状のある者の入場禁止
・マスク装着の徹底、消毒液の設置
・演者と観客との一定の距離の確保（２ｍ）
・密閉・密集・密接状態の回避（休憩時間・回数増、換気など）
・入館者の氏名・連絡先等の把握
・「兵庫県新型コロナ追跡システム」QRコードの掲示と来館者への登録呼びかけ など
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分野別検証６ 社会教育施設・体育施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第２期②

【教訓・課題】
①公演・展示の中止に伴う貸館事業主催者に対するキャン

セル料の徴収・返金、主催事業に係るチケット払戻の
取扱い等について事前に設定しておく必要

②スムーズな予約方法の検討

【有効であった対応】
①一部施設の休館、県主催事業の自粛や中止延期、

大規模イベントの無観客開催による感染拡大防止

【今後の感染症に生かすこと】
・施設における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、また予想される事態を想定した事前

の整備を行った上で、施設を継続して運営【再掲】

【社会教育施設・体育施設】
● 緊急事態措置実施期間（R3.4.25～5.11）の対応

施設 内容

社会教育施設
・ 原則臨時休業
・ 図書館については、入場整理の上、開館

（開館時間は最長20時まで）

体育施設

屋内施設

・ 1,000㎡以上の施設は、原則臨時休業
・ 中体連、高体連等の公式戦（全国大会につながる公式戦）

については、無観客での利用可
・ 1,000㎡以下の施設は、入場整理の上、開館

（営業時間は20時まで）

屋外施設 ・ 入場整理の上、無観客での利用可
・ 飲酒につながる酒類提供及びカラオケ設備の使用の自粛
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分野別検証６ 社会教育施設・体育施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第３期

【教訓・課題】
①施設で感染者が出た場合の休業手順、従業員の確

保等のマニュアルの整備が必要
②利用者の減少による減収補償

【有効であった対応】
①各施設の対応状況をきめ細かく情報提供すること

により、取組に対する理解と協力を得た

【今後の感染症に生かすこと】
・施設における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、また予想される事態を想定した事前

の整備を行った上で、施設を継続して運営【再掲】

【社会教育施設・体育施設】
● 感染防止対策を実施した上で開館

・催物の開催制限は、対処方針の「イベントの開催自粛」の徹底
・来館者多数の場合の入場制限（～R4.11)
・発熱、咳などの症状のある者の入場禁止
・マスク装着の徹底、消毒液の設置
・演者と観客との一定の距離の確保（２ｍ）
・密閉・密集・密接状態の回避（休憩時間・回数増、換気など）
・入館者の氏名・連絡先等の把握
・「兵庫県新型コロナ追跡システム」QRコードの掲示と来館者への登録呼びかけ(～R4.3) 等

【主な取組等】
県の対処方針、業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策を実施した上で、開館●
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分野別検証６ 社会教育施設・体育施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第４期

【教訓・課題】
①感染拡大や新たな感染症に対して、医療体制と連動させ

た段階的な規制ルールと、民間事業者への自粛要請との
整合性を図ることが必要

② 数年間のイベント中止によるノウハウの一部喪失

【有効であった対応】
①県の対処方針を踏まえながら、県主催事業におけ

る出演・出展団体との調整、貸館事業主催者に対
する県の対応状況の情報提供等を適切に行うこと
による円滑な事業運営

【今後の感染症に生かすこと】
・施設における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、また予想される事態を想定した事前

の整備を行った上で、施設を継続して運営【再掲】

【社会教育施設・体育施設】
● 感染防止対策を実施した上で開館

・催物の開催制限は、対処方針の「イベントの開催自粛」の徹底
・発熱チェック
・発熱、咳などの症状のある者の入場禁止
・マスク装着、消毒液の設置
・演者と観客との一定の距離の確保（２ｍ）
・密閉・密集・密接状態の回避（休憩時間・回数増、換気など）

【主な取組等】
県の対処方針、業種別ガイドライン等に基づく感染防止対策を実施した上で、開館●
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分野別検証７ 県立都市公園における対応
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第１期

【教訓・課題】
①公共交通機関や徒歩で来園可能な公園に人が集中
②県境を越えた移動の増加

【有効であった対応】
①駐車場や運動施設閉鎖による利用者の制限
②公園機能を適正に発揮するため、公園HP等により

「３密」回避など感染症対策を徹底した上での利用
を呼びかけ

【今後の感染症に生かすこと】
・公園の立地・特性に応じた利用の制限・緩和による分散利用の促進

【対策本部会議結果に基づく主な対応】

【主な取組等】
公園全体は閉鎖せず、イベント等の自粛や公園駐車場・各施設の一律閉鎖を実施●

●

通知日 内容

R2.3.13
不特定多数の者や高齢者の集うイベントや開催の自粛・要請
換気が悪い屋内施設の使用の自粛（貸切利用は主催者判断）

R2.4.8
集客イベントの中止・延期を要請
屋内施設自粛を要請（屋外施設は利用可、4/10～屋外も自粛要請）

R2.4.24 遊具・駐車場の閉鎖（大型連休を見据えた対策強化）

R2.5.5 駐車場の開放（大型連休終了に伴う駐車場開放）

R2.5.22
各施設を順次解放(但し、スポーツジムは5/26～解除)
一部イベントの再会（屋内100人以下、屋外200人以下）

R3.1.13
延床面積1,000㎡を超える屋内運動施設は20時以降閉鎖
イベント開催要件の変更

R3.2.26
延床面積1,000㎡を超える屋内運動施設は21時以降閉鎖
イベント開催要件の変更

● イベント開催要件の緩和及び変更は随時実施（R2.5～ R3.2 計４回）

公共交通機関や徒歩で来園可能な公園に人が集中
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分野別検証７ 県立都市公園における対応
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第２期～第４期

【教訓・課題】
①公共交通機関や徒歩で来園可能な公園に人が集中【再掲】
②県境を越えた移動の増加【再掲】

【有効であった対応】
①駐車場や遊具の使用制限を最小限とすること

により、都市部の人流を広大なオープン
スペースである公園に誘導

【今後の感染症に生かすこと】
・公園の立地・特性に応じた利用の制限・緩和による分散利用の促進【再掲】

【対策本部会議結果に基づく主な対応】

【主な取組等】
●イベント等の自粛のほか、公園駐車場や屋外施設の使用制限を実施

通知日 内容
R3.3.5 屋内運動施設の時短終了、イベント開催要件変更

R3.4.23
（緊急事態宣言再発令）
運動施設等は県対処方針どおり使用制限等を実施、イベントは原則無観客開催のみ可
舞子・明石・甲山・西猪名・尼崎の森は駐車場を閉鎖

R3.5.7
（緊急事態宣言の延長）
閉鎖していた駐車場をすべて開放等実施、イベント開催要件の変更

R3.9.28
（緊急事態宣言の解除）
運動施設等は県対処方針どおり使用制限等を実施、イベント開催要件の変更

R4.3.17
（まん延防止等重点措置の解除）
運動施設やイベント等の条件付利用制限緩和

● イベント開催要件の緩和及び変更は随時実施（R3.3～ R5.3 計15回）

●駐車場の開放や運動施設・イベント等の条件付利用制限を段階的に緩和
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分野別検証
８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第１期①

【生活創造センター・文化会館・高齢者大学等】

【主な取組等】
感染状況や国からの緊急事態宣言等の発令状況等を勘案し、適宜、施設の休館や利用制限等を実施●

● 生活創造ｾﾝﾀｰ（神戸生活創造ｾﾝﾀｰ、東播磨生活創造ｾﾝﾀｰ、丹波の森公苑）
● 文化会館等（嬉野台生涯教育ｾﾝﾀｰ、但馬文教府、西播磨文化会館、淡路文化会館）
● 高齢者大学等（いなみ野学園、阪神ｼﾆｱｶﾚｯｼﾞ、ふるさとひょうご創生塾、生涯学習情報ｺｰﾅｰ、各地域高齢者大学）

期間 対応等

R2.3.3から緊急事態宣言（R2.4.7）
発令まで

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを策定し、感染防止等の観点から、施設の管理運営や
ｲﾍﾞﾝﾄ実施の際における取扱いを周知徹底

緊急事態宣言発令期間
（R2.4.7～５.21） 施設の休館（講座の休講）もしくは開館時間の短縮を実施

緊急事態宣言解除（5.22）以降 感染症防止対策を施しながら通常運営

緊急事態宣言発令（R3.1.14から
2.28） 施設の休館（講座の休講）もしくは開館時間の短縮を実施

期間 対応等

R2.3.3から緊急事態宣言（R2.4.7）
発令まで

県主催の行事：中止や自粛、延期等で対応
貸館事業：主催者の自主判断に任せ、実施する場合には感染予防措置のもとで実施

緊急事態宣言発令期間
（R2.4.7～５.21） 休館（5.18から西播磨、但馬、丹波地域にて感染防止対策を整えて順次開館）

緊急事態宣言解除（5.22）以降 感染症防止対策を整え順次開館
陶芸(5.26～)、県民会館(6.1～)、横尾･芸術文化ｾﾝﾀｰ･ﾋﾟｯｺﾛｼｱﾀｰ･原田の森(6.2～)

緊急事態宣言発令（R3.1.14から
2.28）

施設利用制限 ：20時までの利用 ※1.13以前の申込みは適用外
公演等催物開催：20時までの開催(500人以下、屋内収容率50％未満)
※周知期間1.17までは適用外

【芸術文化施設】
● 美術館（兵庫陶芸美術館、横尾忠則美術館）
● ホール/劇場（芸術文化センター、ピッコロシアター、原田の森ギャラリー、県民会館）
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分野別検証
８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第１期②

【社会教育施設（子ども・青少年関係）】
● 神出学園・山の学校・こどもの館・いえしま自然体験センター

期間 対応等

R2.3.3から
緊急事態宣言
（R2.4.7）発令まで

神出学園：臨時休校(3.2～）
山の学校：臨時休校(3.2～3.5)、簡素化した修了式(3.6)、春季休業(3.7～）
こども：イベントの中止(3.2～)、全館臨時休館(3.7～3.15)、館外とﾌﾘｰｽﾍﾟｰｽ等開館(3.16～)
いえしま：ガイドラインをもとに施設内での感染症対策の徹底(体調確認チェックシート義務付け)

緊急事態宣言発令期間
（R2.4.7～５.21）

神出学園：臨時休校、感染防止対策マニュアル作成し感染症対策を実施
山の学校：臨時休校、感染防止対策マニュアル作成し感染症対策を実施
こども：館外とﾌﾘｰｽﾍﾟｰｽ等開館(3.16～)、書籍消毒器購入し図書の宅配を開始
いえしま：ガイドラインをもとに施設内での感染症対策を実施(体調確認チェックシート義務付け)

緊急事態宣言解除
（5.22）以降

神出学園：学校再開（6.1～）、道具消毒や食堂でのパーテーション等感染症対策を徹底
山の学校：登校日(5.22、5.28～29)、学校再開（6.1）、健康観察カードやアクリル板等感染症対策の徹底
こども：館内一部会館(6.1～)、利用中止継続（親子遊戯室、伝承あそびのひろば、工作室等）
いえしま：ガイドラインをもとに施設内での感染症対策の徹底(体調確認チェックシート義務付け)

緊急事態宣言発令
（R3.1.14から2.28）

神出学園：感染症対策を実施しながら運営（道具消毒や食堂でのパーテーション等感染症対策を徹底）
山の学校：感染症対策を実施しながら運営（健康観察カードやアクリル板等感染症対策の徹底）
こども：（R2.12.8～大規模修繕により閉館）
いえしま：ガイドラインをもとに施設内での感染症対策の徹底(体調確認チェックシート義務付け)

【教訓・課題】
①高齢者大学等高齢者利用が多い施設は方針等について特に迅速な

意思決定・周知が必要
②寮など生活を共にする施設は接触機会が多く感染拡大の懸念が高い
③離島では島の医療体制へ与える影響が重大。水際対策が重要
④利用者の特性に応じ感染症対策専門家の助言を得る機会が必要

【有効であった対応】
①ロッジ、テント、シャワー、食堂、密になる部屋や

ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨの利用
②中止や制限、道具の消毒、間隔をあける、

交代で使う等の対策
③利用者の健康観察による感染防止への意識付け
④消毒液の設置

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症等における状況下でも、可能な限り通常通りの施設の運営を可能とする仕組みの検討（事業等のｵﾝﾗｲﾝ実施の検討等）
・家島は離島であり、島の医師に感染すると島民の医療が滞る。出来る限り島内へ感染症を持ち込ませない対策が初期段階から必要
・施設利用者は島民の足である定期船に同乗し来島することから、来島前段階での感染者確認対応を行うことが必要
・離島の宿泊施設で感染者が出た場合の帰宅・搬送に利用可能な公共交通機関の確認
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分野別検証
８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第２期①

【生活創造センター・文化会館・高齢者大学等】

【主な取組等】
感染状況や国からの緊急事態宣言等の発令状況等を勘案し、適宜、施設の休館や利用制限等を実施。●

● 生活創造ｾﾝﾀｰ（神戸生活創造ｾﾝﾀｰ、東播磨生活創造ｾﾝﾀｰ、丹波の森公苑）
● 文化会館等（嬉野台生涯教育ｾﾝﾀｰ、但馬文教府、西播磨文化会館、淡路文化会館）
● 高齢者大学等（いなみ野学園、阪神ｼﾆｱｶﾚｯｼﾞ、ふるさとひょうご創生塾、生涯学習情報ｺｰﾅｰ、各地域高齢者大学）

【芸術文化施設】
● 美術館（兵庫陶芸美術館、横尾忠則美術館）
● ホール/劇場（芸術文化センター、ピッコロシアター、原田の森ギャラリー、県民会館）

期間 対応等

まん延防止等重点措置実施期間
（R3.4.5～24）

施設の開館時間の短縮もしくは一部ｽﾍﾟｰｽ開館時間の短縮、感染防止対策を施しながら通常
運営を実施。

緊急事態宣言発令
（R3.4.25～6.20）

施設の休館(講座の休講)もしくは開館時間の短縮、感染防止対策を施しながらの通常運営を
実施

まん延防止等重点措置実施期間
（R3.6.21～7.11）

施設の開館時間の短縮もしくは一部ｽﾍﾟｰｽ開館時間の短縮、感染防止対策を施しながら通常
運営を実施。

期間 対応等
まん延防止等重点措置
実施期間（R3.4.5～24）

利用制限：20時までの利用(神戸・阪神地域)
催物開催：5千人以下、大声なし(屋内収容率100%)、大声あり(屋内収容率50%以内)

緊急事態宣言発令
（R3.4.25～6.20）

・4.25～5.11 休館 ※無観客の利用は可
・5.12～5.31 ①利用制限：20時までの利用 ②催物開催：21時までの開催(5千人以下、屋内収

容率50％以内※チケット販売済の場合除外あり)
・6.1～6.20 ①利用制限：20時までの利用 ②催物開催：21時までの開催(5千人以下、大声なし

(屋内収容率100%)大声あり(屋内収容率50%以内))

まん延防止等重点措置
実施期間（R3.6.21～
7.11）

利用制限：20時までの利用(神戸･阪神･東播磨･姫路)、21時までの利用(その他地域)
催物開催：21時までの開催

(5千人以下､大声なし(屋内収容率100%)､大声あり(屋内収容率50%以内))
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分野別検証
８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第２期②

【社会教育施設（子ども・青少年関係）】
● 神出学園・山の学校・こどもの館・いえしま自然体験センター

【教訓・課題】
①高齢者大学等高齢者利用が多い施設は、方針等について

特に迅速な意思決定・周知が必要
②寮など生活を共にする施設や子どもが遊ぶ施設は接触機

会が多く、感染拡大の懸念が高い
③離島では島の医療体制へ与える影響が重大であり、水際

対策が重要

【有効であった対応】
①検温、スタッフによる消毒作業、

きめ細やかな道具の消毒
②共同生活の場面での感染症対策（寮での入浴

を交代制にする、食堂でﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ利用等）

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症蔓延の状況下でも、ｵﾝﾗｲﾝ等による可能な限り通常通りの施設運営を可能とする仕組みの検討と、

デジタルデバイドに応じた情報伝達の工夫
・海水浴場のアクティビティーの非設置など、密になることを回避する非接触型運営の推進
・健康観察カードや感染防止対策マニュアルの運用により、慣れによる意識の低下を防ぐ指導
・出来る限り島内へ感染症を持ち込ませない対策が初期段階から必要。施設利用者は島民の足である定期船に同乗し来島

されることから、来島前段階での感染者確認対応を行うこと
・利用者の特性に応じ感染症対策専門家の助言を得る機会の確保

期間 対応等
まん延防止等重点措置実施期間
（R3.4.5～24）

神出学園：感染症対策を実施しながら運営（毎朝の消毒作業、用具の随時消毒の徹底､パー
テーション、入学式制限等）

山の学校：感染症対策を実施しながら運営（健康観察カードの運用徹底（帰寮時、起床時、
就寝前等）)

こども：（～R3.8.27大規模修繕により閉館）

いえしま：ガイドラインをもとに施設内での感染症対策の徹底（利用者共用の水道蛇口を
非接触型自動水栓に変更）

緊急事態宣言発令
（R3.4.25～6.20）

まん延防止等重点措置実施期間
（R3.6.21～7.11）
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分野別検証
８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第３期①

【生活創造センター・文化会館・高齢者大学等】

【主な取組等】
感染状況や国からの緊急事態宣言等の発令状況等を勘案し、適宜、施設の休館や利用制限等を実施。●

● 生活創造ｾﾝﾀｰ（神戸生活創造ｾﾝﾀｰ、東播磨生活創造ｾﾝﾀｰ、丹波の森公苑）
● 文化会館等（嬉野台生涯教育ｾﾝﾀｰ、但馬文教府、西播磨文化会館、淡路文化会館）
● 高齢者大学等（いなみ野学園、阪神ｼﾆｱｶﾚｯｼﾞ、ふるさとひょうご創生塾、生涯学習情報ｺｰﾅｰ、各地域高齢者大学）

【芸術文化施設】
● 美術館（兵庫陶芸美術館、横尾忠則美術館）
●ホール/劇場（芸術文化センター、ピッコロシアター、原田の森ギャラリー、県民会館）

期間 対応等
まん延防止等重点措置実施期間

（R3.8.2～8.19）
開館時間の短縮もしくは感染防止対策を施しながらの通常運営を実施緊急事態宣言発令

（R3.8.20～9.12）
宣言延長（9.13～9.30）

期間 対応等

感染リバウンド防止対策期間
（R3.7.12～31）

利用制限：20時30分までの利用(神戸･阪神･東播磨･姫路)､21時30分までの利用(その他地域)
催物開催：21時までの開催(5千人以下､大声なし(屋内収容率100%)､大声あり(屋内収容率50%
以内))

まん延防止等重点措置実施期間
（R3.8.2～8.19）

施設利用：20時までの利用(神戸･阪神･東播磨･姫路)､21時までの利用(その他地域）
催物開催：21時までの開催(5千人以下､大声なし(屋内収容率100%)､大声あり(屋内収容率50%
以内))

緊急事態宣言発令
（R3.8.20～9.12）
宣言延長（9.13～9.30）

利用制限：20時までの利用(県全域)
催物開催：21時までの開催(5千人以下､大声なし(屋内収容率100%)､大声あり(屋内収容率50%
以内))

緊急事態宣言解除以降
（R3.10.1～12.29）

・10/1～10/21 ①利用制限：21時までの利用(県全域) ②催物開催：21時までの開催(5千人
以下､大声なし(屋内収容率100%)､大声あり(屋内収容率50%以内))
・10/22～12/29 ①利用制限：制限なし ②催物開催：5千人以下､大声なし(屋内収容率
100%)､大声あり(屋内収容率50%以内))

※5千人超かつ屋内収容率50%超のイベントは「感染防止安全計画」を策定し、県に提出
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分野別検証
８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第３期②

【社会教育施設（子ども・青少年関係）】
● 神出学園・山の学校・こどもの館・いえしま自然体験センター

【教訓・課題】
①高齢者大学等高齢者利用が多い施設は、方針等について

特に迅速な意思決定・周知が必要【再掲】
②寮など生活を共にする施設は接触機会が多く、感染拡大

の懸念が高い【再掲】
③離島では島の医療体制へ与える影響が重大であり、水際

対策が重要【再掲】

【有効であった対応】
①検温、スタッフによる消毒作業、

きめ細やかな道具の消毒
②共同生活の場面での感染症対策（寮での入浴

を交代制にする、食堂でﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ利用、食堂
での昼食提供を弁当に変更等）

期間 対応等
まん延防止等重点措置実施期間

（R3.8.2～8.19）
神出学園：感染症対策を実施しながら運営（毎朝の消毒作業、用具の随時消毒の徹底）

山の学校：感染症対策を実施しながら運営（健康観察カードの運用徹底（帰寮時、起床時、
就寝前）、10月の研修旅行までにワクチン接種を推奨）

こども：（～R3.8.27大規模修繕により閉館）感染症対策を実施しながら運営、一部施設の利
用制限

いえしま：ガイドラインをもとに施設内での感染症対策の徹底（利用者共用の水道蛇口を非
接触型自動水栓に変更）

緊急事態宣言発令
（R3.8.20～9.12）
宣言延長（9.13～9.30）

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症蔓延の状況下でも、ｵﾝﾗｲﾝ等による可能な限り通常通りの施設運営を可能とする仕組みの検討と、

デジタルデバイドに応じた情報伝達の工夫【再掲】
・海水浴場のアクティビティーの非設置など、密になることを回避する非接触型運営の推進【再掲】
・健康観察カードや感染防止対策マニュアルの運用により、慣れによる意識の低下を防ぐ指導【再掲】
・出来る限り島内へ感染症を持ち込ませない対策が初期段階から必要。施設利用者は島民の足である定期船に同乗し来島

されることから、来島前段階での感染者確認対応を行うこと【再掲】
・利用者の特性に応じ感染症対策専門家の助言を得る機会の確保【再掲】
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分野別検証８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第４期①

【生活創造センター・文化会館・高齢者大学等】

【主な取組等】
感染状況や国からの緊急事態宣言等の発令状況等を勘案し、適宜、施設の休館や利用制限等を
実施

●

● 生活創造ｾﾝﾀｰ（神戸生活創造ｾﾝﾀｰ、東播磨生活創造ｾﾝﾀｰ、丹波の森公苑）
● 文化会館等（嬉野台生涯教育ｾﾝﾀｰ、但馬文教府、西播磨文化会館、淡路文化会館）
● 高齢者大学等（いなみ野学園、阪神ｼﾆｱｶﾚｯｼﾞ、ふるさとひょうご創生塾、

生涯学習情報ｺｰﾅｰ、各地域高齢者大学）

【芸術文化施設】
・美術館（兵庫陶芸美術館、横尾忠則美術館）
・ホール/劇場（芸術文化センター、ピッコロシアター、原田の森ギャラリー、県民会館）

期間 対応等
まん延防止等重点措置実施期間

（R4.1.27～3.21） 感染防止対策を施しながらの通常運営を実施

期間 対応等

まん延防止等重点措置実施期間
（R4.1.27～3.21）

利用制限：制限なし
催物開催：2万人以下、大声なし（屋内収容率100％）、

大声あり（屋内収容率50%以内））
※5000人超かつ屋内収容率50％超のイベントは「感染防止安全計画」を策定し、県に提出
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分野別検証８ 県立施設
（分野）社会活動（項目）県立施設等：第４期②

【社会教育施設（子ども・青少年関係）】
● 神出学園・山の学校・こどもの館・いえしま自然体験センター

【教訓・課題】
①高齢者大学等高齢者利用が多い施設は方針等について特

に迅速な意思決定・周知が必要【再掲】

【有効であった対応】
①検温、スタッフによる消毒作業、

きめ細やかな道具の消毒
②抗ウイルスコーティングの実施
③健康観察による感染防止への意識付け

期間 対応等

まん延防止等重点措置実施期間
（R4.1.27～3.21） 感染防止対策を施しながら通常運営を実施。

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症蔓延の状況下でも、ｵﾝﾗｲﾝ等による可能な限り通常通りの施設運営を可能とする仕組みの検討と、

デジタルデバイドに応じた情報伝達の工夫【再掲】
・海水浴場のアクティビティーの非設置など、密になることを回避する非接触型運営の推進【再掲】
・健康観察カードや感染防止対策マニュアルの運用により、慣れによる意識の低下を防ぐ指導【再掲】
・利用者の特性に応じ感染症対策専門家の助言を得る機会の確保【再掲】
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分野別検証

Ⅵ 教育
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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期

国
等
の
動
向

・国の要請による臨時休校
（R2.3.3～3.23）

・私立学校等感染症対策に係る
国通知（随時）

・学校に対する国支援
①マスク等購入支援
②感染症対策・学習保障等支
援
③家庭学習・遠隔学習環境充
実
④修学旅行キャンセル料等支
援

・専修学校（高等課程）に対す
る国支援
①学校再開に伴う感染症対策
等の支援
②遠隔授業環境の整備支援
等

・私立学校等感染症対策に係る
国通知（随時）

・学校に対する国支援
①感染症対策・学習保障等支
援
②家庭学習・遠隔授業環境充
実

・専修学校等に対する国支援
①安全安心な学習環境確保及
び学校教育活動継続支援
②遠隔授業環境の整備支援

・私立学校等感染症対策に係る
国通知（随時）

・学校に対する国支援
①感染症対策・学習保障等支
援
②遠隔授業等授業環境高度化
等

・抗原検査キットの学校への配
布

・私立学校等感染症対策に係る
国通知（随時）

・学校に対する国支援
①学校等の感染症対策等支援
②感染症流行下における学校
教育活動体制整備支援

・専修学校等に対する国支援
①学校等の感染症対策等支援
②感染症流行下における学校
教育活動体制整備支援
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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期

県
の
取
組

・「教育委員会新型コロナウイル
ス対策会議」
の設置、開催

(1) 公立学校
・国の要請による臨時休校
・緊急事態宣言を受けた臨時休

校
・基本的感染対策の徹底

(2) 県内大学
・休業要請や感染防止対策の呼

びかけ
(3) 県立大学

・マニュアルの策定、遠隔授業
体制の整備等

(4)私立小学校・中学校・高校
・緊急事態宣言発令等に伴う休

校を要請
・県立学校と同様の対応を要請
・感染症対策・学校再開に向け

た支援、家計急変世帯等への
修学支援

(5) 私立幼稚園
・緊急事態宣言発令に伴う休園

を要請
・補助事業の要件の緩和
・保健衛生用品の購入費用等の

支援
(6) 私立専修学校・各種学校

・緊急事態宣言発令等に伴う休
校を要請

・県内大学、県立学校と同様の
対応を要請

・感染症対策・学校再開に向け
た支援、家計急変世帯等への
修学支援

(7) 農業大学校・森林大学校
・感染防止対策を呼びかけ
・マニュアルの策定、遠隔授業

体制の整備等

(1) 公立学校
・十分な感染防止対策の実

施
・活動を制限しながら、教

育活動等を継続
(2) 県内大学

・部活・サークル活動の自
粛要請や感染防止対策の
呼びかけ

(3) 県立大学・芸術文化観光
専門職大学
・独自動画の作成による注

意喚起、対面授業の順次
再開等

(4) 私立小学校・中学校・高校
・県立学校と同様の対応を

要請
・感染症対策・ICT環境の

充実に向けた支援、家計
急変世帯等への修学支援

(5) 私立幼稚園
・補助事業の要件の緩和
・保健衛生用品の購入費用

等の支援
(6) 私立専修学校・各種学校

・県内大学、県立学校と同
様の対応を要請

・感染症対策・ICT環境の
充実に向けた支援、家計
急変世帯等への修学支援

(7) 農業大学校・森林大学校
・感染防止対策を呼びかけ
・マニュアルの策定、遠隔

授業体制の整備等

(1) 公立学校
同左

(2) 県内大学
・緊急事態宣言、まん延防止

等措置区域を除き部活・
サークル活動を可能とする
ことや感染防止対策の呼び
かけ

(3) 県立大学・芸術文化観光専門
職大学
・大学キャンパス内でのワク

チン接種の実施
(4)私立小学校・中学校・高校

同左

(5) 私立幼稚園
同左

(6) 私立専修学校・各種学校
同左

(7) 農業大学校・森林大学校
・感染防止対策を呼びかけ
・マニュアルの策定、遠隔授

業体制の整備等

(1) 公立学校
同左

(2) 県内大学
・ワクチン接種や感染防止対

策の呼びかけ
(3) 県立大学・芸術文化観光専門

職大学
・学生への注意喚起等

(4)私立小学校・中学校・高校
同左

(5) 私立幼稚園
同左

(6) 私立専修学校・各種学校
同左

(7) 農業大学校・森林大学校
・感染防止対策を呼びかけ
・マニュアルの策定、遠隔授

業体制の整備等
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分野別検証１ 学校等（教育委員会）
（分野）教育（項目）学校等：第１期～第４期

【教訓・課題】
①県の方針等について、県立学校、市町組合教育委

員会に対し、迅速かつわかりやすく周知、伝達す
ることが必要

【有効であった対応】
①教育委員会新型コロナウイルス対策会議の設置は、

感染症の状況等が刻一刻と変化する中で、近隣府
県等の情報を基に様々な観点から課題と対応を迅
速に検討する上で機動性を発揮

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症の状況に応じ、迅速に対応するため、教育委員会事務局に対策会議を設置するなど機動性のある

体制を構築

【主な取組等】
教育委員会事務局に「教育委員会新型コロナウイルス対策会議」を設置し、
対応方針等を検討・協議

●

項目 内容

構 成

教育長

教育次長

総務課長、財務課長、教育企画課長、教職員課長、義務教育課長、特別支援教育課長、

高校教育課長、社会教育課長、文化財課長、体育保健課長

※教育事務所長がオンライン参加の上、所管市町教育委員会に対し県の対応方針等を事前提供

内 容
・感染症発生状況が刻一刻と変化する中、様々な観点から課題と対応を検討

・「対処方針」の改正案や、県立学校等に向けた通知文書案を作成

開催回数 延べ１０８回（R2年度：６６回、R3年度：３９回）

【教育委員会の体制】
・教育委員会事務局内に「教育委員会新型コロナウイルス対策会議」を設置・開催
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期①

【主な取組等】
国の要請による臨時休業 （R2.3.3～3.23）※ R2.3.24～4.8 長期休業期間
緊急事態宣言を受け臨時休業 （R2.4.9～5.31）
緊急事態宣言の解除を受け、学校再開（R2.6.1～）※ R2.6.1～6.14 分散登校、R2.6.15～通常どおり
以降、十分な感染防止対策を実施した上で教育活動等を行う。
緊急事態措置実施期間においては、活動を制限しながら、教育活動等を継続

●
●
●

●
●

【公立学校】
１ 感染防止対策

○ 基本的感染対策の徹底
・身体的距離の確保、マスク着用、換気
・毎日の検温、手洗い
・教室等の消毒
・食事の際は会話を控える

事 業 内 容

感染症対策備品等の購入支援 対象経費 ： 換気対策備品（エアコン、サーキュレーター等）
感染予防備品（消毒液等消耗品、マスク、フェイスシールド等）等

支援対象 ： 県立学校 164校
特別支援学校スクールバス
感染症対策の強化

３密を避けるため、スクールバスの増便等を行い、分乗を実施
対象経費 ： バス借り上げ料、介助員報酬
増車期間 ： R2 １学期中

【主な事業】
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期②

・児童生徒の健康状態、家庭における学習の進捗状況の確認等を行うため、登校可能日を設定

（R2.4.9～5.17）
※ 感染状況を考慮し、登校日は設定しなかった。

項目 内容
登校可能日 週１日（第５学区は週２日上限）
登校時間 通勤時間帯を避けること
下校時間 午前中で下校
授業時間 実施しない
部活動 実施しない

R2.4.8 午前中：在校生説明会（学年別に時間を変えて実施）、午後：新入生説明会
いずれも最少人数で簡素化し、感染防止の措置を講じた上で実施

区分 第５学区以外 第５学区（但馬地区）

登校可能日の
日数の上限

5.18～ 週１日 週２日
5.22～ 週２日

登校時間 通勤時間帯を避けること（分散登校）
下校時間 16時までに全ての児童生徒は下校
授業時間 実施しない
部活動 実施しない

（R2.5.18～5.31）

２ 教育活動
［臨時休業中］
①登校可能日の設定
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期③

② 学習支援

学校別 内 容
県立学校 ・オンラインを活用した学習支援

①児童生徒用タブレット端末の貸与を実施
②全生徒を対象に学習支援アプリの導入

県立特別支援学校 ・ 障害児児童生徒入出力支援装置の整備
市町組合立学校 ・（株）サンテレビと連携した学習支援番組（「みて・学ぼう！ひょうごっ子広場」～

家庭での過ごし方編～）を放映（R2.5.18～20）

［学校再開後］
○県外活動

実施（実施時期、実施場所、参加人数、移動方法などの検討）
○修学旅行

感染拡大地域への往来を自粛
【緊急事態措置期間（R3.1.14～2.28）】

・県外活動（修学旅行を含む、受検及び就職活動を除く）を行わない。

○兵庫型「体験教育」
実施日数の弾力化（各市町の判断により、通常の日数を基本に、１日単位での実施可）

○入試
感染防止対策を徹底の上、予定どおり実施

○卒業式
参加人数の制限、マスクの着用、消毒、換気など感染防止対策を徹底の上、実施
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分野別検証
２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期④

【ICTを活用した学習支援のための環境整備】

学校別 内 容

県立学校 ・全学校に校内通信ネットワーク、無線LANを整備
・全学校の普通教室に大型提示装置を整備

（高校：プロジェクター型、特別支援学校：電子黒板型）
・全学校に学習者用端末を配備

（高校：１学年１学級相当分、特別支援学校：小中学部全児童生徒）
・全学校の通信ネットワーク環境を充実（１Gbps）
・ICT技術者及び県立学校ICTサポーターの配置

市町組合立学校 ・学習者用端末（１人１台端末）の共同調達の実施
・（株）サンテレビと連携した学習支援番組（「みて・学ぼう！ひょうごっ子広場」

～つまづきポイント編～）を放映（R2.7.25～9.27）
県立・市町 共通 ・HYOGOスクールエバンジェリスト（ICT活用を先導する教員）の養成

・「ICT活用指導力ステップアッププログラム」の実施
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期⑤

３ 部活動
・R2.6.15以降、「いきいき運動部活動」「文化部活動の在り方に関する方針」に基づき、平日４日２時間程度、

土日１日３時間程度の実施を基本とし、感染状況を考慮し、「活動場所」、「練習試合」、「合宿等宿泊」を
制限して実施（第１～４期共通）

期間
活動場所 練習試合 合宿等宿泊

備考
校内 県内 県外 県内 県外 県内 県外

R2.6.15～6.21 ○ 学区内 × 学区内 × × × 平日3日・土日1日ともに上限2時間

R2.6.22～7.8 ○ ○ × ○ × × ×

R2.7.9～7.31 ○ ○ × ○ × ○ ×

R2.8.1～11.30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

R2.12.21～R3.1.11 ○ ○ × ○ × ○ × GoToトラベル一時停止、
全国的移動自粛

R3.1.12～3.7 ○ × × × × × × 緊急事態措置期間（R3.1.14～2.28）

R3.3. 8～ 3.23 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

R3.3.24～ 4. 4 ○ ○ ○
※ ○ ○ ○ ○ ※緊急事態措置実施区域での活動×

※R2.6.1～6.14（分散登校期間）は、活動場所を校内に限定し、平日２日、土日１日に90分を上限として実施



Hyogo Prefecture

183Chapter 03

分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期⑥

【教訓・課題】
①児童生徒に新型コロナウイルス感染症への正しい

知識を身につけさせ、差別や偏見を防止するため
の指導等に取り組むことが必要

②日頃からICTを活用した授業を行う環境整備が必
要。ICTを活用した授業ができることを教員の資
質に位置づけスキルアップできる研修体制が必要

【有効であった対応】
①感染症対策、学習支援に必要な予算執行を学校長

裁量で実施
②心のケア調査を実施により、小・中学校ともにス

トレス反応を示している児童生徒が一定数存在す
ることや、児童生徒と保護者の間でストレス等に
関する認識にズレがあることを確認

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症に関する正しい知識を基に、学校における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、教

育活動を継続実施

４ 心のケア
○きめ細やかな健康観察をはじめ、児童生徒の状況を把握し、必要に応じて関係機関と連携するなど、

心身の健康に適切に対応（第１～４期共通）
・児童生徒の状況把握(個人面談等の機会の拡充等）
・キャンパスカウンセラー及び各種相談窓口の活用促進
・通級指導対象生徒や外国人生徒等への個別支援

○新型コロナウイルス感染症の影響に関する心のケア調査
精神的に不安定な状況にある児童生徒の状況を把握し、その心の理解とケアへの取組を充実
・実施期間：第１回：R2.7月、第２回：R2.9月、第３回：R3.1月
・調査対象：各市町（神戸市含む） 小学校１校（６年生）、中学校１校（３年生）
・調査結果：小・中学校ともにストレス反応を示している児童生徒が一定数存在することや、児童生徒と保護者

の間でストレス等に関する認識にズレがあることを確認

○ＳＮＳ悩み相談窓口の拡充
不安や恐れなど心理的ストレスを抱えている児童生徒の心のケアに対応するため、SNS相談窓口の相談時間を拡充
・期 間：① R2.4.8～5.31、R2.7.27～8.31 ② R3.1.13～3.5
・拡充時間：①（通常）平日 17:00～21:00 → 平日 12:00～21:00 ② → 平日 15:00～21:00
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第２期①

【主な取組等】
●「学校に持ち込まない、学校内に広げない」を基本に、十分な感染防止対策を実施した上で

教育活動等を行う
●緊急事態措置実施期間、まん延防止等重点措置実施期間においても、活動を制限しながら、教育

活動等を継続
【公立学校】

１ 感染防止対策
○基本的感染対策の徹底（第２～４期共通）

[登校・出勤時]
・同居家族に症状がある場合は登校しないことを徹底

[教育活動時]
・身体的距離の確保、マスク着用、換気
・毎日の検温、手洗い
・教室等の消毒
・食事の際は会話を控える

２ 教育活動
「学校に持ち込まない、学校内に広げない」を基本に、十分な感染防止対策を実施した上で継続

（第２～４期共通）
○県外活動（修学旅行を含む）

・感染防止対策がとられていることを確認の上、実施時期、実施場所、参加人数、移動方法などを
十分に検討の上実施（第２～４期共通）

・まん延防止措等重点措置実施区域など著しく感染が拡大している地域や国が定めるステージ３や４、
都道府県の発表する感染状況など客観的な感染状況を踏まえ、活動地域について慎重に選定
【緊急事態措置期間（R3.4.25～6.20）】

・県外活動（修学旅行を含む）は行わない。ただし、R2年度から延期している修学旅行及び
既に計画済の修学旅行は、旅行先の感染状況を踏まえ各学校で実施の可否を判断

・校外から大人数を呼び込むような校内行事（オープンハイスクール、学校説明会、授業参観等）
は、原則自粛とするが、各学校の実情を踏まえ、実施の可否を判断
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第２期②

２ 教育活動（続き）
○ 入学式・始業式等

参加人数の制限、マスクの着用、消毒、換気など感染症対策を徹底の上、実施

３ 部活動

期間
活動場所 練習試合 合宿等宿泊

備考
校内 県内 県外 県内 県外 県内 県外

R3.4.5～4.14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
※

まん延防止等重点措置期間
（R3.4.5～4.24）
※行動制限区域での合宿×

R3.4.15～4.22 ○ ○ × ○ × × ×

R3.4.23～4.27 ○ ○ × ○ × × × 緊急事態措置期間（R3.4.25～6.20）

R3.4.28～5.11
原則休止

（ただし公式戦に係る活動は３週間前から校内のみ○）
（自校で練習試合できない場合は校外○）

R3.5.12～5.31 平日○ × × × × × × 土日原則休止

R3.6.1～6.20 平日○ × × × × ×
※

×
※

土日原則休止
※公式戦出場に係る宿泊○

R3.6.21～7.20 ○ ○ ×
※

○ ×
※

○ ×
※

まん延防止等重点措置（R3.6.21～7.11）
※全国・近畿大会に向けた県外○

R3.7.21～ 8.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 行動制限区域での活動は×
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第２期③

４ 心のケア
○新型コロナウイルス感染症の影響に関する心のケア調査

精神的に不安定な状況にある児童生徒の状況を把握し、その心の理解とケアへの取組を充実
・実施期間：R3.5月 （R3年度２回実施のうち、１回目）
・調査対象：各市町（神戸市含む） 小学校１校（６年生）、中学校１校（３年生） 各１学級抽出
・調査結果：第１期同様、小・中学校ともにストレス反応を示している児童生徒が一定数存在することを確認

ストレスへの対処法の特別授業等の実施

○ＳＮＳ悩み相談窓口の拡充
不安や恐れなど心理的ストレスを抱えている児童生徒の心のケアに対応するため、SNS相談窓口の相談時間を拡充

・期 間：R3.4.26～5.31、R3.6.1～6.20 ※
・拡充時間：（通常）17:00～21:00 → 平日 16:00～22:00（※は全日拡充）

○ 個別相談等の充実を図る心のケア支援員の配置（～R4.3月）

○経済的困窮に配慮し、女性用品を県立高校に配備（～R4.3月)

【教訓・課題】
①学校における感染及びその拡大のリスクを可能な

限り低減した上で、学校運営を継続することが重要

【有効であった対応】
①基本的な感染対策の徹底

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症に関する正しい知識を基に、学校における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、

教育活動を継続実施【再掲】
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第３期①

【主な取組等】
●「学校に持ち込まない、学校内に広げない」を基本に、十分な感染防止対策を実施した上で

教育活動等を実施
●緊急事態措置実施期間、まん延防止等重点措置実施期間においても、活動を制限しながら、教育

活動等を継続
【公立学校】

１ 感染防止対策
○基本的感染対策の徹底

・不織布マスク着用を奨励（第３～４期共通）

○ワクチン大規模接種会場における県立学校教職員の優先接種の実施（R3.7～8月)

２ 教育活動
○県外活動（修学旅行を含む）

・感染防止対策がとられていることを確認の上、実施時期、実施場所、参加人数、移動方法などを十
分に検討の上、実施

・緊急事態措置実施区域、まん延防止措等重点措置実施区域など著しく感染が拡大している地域など、
受入先の意向、参加人数、移動方法など実施可能であることを十分に確認の上、実施

・修学旅行はキャンセル料を支援。感染状況を踏まえ、実施の時期・場所等を適切に判断

【緊急事態措置期間（R3.8.20～9.30）】
・県外活動（修学旅行を含む）は行わない。ただし、既に計画済の活動（修学旅行を含む）を実施

する際には、旅行先の感染状況を踏まえ各学校で実施の可否を判断
・夏季休業中の補習や校外から大人数を呼び込むような校内行事(オープンハイスクール、学校説明

会等)は、マスク着用、消毒はもとより体調が不調の場合は来校を自粛するなど感染防止対策の徹
底を周知。１回当たりの参加人数の制限や座席の間隔を広く取るなどの対応を行った上で実施
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第３期②

３ 部活動

期 間
活動場所 練習試合 合宿等宿泊

備 考
校内 県内 県外 県内 県外 県内 県外

R3.8.2～ 8.19 ○ ○ ×
※ ○ ×

※ ○ ×
※

まん延防止等重点措置
期間（R3.8.2～8.19）
※計画済の県外活動除く

R3.8.20～9.30 ○ ○ × ○ × × × 緊急事態措置期間
（R3.8.20～9.30）

R3.8.23～8.26 ○ × × × × × ×

R3.8.27～9.30 原則休止、ただし公式戦に係る活動は４週間前から校内のみ○ 練習試合・合宿×

R3.10.1～10.14 ○ ○ × ○ × × ×

R3.10.15～ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第３期③

４ 心のケア
○ 新型コロナウイルス感染症の影響に関する心のケア調査

精神的に不安定な状況にある児童生徒の状況を把握し、その心の理解とケアへの取組を実施
・実施期間：R3.11月 （ R3年度２回実施のうち、２回目）
・調査対象：各市町（神戸市含む）小学校１校（６年生）、中学校１校（３年生）
・調査結果：ストレスを抱える児童生徒の割合については、前回と比較して大きな変化は見られ

ない。リラックス方法（新規調査項目）については、「テレビや動画を観たり、音
楽を聴く」が小・中学校ともに最も多い。

○ＳＮＳ悩み相談窓口の拡充
不安や恐れなど心理的ストレスを抱えている児童生徒の心のケアに対応するため、SNS相談窓口
の相談時間を拡充
・期 間：R3.8.23～9.10、R3.9.13～9.30
・拡充時間：（通常）平日 17:00～21:00 → 平日 16:00～22:00

【教訓・課題】
○学校における感染およびその拡大のリスクを可能な限

り低減した上で、学校運営を継続することが重要
【再掲】

【有効であった対応】
① ワクチン大規模接種会場における県立学校

教職員の優先接種の実施
② 修学旅行キャンセル料への支援による保護

者の負担軽減

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症に関する正しい知識を基に、学校における感染及びその感染のリスクを可能な限り低減しつつ、

教育活動を継続実施【再掲】
・エッセンシャルワーカーと同様に教職員へのワクチンの優先接種を早期実施
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第４期①

【主な取組等】
●「学校に持ち込まない、学校内に広げない」を基本に、十分な感染防止対策を実施した上で

教育活動等を実施
●緊急事態措置実施期間、まん延防止等重点措置実施期間においても、活動を制限しながら、

教育活動等を継続
【公立学校】

１ 感染防止対策
○ワクチン大規模接種会場における県立学校教職員の優先接種の実施（R4.2～3月）

○マスク着用の取扱い

場 面
R4.5月以降 着用が必要ない場面 ① 十分な身体的距離（2m以上）が確保できる

② 熱中症などの健康被害が発生するおそれがある
③ 体育の授業

上記の場面のうち、
着用が必要な場面

① 登下校時に公共交通機関を利用する場合
② 体育の授業で、十分な身体的距離が取れない状況で、十分な呼吸が
できなくなるリスクや熱中症になるリスクがない場合

R4年度卒業式 ・児童生徒及び教職員は式典全体を通じてマスクを外すことを基本
・来賓や保護者等はマスクを着用、座席の距離を確保する

R5.4.1以降 児童生徒・教職員ともに、マスクの着用を求めないことを基本とする
着用が推奨される場面 ① 登下校時（通勤ラッシュ時）に混雑した電車やバスを利用する

② 校外学習等において医療機関や高齢者施設等を訪問する
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第４期②

２ 教育活動
○県外の活動は、実施地域の感染状況等を十分に確認の上、感染防止対策を徹底して実施
○宿泊を伴う活動は、県内外とも、感染症防止対策が確認される宿泊施設に限定
○修学旅行については、行き先の感染状況等を十分に確認し、延期を含む実施の可否を適

切に判断
○季節性インフルエンザとの同時流行を踏まえた対応

・発熱等の体調不良時は、新型コロナウイルスの検査結果が陰性であっても、出勤・登校させない
ことを徹底

○ICTを活用した学習支援のための環境整備（R4年度～）
１人１台端末環境の実現に向けた県立高校におけるBYODの導入

【まん延防止等重点措置期間（R4.1.27～3.21）】
・保護者等を学校内に招く行事は行わず、必要に応じてオンラインで実施
・県外での活動は原則不可
・高校入試については、感染防止対策を徹底の上、実施。検査当日に感染および濃厚接触

者のうち、有症者を対象に、２月入試は特別選抜、３月入試は追検査を実施
・卒業式は、感染拡大防止対策に十分留意の上、開催
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分野別検証２ 学校等（公立学校）
（分野）教育（項目）学校等：第４期③

４ 心のケア
○ 新型コロナウイルス感染症の影響に関する心のケア調査

調査期間：R4.3月
調査対象：各市町 小学校１校（６年生）、中学校１校（３年生）各１学級抽出
調査結果：第５波後に行った第２回調査と比較して、ストレス反応の平均値に大きな変化は見られないもの

の小学校におけるストレス反応の平均値が0.1ポイント（15点法）高くなった

【教訓・課題】
① 学校における感染およびその拡大のリスクを可能な限り

低減した上で、学校運営を継続することが重要
② 感染防止対策における教職員の負担軽減策が必要（人員

確保）

【有効であった対応】
①基本的な感染対策の徹底

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症に関する正しい知識を基に、学校における感染及びその拡大のリスクを可能な限り低減しつつ、

教育活動を継続実施【再掲】
・県立学校業務支援員及びスクール・サポート・スタッフの配置等による教職員の負担軽減

３ 部活動

期間
活動場所 練習試合 合宿等宿泊

備考
校内 県内 県外 県内 県外 県内 県外

R4.1.18～ 1.31 ○ ○ × ×
※ × × × ※公式試合に向けた県内練習試合は○

R3.1.27～ 3.21
○ ○ × ×

※ × × ×
まん延防止等重点措置期間
（R4.1.27～3.21）
※公式試合に向けた県内練習試合は○

R4.3.22～ ○ ○ ○ ○ ○ ○
※

○
※

※宿泊は感染対策が確認できる施設に限定
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分野別検証３ 学校等（大学）
（分野）教育（項目）学校等：第１期

【教訓・課題】
①県対処方針等の円滑な連絡体制の確立(県内・県立)
②対面授業の早期再開(県内・県立)
③授業料減免・給付金業務に関する体制整備(県立)

【有効であった対応】
①休業要請及び遠隔授業等の実施（県内・県立）
②対応方針と行動マニュアルの策定（県立）
③授業料減免制度の拡充等学生への支援（県立）

【今後の感染症に生かすこと】
・行動指針や行動マニュアルを作成し、速やかに危機管理体制を構築
・感染防止対策を徹底した上で対面授業をできるだけ早期に再開

【主な取組等】
●県内大学に対しては、フェーズに応じ、休業要請や感染防止対策を呼びかけ
●県立大学では、対応方針やマニュアルの策定、遠隔授業体制の整備等を実施

【県内大学】
・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、県内大学・短期大学（49校）に対して授業内容を問わず

休業を要請（期間：R2.4.7～5.15）
・県対処方針や知事メッセージ等を随時周知し、感染防止対策を呼びかけ

【県立大学】
・フェーズごとの対応方針と「公立大学法人兵庫県立大学新型コロナウイルス感染症行動マニュアル」を策定
・教室用WEBカメラや貸出・配信用PC、回線・ソフトウェア等、遠隔授業ができる体制を整備し、

R2.5.7よりオンライン授業を実施（対面授業も段階的に実施し、R2.10.1から原則対面授業）
・新型コロナウイルス感染症の影響等により経済的な支援が必要となっている学生に対する授業料減免制度の

拡充などの支援を実施
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分野別検証３ 学校等（大学）
（分野）教育（項目）学校等：第２期

【教訓・課題】
①学生への効果的な感染対策周知方法の確立(県内・

県立)
②対面授業の早期再開(県内・県立)

【有効であった対応】
①入学式等での知事ﾒｯｾｰｼﾞや学生向け動画等の発

信・送付（県内・県立）
②部活・サークル活動の自粛要請（県内・県立）

【今後の感染症に生かすこと】
・迅速かつ効果的なオンライン教育の充実（外国人留学生向けオンライン授業や対面授業との併用など）
・地域や社会に貢献し得る教員のコロナ関連研究の支援

【主な取組等】
県内大学に対しては、フェーズに応じ、部活・サークル活動の自粛要請や感染防止対策を呼びかけ
県立大学・芸術文化観光専門職大学では、独自動画の作成による注意喚起、対面授業の順次再開等を
実施

●

【県内大学】

●

・若い世代の感染が増加している状況を踏まえ、入学式、始業式など年度初めの行事や教育活動の場において、
知事メッセージや学生向け動画等を配信・送付することなどにより、大人数・長時間の飲食の自粛や、講義・
授業や課外活動時における感染防止対策の徹底を学生に呼びかけることを要請

・部活・サークル活動の自粛を要請

【県立大学・ 芸術文化観光専門職大学】
・県立大学においては、入学宣誓式を、午前・午後の２部制で実施
・学長メッセージの発信や独自動画の作成等、学生への注意喚起を実施
・県立大学においては、R3.4.25から県の要請に応じて教育の質保証に留意しながらオンライン授業等を活用し、

R3.6.20（緊急事態宣言の解除）以降は、十分な感染防止対策を施した上で順次対面授業を実施（芸術文化観光
専門職大学は学生数や授業内容等を考慮し原則対面式授業を実施）
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分野別検証３ 学校等（大学）
（分野）教育（項目）学校等：第３期

【今後の感染症に生かすこと】
・大学主体によるワクチン接種の実施（学生・教職員のほか、他機関への接種も実施）
・看護分野における専門人材（教員や大学院生）による行政等への支援

【主な取組等】
● 県内大学に対しては、緊急事態宣言、まん延防止等措置区域を除き、部活・サークル活動を可能と

することや感染防止対策を呼びかけ
●県立大学・芸術文化観光専門職大学では、大学キャンパス内で接種を実施

【県内大学】
・若い世代の感染が増加している状況を踏まえ、教育活動の場において、知事メッセージや学生

向け動画等を配信・送付することなどにより、大人数・長時間の飲食の自粛や、講義・授業や課外
活動時における感染防止対策の徹底を学生に呼びかけることを要請

・緊急事態宣言、まん延防止等措置区域を除き、部活・サークル活動を可能とした

【県立大学・ 芸術文化観光専門職大学】
・学長メッセージや独自動画の発信等、学生への注意喚起を実施
・県立大学、芸術文化観光専門職大学の学生、教職員への新型コロナウイルスのワクチンの接種を促進する

ため、大学キャンパス内で接種を実施（被接種実績：約2,800人／回）

【教訓・課題】
①学生への効果的な感染対策周知方法の確立(県内・

県立)

【有効であった対応】
①教育活動の場での知事ﾒｯｾｰｼﾞや学生向け動画等

の発信・送付（県内・県立）
②県立大学におけるワクチン接種の実施（県立）
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分野別検証３ 学校等（大学）
（分野）教育（項目）学校等：第４期

【教訓・課題】
①学生への効果的な感染対策周知方法の確立(県内・

県立)

【有効であった対応】
①教育活動の場での知事ﾒｯｾｰｼﾞや学生向け動画等

の発信・送付（県内・県立）
②対面授業や部活等の自粛要請の段階的な緩和

（県内・県立）

【今後の感染症に生かすこと】
・飲食や課外活動など、特に対策が必要な場面に対する注意喚起
・学生生活の充実を図るため、社会の状況に応じた段階的な制限の緩和

【主な取組等】
県内大学に対しては、ワクチン接種や感染防止対策を呼びかけ
県立大学・芸術文化観光専門職大学では、学生への注意喚起等を実施

●

【県内大学】

●

・ 若い世代の感染が増加している状況を踏まえ、教育活動の場において、知事メッセージや学生向け動画等を
配信・送付することなどにより、大人数・長時間の飲食の自粛や、講義・授業や課外活動時における感染防
止対策の徹底を学生に呼びかけることを要請

・ 感染対策を強化しつつ、対面での授業や部活・サークル活動の自粛要請を段階的に緩和するなど、教育の質
を確保

・ 新型コロナウイルスワクチン接種の推進の呼びかけ

【県立大学・ 芸術文化観光専門職大学】
・学長メッセージや独自動画の発信等、学生への注意喚起を実施
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分野別検証４ 学校等（私立小学校・中学校・高等学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期

【主な取組等】
私立小学校・中学校・高校に対し、緊急事態宣言発令等に伴う休校を要請
国等の通知・県対処方針を周知し、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策・学校再開に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●
●
●

【教訓・課題】
①休業期間中のオンライン授業等への対応など、学校間で

ICTの活用環境に差があり、学習保障の確保に工夫が必要
②感染者数の把握が教職員の加重負担となった学校もあり、

スマホ等で人数集計できるソフト開発が必要

【有効であった対応】
①感染対策に係る国通知の県による適確な周知
②県に感染者数を報告することで、感染状況が

可視化され、出校停止や休校等の判断に転用

【今後の感染症に生かすこと】
・前例のない感染症対策行う場合、補助対象経費を限定的でなく、学校の実状に即し必要な物品等の入手

が可能となるよう、弾力的な運用とすることが必要

【私立小学校・中学校・高校】
・休業要請（要請期間：R2.3.3～5.31 ※春季休業期間を除く）、児童生徒等の感染者数の把握、国通知等の周知
・感染症対策・学校再開支援 ※①～④：国実施、⑤：県実施［R2年度2月補正］

支援区分 支援内容 実施校数

①マスク等購入支援 保健衛生用品（マスク、消毒液、非接触型体温計等）購入経費 72校/101校

②感染症対策・学習保障等支援 感染症対策・学習保障（家庭学習のための教材の購入等）経費 98校/101校

③家庭学習・遠隔学習環境充実 児童生徒１人１台端末、家庭学習・遠隔学習使用機器整備経費等 23校/101校

④修学旅行キャンセル料等支援 休業要請で中止した修学旅行のキャンセル料等の学校負担経費 ７校/101校

⑤修学旅行キャンセル料等支援 不測の事態により修学旅行のキャンセル料等の学校負担経費 ４校/101校

・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変
した世帯への支援制度を創設［R2年度4月補正］

・奨学給付金事業の給付額を加算（対象:非課税世帯、加算額:１万円）［R2年度6月補正］
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分野別検証４ 学校等（私立小学校・中学校・高等学校）
（分野）教育（項目）学校等：第２期

【教訓・課題】
①感染症流行時は対象機器などが品薄で納期に時間

を要する。補助制度の効果的な活用のため、十分
な申請期間の確保が必要

【有効であった対応】
①国の補助金を活用し、消毒液の購入等の想定外の

支出への対応が実現
②国の補助金に教職員向けの研修等も対象となり、

学校教育活動の継続実施に向けた体制整備に活用

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症流行時は対象機器が入手困難となる可能性があるため、十分な申請期間を確保することが必要

【主な取組等】
私立小学校・中学校・高校に国等の通知・県対処方針を周知し、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策・ICT環境の充実に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●

【私立小学校・中学校・高校】

●

○感染症対策の徹底
・児童生徒、教職員の感染者数の把握
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）

○感染症対策・ICT環境の充実支援 ※ ①、②：国実施
支援区分 支援内容 実施校数

①感染症対策・学習保障等支援
・感染症対策経費（マスク、消毒液）
・学習保障（家庭学習のための教材の購入等）経費
・教職員の資質向上のための研修等経費

75校/100校

②家庭学習・遠隔授業環境充実
・児童生徒１人１台端末(※)、家庭学習・遠隔学習使用機器整備経費等

※従来の義務教育段階（小中学校）に高等学校段階を対象に拡充 22校/100校

○低所得・家計急変世帯支援
・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により家計が

急変した世帯への支援制度を継続［R3年度当初］
・奨学給付金事業の給付額を加算（対象:非課税世帯、加算額:12千円～26.1千円）［R2年度2月補正］
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分野別検証４ 学校等（私立小学校・中学校・高等学校）
（分野）教育（項目）学校等：第３期

【教訓・課題】
①感染症流行時は対象機器などが品薄で納期に時間

を要するため、十分な申請期間の確保が必要【再掲】
②学校内で抗原検査等を実施する場合、事前に保護

者の同意を得る必要があるなど、手続面で課題

【有効であった対応】
①国の補助金を活用し、消毒液の購入等の想定外の

支出への対応が実現【再掲】
②修学旅行キャンセル料の支援制度を継続すること

で、直前でも修学旅行のキャンセルが可能となり、
保護者等の負担軽減や修学旅行の実施時期の見直
しが可能な体制が実現

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症対策に加え、修学旅行等の教育活動が制限される場合の逸失利益に対する補填制度も整備が必要

【主な取組等】
私立小学校・中学校・高校に国等の通知・県対処方針を周知し、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策・ICT環境の充実に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●

【私立小学校・中学校・高校】
●

○感染症対策の徹底
・児童・生徒、教職員の感染者数の把握
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）、国による抗原検査キットの配布

○感染症対策・ICT環境の充実支援 ※ ①、②：国実施、③、④：県実施

※その他、感染予防やワクチン接種に関する理解促進のための説明会等への専門家派遣事業を県事業として予算化（実績なし）

支援区分 支援内容 実施校数

①感染症対策・学習保障等支援 ①感染症対策経費（マスク、消毒液）
②学習保障（家庭学習のための教材の購入等）経費 91校/100校

②遠隔授業等授業環境高度化等
児童生徒１人１台端末、家庭学習・遠隔学習使用機器整備経費等
※遠隔授業等オンライン学習本格化に向けた機器整備等も対象に拡充

8校/100校

③抗原検査等実施支援 抗原検査キット及び抗原検査の実施に必要な物品等の購入経費 5校/100校

④修学旅行キャンセル料等支援 不測の事態により修学旅行のキャンセル料等の学校負担経費 16校/100校
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分野別検証４ 学校等（私立小学校・中学校・高等学校）
（分野）教育（項目）学校等：第４期

【教訓・課題】
①被災時に避難施設となる学校施設をはじめ、トイ

レ等の衛生環境の改善が必要

【有効であった対応】
①抗菌カーテンの導入（衛生状況の改善）
②教室用換気扇の設置による室内換気

【今後の感染症に生かすこと】
・自動照明、自動手洗、自動洗浄など、生徒が手を触れずに使用できるトイレ改修等の環境改善が必要

【主な取組等】
私立小学校・中学校・高校に国等の通知・県対処方針を周知し、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●
●

○低所得・家計急変世帯支援
・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により

家計が急変した世帯への支援制度を継続［R4年度当初］

【私立小学校・中学校・高校】
○感染症対策の徹底

・児童・生徒、教職員の感染者数の把握を終了（～R4.9月）
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）
・感染症対策への支援 ※ 国実施

支援区分 対象経費 実施校数

①学校等の感染症対策等支援 ①感染症対策経費(保健衛生用品の追加的購入経費等）
②学習保障（家庭学習のための教材購入費等） 81校/100校

②感染症流行下における学校教育活動体制整備支援 ①感染症対策経費(保健衛生用品の追加的購入経費等）
②学習保障（家庭学習のための教材購入費等） 38校/100校
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分野別検証５ 学校等（私立幼稚園）
（分野）教育（項目）学校等：第１期

【教訓・課題】
①感染症対策用品の備蓄
②保護者への丁寧な説明の必要性を痛感
③設置者判断とされることが多く困惑

【有効であった対応】
①緊急事態宣言下やクラスター発生に伴う休園
②毎日の検温（体調不良時は登園させない）
③基本的な感染対策の徹底

【今後の感染症に生かすこと】
・必要な感染対策用品の備蓄
・幼稚園としての判断基準を早期に決め、丁寧な保護者説明に努める

【主な取組等】
小学校等への休業要請等を踏まえ、開園を自粛する私立幼稚園に対して補助事業の要件を緩和
私立幼稚園における感染防止対策を支援するため、保健衛生用品の購入費用等を支援

●

【私立幼稚園】

●

○休校要請・感染症対策の徹底
・緊急事態宣言に伴う休園要請の実施（要請期間：R2.4.9～5.31（預かり保育に限り実施可））
※その他、臨時休業要請期間（R2.3.3～3.23）は預かり保育があるため休業要請せず
・感染症対策に係る国通知(教職員用マスク配布等）や県対処方針の周知、教職員等の感染者数の把握

○円滑な事業実施・感染防止対策支援
・補助事業の要件緩和（R2.3）

緊急事態宣言等の影響で、従来の補助要件（基準回数（日数））を満たさない場合でも実施回数（日数）に応じて
補助が実施できるよう、要件緩和を実施（親子学級開設費補助ほか３事業）

・感染拡大防止対策事業の実施
新型コロナウイルス感染症対策を実施するために必要となる保健衛生用品（マスク、消毒液、空気清浄器等）の購
入に対する補助を実施

予算措置 予算額（対象園数） 補助額（実施園数）

R２年度４月補正 95,000千円（190園） 74,394千円（162園）

R２年度６月補正 95,000千円（190園） 79,147千円（162園）

Hyogo Prefecture

202Chapter 03

分野別検証５ 学校等（私立幼稚園）
（分野）教育（項目）学校等：第２期

【教訓・課題】
①マスク着用と熱中症対策のバランス
②保護者への丁寧な説明の必要性を痛感【再掲】
③正しい知識の情報収集

【有効であった対応】
①分散登園・分散保育、行事の分散開催
②毎日の検温（体調不良時は登園させない）【再掲】
③基本的な感染対策の徹底【再掲】

【今後の感染症に生かすこと】
・熱中症対策を優先したマスクの脱着など園児の安全を踏まえた正しい知識を得る

【主な取組等】
まん延防止等重点措置(R3.4.5～)の施行等を踏まえた私立幼稚園への対応として補助事業の要件を緩和
私立の幼稚園における感染防止対策を支援するため、保健衛生用品の購入費用等の支援を継続

●

【私立幼稚園】

●

○感染症対策の徹底
・児童・教職員の感染者数の把握
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）
○円滑な事業実施・感染防止対策支援

・補助事業の要件緩和
親子学級開設費補助事業について、まん延防止等重点措置(R3.4.5～)等の影響で、従来の補助要件（基準回数を
満たさない場合でも、実施回数に応じて補助が実施できるよう、要件緩和を実施（年間14回以上→年間７回以上）

・感染拡大防止対策事業の実施
新型コロナウイルス感染症対策を実施するために必要となる保健衛生用品（マスク、消毒液、空気清浄器等）の
購入に対する補助を実施

予算措置 予算額（対象園数） 補助額（実施園数）

R３年度当初 ８８，６６９千円（182園） ６４，１６８千円（149園）



Hyogo Prefecture

203Chapter 03

分野別検証５ 学校等（私立幼稚園）
（分野）教育（項目）学校等：第３期

【教訓・課題】
①マスク着用による意思疎通の問題
②行事や保育環境などを見直す機会となった
③正しい知識の園内共有

【有効であった対応】
①ZOOM等による保育参観や懇談の実施
②毎日の検温（体調不良時は登園させない）【再掲】
③基本的な感染対策の徹底【再掲】

【今後の感染症に生かすこと】
・正しい感染対策の知識について、職員間での情報共有の徹底

【主な取組等】
緊急事態宣言措置(R3.8.20～)等を踏まえた幼稚園への対応として補助事業の要件を緩和
私立の幼稚園における感染防止対策を支援するため、保健衛生用品の購入費用等の支援を継続

●

【私立幼稚園】

●

○感染症対策の徹底
・児童・教職員の感染者数の把握
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）

○円滑な事業実施・感染防止対策支援
・補助事業の要件緩和

親子学級開設費補助事業について、まん延防止等重点措置(R3.4.5～)等の影響で、従来の補助要件（基準回数を
満たさない場合でも実施回数に応じて補助が実施できるよう、要件緩和を実施（年間14回以上→年間７回以上）

・感染拡大防止対策事業の実施
新型コロナウイルス感染症対策を実施するために必要となる保健衛生用品（マスク、消毒液、空気清浄器等）の
購入に対する補助を実施

予算措置 予算額（対象園数） 補助額（実施園数）

R３年度当初 ８８，６６９千円（182園） ６４，１６８千円（149園）

Hyogo Prefecture

204Chapter 03

分野別検証５ 学校等（私立幼稚園）
（分野）教育（項目）学校等：第４期

【教訓・課題】
①マスクの自由着用に伴う保護者対応
②爆発的な感染下における人員体制
③マスクの長期着用や黙食による発達への影響

【有効であった対応】
①マスクの自由着用
②毎日の検温（体調不良時は登園させない）【再掲】
③感染対策を行った上での各種行事の再開

【今後の感染症に生かすこと】
・保護者への適宜、適切かつ丁寧な情報提供

【主な取組等】
まん延防止等重点措置(R4.1.27～)の施行を踏まえた幼稚園への対応として補助事業の要件を緩和
私立の幼稚園における感染防止対策を支援するため、保健衛生用品の購入費用等の支援を継続

●

【私立幼稚園】

●

○感染症対策の徹底
・児童、教職員の感染者数の把握を終了（～R4.9月）
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）

○円滑な事業実施・感染防止対策支援
・補助事業の要件緩和

親子学級開設費補助事業について、まん延防止等重点措置(R3.4.5～)等の影響で、従来の補助要件（基準回数）を
満たさない場合でも、実施回数に応じて補助が実施できるよう、要件緩和を実施（年間14回以上→年間７回以上）

・感染拡大防止対策事業の実施
新型コロナウイルス感染症対策を実施するために必要となる保健衛生用品（マスク、消毒液、空気清浄器等）の
購入に対する補助を実施

予算措置 予算額（対象園数） 補助額（実施園数）

R3年度2月補正 ９１，０００千円（182園） ７１，４９１千円（154園）

R4年度2月補正 ９０，５００千円（181園） 実施中



Hyogo Prefecture

205Chapter 03

分野別検証６ 学校等（私立専修学校・各種学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期

【教訓・課題】
①感染症流行時は対象機器などが品薄で納期に時間を要

することから、十分な申請期間の確保が必要
②感染症流行期に備え、保健衛生用品等の備蓄が必要

【有効であった対応】
①国制度の対象外となる学校種（専修学校(専門課程)・

各種学校）に対する県独自制度の創設
（空気清浄機等の高価な物品購入を実現）

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症流行時は保健衛生用品等が入手困難となる可能性があるため、備蓄が必要

【主な取組等】
●

【私立専修学校・各種学校】

●
●

○休校要請・感染症対策の徹底
・休業要請（期間：R2.3.3～5.15 ※春季休業期間を除く）、学生等の感染数の把握、国通知(教職員用マスク配布等)等の周知

○感染症対策・学校再開支援 ※専修学校(高等課程)は国実施、専修学校(専門課程)・各種学校は県実施

支援区分 対象校種 支援内容 実施校数

①学校再開に伴う感染症対策等
の支援

専修学校（高等課程） 保健衛生用品（マスク、消毒液、非接触型体温計
等）購入経費

11校

専修学校（専門課程）、各種学校 74校

②遠隔授業環境の整備支援
専修学校※事業費200万円以上

家庭学習・遠隔学習使用機器整備経費
11校

専修学校（専門課程）、各種学校 11校

③学校教育活動継続支援
専修学校（高等課程）

感染症対策・教職員研修経費
12校

11校専修学校（専門課程）、各種学校
○低所得・家計急変世帯支援
・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した世帯への

支援制度を創設［R2年度4月補正］
・奨学給付金事業の給付額を加算（対象:非課税世帯、加算額:１万円）［ R2年度6月補正］

私立専修学校・各種学校に対し、緊急事態宣言発令等に伴う休校を要請
国等の通知・県対処方針を周知し、県内大学、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策・学校再開に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

Hyogo Prefecture

206Chapter 03

分野別検証６ 学校等（私立専修学校・各種学校）
（分野）教育（項目）学校等：第２期

【教訓・課題】
①感染症流行時は対象機器などが品薄で納期に時間を

要する。補助制度の効果的な活用のため、十分な申
請期間の確保が必要【再掲】

【有効であった対応】
①国制度の対象外となる学校種（専修学校(専門

課程)・各種学校）に対する県独自制度の創設
（空気清浄機等高価な物品購入を実現）

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症流行時は対象機器が入手困難となる可能性があるため、十分な申請期間を確保することが必要

【主な取組等】
私立専修学校・各種学校に国等の通知・県対処方針を周知し、県内大学、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策・ICT環境の充実に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●

【私立専修学校・各種学校】

●

○感染症対策の徹底
・生徒・学生、教職員の感染者数の把握
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）

○感染症対策・ICT環境の充実支援 ※①、③：国実施、②：県実施
支援区分 対象校種 支援内容 実施校数

①安全安心な学習環境確保及び
学校教育活動継続支援

専修学校(高等課程)
外国人学校

保健衛生用品・換気設備・保健室等の衛生環境の向上に必要
な備品の購入等経費、家庭学習使用機器整備等経費 16校

②安全安心な学習環境確保及び
学校教育活動継続支援

専修学校(専門課程)
各種学校 保健衛生用品の購入・遠隔授業の設備整備・教職員研修経費 73校

③遠隔授業環境の整備支援
専修学校
(高等課程・専門課程)

家庭学習・遠隔学習使用機器整備経費 6校

○低所得・家計急変世帯支援
・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により家計

が急変した世帯への支援制度を継続［R3年度当初］
・奨学給付金事業の給付額を加算（対象:非課税世帯、加算額:12千円～26.1千円）［R2年度2月補正］



Hyogo Prefecture

207Chapter 03

分野別検証６ 学校等（私立専修学校・各種学校）
（分野）教育（項目）学校等：第３期

【教訓・課題】
①感染症流行時は対象機器等が品薄で納期に時間を要する

ため、十分な申請期間の確保が必要【再掲】
②外国人留学生も多く、中には「手を洗う」などの日本の

衛生観念の理解に苦労する学生もいた

【有効であった対応】
①特に寮を備える学校において、アルコール消毒

液などの消耗品が寮内での感染症対策に貢献
②抗原検査等実施支援により、実習参加の条件と

なる陰性証明の取得が促進され、生徒・学生の
学習機会確保に貢献

【今後の感染症に生かすこと】
・文化や生活習慣等の違いから日本と衛生観念の異なる外国人留学生への効果的な指導・注意喚起のための手法

の検討が必要

【主な取組等】
私立専修学校・各種学校に国等の通知・県対処方針を周知し、県内大学、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●

【私立専修学校・各種学校】

●

○感染症対策の徹底
・生徒・学生、教職員の感染者数の把握
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施） 、国による抗原検査キットの配布

○感染症対策への支援 ※県実施

○低所得・家計急変世帯支援
・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業において、新型コロナウイルス感染症の影響により家計

が急変した世帯への支援制度を継続［R3年度当初］
・奨学給付金事業の給付額を加算（対象:非課税世帯、加算額:12千円～26.1千円）［R2年度2月補正］

支援区分 支援内容 実施校数

抗原検査等実施支援 抗原検査キット及び抗原検査の実施に必要な物品等の購入経費 14校

※ その他、修学旅行キャンセル料補助、感染予防やワクチン接種に関する理解促進のための説明会等への専門家派遣事業を県事業として
予算化（実績なし）

Hyogo Prefecture

208Chapter 03

分野別検証６ 学校等（私立専修学校・各種学校）
（分野）教育（項目）学校等：第４期

【有効であった対応】
①特に寮を備える学校において、アルコール消毒

液などの消耗品が寮内での感染症対策に貢献
②抗原検査等実施支援により、実習参加の条件と

なる陰性証明の取得が促進され、生徒・学生の
学習機会確保に貢献【①と②いずれも再掲】

【今後の感染症に生かすこと】
・文化や生活習慣等の違いから日本と衛生観念の異なる外国人留学生への効果的な指導・注意喚起のための手法

の検討が必要【再掲】

【主な取組等】
私立専修学校・各種学校に国等の通知・県対処方針を周知し、県内大学、県立学校と同様の対応を要請
感染症対策に向けた支援、家計急変世帯等への修学支援を実施

●

【私立専修学校・各種学校】
●

○感染症対策の徹底
・生徒・学生、教職員の感染者数の把握（～R4.9月）
・感染症対策に係る国通知・県の対処方針の周知（随時実施）

○感染症対策への支援 ※①、②：国実施、③、④：県実施

○低所得・家計急変世帯支援
・授業料軽減臨時特別補助事業・奨学給付金事業に加え、高等教育無償化授業料・入学金減免事業においても、

新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した世帯への支援制度を創設［R4年度当初］

支援区分 支援内容 実施校数

①学校等の感染症対策等支援 保健衛生用品（マスク、消毒液等）の追加購入経費等 17校

②感染症流行下における学校教育活動体制整備支援 保健衛生用品（マスク、消毒液等）の追加購入経費等 3校

③感染症対策への支援 保健衛生用品（マスク、消毒液等）の購入経費 51校

④抗原検査等実施支援 抗原検査キット、抗原検査実施に必要な物品等購入経費 17校

【教訓・課題】
①外国人留学生も多く、中には「手を洗う」などの日本の

衛生観念の理解に苦労する学生もいた【再掲】
②学校現場からは、従事者確保の観点から、寮でクラス

ターが発生した際、医療従事者に限らず、消毒作業等
に従事していた教職員に対する諸手当が望まれた



Hyogo Prefecture

209Chapter 03

分野別検証７ 学校等（農業大学校・森林大学校）
（分野）教育（項目）学校等：第１期

【教訓・課題】
①職員等に感染者が出た場合に管理の人員が確保できな

いため、感染症防止対策の徹底に加え、人員体制整備
が必要

②休校期間中しか経験できない作物等の生育に合わせた
管理実習は、YouTube等の自宅で学習可能な内容への
切替が必要

③資格取得に直結する実習の回数が減り、資格取得へ影
響がでるため、代替カリキュラムの検討が必要

④感染防止対策資材の確保

【有効であった対応】
①教員等の当番制により栽培管理や家畜の飼養管

理を実施
②夏期等の長期休暇を削減し、年間の実習時間を

確保
③テキストによる学習など、実習に代わる自宅で

取り組み可能な課題を設定するとともに、学生
からの質疑にはメール等で対応することで必要
な学習を確保

④座学は対人距離を確保（１ｍ以上、アクリル板
設置）

⑤実習は小グループに分けて分散実施

【今後の感染症に生かすこと】
・対面授業や実習ができない場合に備えたオンライン教育の充実
・感染防止対策を徹底した上で、できるだけ早期の対面授業再開

【主な取組等】
●

【農業大学校・森林大学校】

●

・ 農業大学校は、R2.3.2～5.31、森林大学校は、R2.3.3～5.31の間休校
・ 登校・出勤人数を絞る必要が生じたため、感染防止対策を行いながら、学生を含めた当番等の限られた人数で

家畜の飼養管理をしていたが、学生への感染防止を優先し、職員のみでシフトを組んで対応（R2.5.7～5.31）
・ 海外への渡航制限や県をまたぐ移動の自粛制限を受け、授業内容を変更
・ 学生の受講時間を確保するため、WEB 会議アプリ等を通じた遠隔授業が実施できる体制を整備
・ マスク着用、手洗い励行及び共用スペースの定期的な消毒を徹底

フェーズに応じ感染防止対策を呼びかけ
対応方針やマニュアルの策定、遠隔授業体制の整備等を行った
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分野別検証７ 学校等（農業大学校・森林大学校）
（分野）教育（項目）学校等：第２期

【教訓・課題】
①職員等に感染者が出た場合に管理の人員が確保できな

いため、感染症防止対策の徹底に加え、人員体制整備
が必要

②隔離･自宅待機期間中しか経験できない作物等の生育に
合わせた管理実習は、YouTube等による学習への切替
が必要

③資格取得に直結する実習の回数が減り、資格取得へ影
響がでるため、代替カリキュラムの検討が必要

④学生への効果的な感染対策周知方法の確立
⑤学外就業体験、校外学習、インターンシップ受入先の

確保

【有効であった対応】
①テキストによる学習など、実習に代わる自宅で

取り組み可能な課題を設定するとともに、学生
からの質疑にはメール等で対応することで必要
な学習を確保

②濃厚接触者となった場合の帰寮マニュアル等の
策定

③自治会（学生）による感染対策ルールの策定
④座学は対人距離を確保（１ｍ以上、アクリル板

設置）
⑤実習は小グループに分けて分散実施

【今後の感染症に生かすこと】
・対面授業や実習ができない場合に備えたオンライン教育の充実【再掲】
・感染防止対策を徹底した上で、できるだけ早期の対面授業再開【再掲】

【主な取組等】
フェーズに応じ感染防止対策を呼びかけ
対応方針やマニュアルの策定、遠隔授業体制の整備等を行った

●

【農業大学校・森林大学校】
●

・ 校舎、体育館等の換気設備の整備
・ 入学式は人数、規模を縮小して実施
・ 特定の季節しかできない実習について、季節を問わない内容に振替
・ 海外への渡航制限等を受け、授業内容を振替
・ 一部の講義をオンラインで実施
・ 空き教室を活用した分散型の同時双方向遠隔授業の実施体制を整備
・ 人数制限（時間差体制）による昼食等の実施
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分野別検証７ 学校等（農業大学校・森林大学校）
（分野）教育（項目）学校等：第３期

【教訓・課題】
①職員等に感染者が出た場合に管理の人員が確保できな

いため、感染症防止対策の徹底に加え、人員体制整備
が必要

②隔離･自宅待機期間中しか経験できない作物等の生育に
合わせた管理実習は、YouTube等による学習への切替
が必要

③学外就業体験、校外学習、インターンシップ受入先の
確保

④信頼性の高い感染検査キットの確保

【有効であった対応】
①テキストによる学習など、実習に代わる自宅で

取り組み可能な課題を設定するとともに、学生
からの質疑にはメール等で対応することで必要
な学習を確保

②夏休みなどの長期休暇期間における帰寮前の行
動・健康管理チェック

③濃厚接触者となった場合の帰寮マニュアル等の
策定

④自治会（学生）による感染対策ルールの策定
⑤学生の家族等に対する感染状況、対応等の情報

提供

【今後の感染症に生かすこと】
・対面授業や実習ができない場合に備えたオンライン教育の充実【再掲】
・行動指針や行動マニュアルを作成し、速やかに危機管理体制を構築

【主な取組等】
フェーズに応じ感染防止対策を呼びかけ
対応方針やマニュアルの策定、遠隔授業体制の整備等

●

【農業大学校・森林大学校】
●

・ 特定の季節しかできない実習について、季節を問わない内容に振替
・ 海外への渡航制限等を受け授業内容を振替
・ 濃厚接触者及び独自基準に基づく体調不良者等の隔離、自宅待機
・ 隔離、自宅待機の学生に対するリモート授業の実施
・ 人数制限（時間差体制）による昼食等の実施
・ 体温、体調のチェック、マスク着用、手指のアルコール消毒、黙食など、感染防止対策の徹底
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分野別検証７ 学校等（農業大学校・森林大学校）
（分野）教育（項目）学校等：第４期

【教訓・課題】
①職員等に感染者が出た場合に管理の人員が確保できな

いため、感染症防止対策の徹底に加え、人員体制整備
が必要

②隔離･自宅待機期間中しか経験できない作物等の生育に
合わせた管理実習は、YouTube等による学習への切替
が必要

③学外就業体験、校外学習、インターンシップ受入先の
確保

④信頼性の高い感染検査キットの確保

【有効であった対応】
①テキストによる学習など、実習に代わる自宅で

取り組み可能な課題を設定するとともに、学生
からの質疑にはメール等で対応することで必要
な学習を確保

②夏休みなどの長期休暇期間における帰寮前の行
動・健康管理チェック

③濃厚接触者となった場合の帰寮マニュアル等の
策定

④自治会（学生）による感染対策ルールの策定
⑤学生の家族等に対する感染状況、対応等の情報

提供

【今後の感染症に生かすこと】
・対面授業や実習ができない場合に備えたオンライン教育の充実【再掲】
・行動指針や行動マニュアルを作成し、速やかに危機管理体制を構築【再掲】

【主な取組等】
フェーズに応じ感染防止対策を呼びかけ
対応方針やマニュアルの策定、遠隔授業体制の整備等を行った

●

【農業大学校・森林大学校】
●

・海外への渡航制限等を受け授業内容を振替
・濃厚接触者及び独自基準に基づく体調不良者等の隔離、自宅待機
・隔離、自宅待機の学生に対するリモート授業の実施
・体温、体調のチェック、マスク着用、手指のアルコール消毒、黙食など、感染防止対策の徹底
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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期

国
等
の
動
向

・特措法の改正(新型ｺﾛﾅに同法
の規定を適用)

・特措法に基づく政府対策本部
設置

・軽症者等自宅療養及び宿泊療
養の対象者の明確化

・地方創生臨時交付金を活用し
た「協力要請推進枠」の創設

・R2年度1～3次補正予算、R3年
度当初予算、予備費使用（国
内感染対策の強化等）

・VRS（ﾜｸﾁﾝ接種記録ｼｽﾃﾑ）運
用開始

・１日100万回の接種回数の目
標を表明

・企業や大学等における職域接
種開始

・自衛隊大規模接種会場の設置
・予備費使用（地方創生臨時交

付金、ワクチン確保等）

・抗原定性検査ｷｯﾄの薬局での一
般販売開始

・感染防止計画策定やﾜｸﾁﾝ・検
査ﾊﾟｯｹｰｼﾞによる行動制限緩和

・予備費使用（子育て世帯に対
する給付、ワクチン接種の促
進、緊急雇用安定助成金等）

・療養期間の見直し
（1/5～：有症状:10日かつ症
状軽快後 72 時間経過､無症状:
７日）
（9/7～：有症状:７日かつ症
状軽快後24時間経過､無症状:
７日）

・R3年度補正予算、R4年度当初
予算、R4年度1,2次補正予算、
R5年度当初予算、予備費使用
(ワクチン・治療薬の確保等)

・R5.5.8から、５類感染症とす
る方針決定

本
部
運
営

・連絡会議（１回）→ 警戒本部（５回、R2.1.28～R2.2.29）→ 対策本部（81回、R2.3.1～R5.5.7）
・体制の強化を随時実施（入院コーディネートセンター設置(CCC-hyogo)、宿泊療養対策窓口設置、保健所業務支援室設置、兵庫県感染

症対策アドバイザー設置(３名)）
・県独自に「兵庫県対処方針」をとりまとめることで、対策全般を網羅的に把握することが可能に。

関
西
広
域
連
合

・関西広域連合のスキームを活用し､適宜課題の共有や共通メッセージの発信などを実施
・３府県(京都・大阪・兵庫)は､経済や人流の交流圏として特に一体であることから連携し､国に対し緊急事態宣言の発出・延長・解除等の

要請や､まん延防止等重点措置の要請等の協議を実施
・緊急事態宣言対象地域である４府県(滋賀・京都・大阪・兵庫) で、府県域を超える移動の自粛を呼びかける知事メッセージ動画を発信
・対策本部会議を開催し、関西圏域の感染状況や各構成団体の対策等にかかる情報共有・意見交換を実施するとともに、府県市民向け統

一メッセージを発出
・全国知事会等と連携し、国への要望・提案を実施
・広域での医療人材や医療物資の融通等、連携・応援の実施
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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期

市
町
連
携

・県対策本部会議で決定した対処方針等の資料について、迅速に県内市町の保健担当部局だけでなく、防災担当部局へ共有を実施
・県内市町におけるコロナ対策に十分留意した避難所運営を支援するため、R2.6６に避難所運営ガイドラインを策定するとともに、

市町職員を対象とした研修会を開催
・感染が急拡大する中、軽症者の自主療養を促進し、外来医療のひっ迫に対応するため、検査キットを市町に配分し、市町から住民へ配

布できるよう住民へのきめ細やかな対応を実施

行
政
機
能
維
持

・柔軟な働き方の推進（①在宅勤務の推進、②時差出勤の拡充、③フレックスタイム制の拡充、④サテライトオフィスの増設）
・コロナ蔓延に伴い、感染症予防のための執務環境整備を実施（来庁者に対する感染症対策、本庁舎清掃箇所の追加、冷・暖房運転換気

対策、県民テレワークルームの開設等）
・河川管理施設・水防本部の体制維持

・ハンディ型サーモグラフィー、非接触型温度計、
体表面温度計測機能付き顔認証リーダー等の機
器購入

・感染拡大防止の取組に関する所属・職員向け通
知の発出等

・県の対処方針を踏まえた所属・職員向け通知の
更新

・職員が新型コロナワクチンを接種しやすいよう
服務の整理

・希望する職員に対する新型コロナワクチンの職
域接種の実施

・５類感染症へ変更後の感染拡
大対策へ移行（マスク着用の
原則個人判断等）

予
算
措
置

・R2.2補正、R2.3補正、R2.4補
正、R2.6補正、 R2.7補正、
R2.9補正、R2.10補正、R2.12
補正、R3.2補正、R3当初、
R3.3補正

・R3.6補正 ・R3.9補正、R3.10補正 ・R3.12補正、R4.2補正、R4.3
補正、R4当初、R4.6補正、
R4.9補正、R4.12補正、R5当
初、R5.6補正

Hyogo Prefecture

【主な取組等】
●知事を本部長とする対策本部を設置し、多様な課題に対して、全庁体制により対応

●対策本部会議に保健・医療関係者が参与やｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして参画することで、現場意見を県施策に反映

●県独自に「兵庫県対処方針」として、対策全般を網羅的に取りまとめ、把握するとともに、これに基
づき情報を発信
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分野別検証１ 本部体制
（分野）体制（項目）本部体制：第１期～第４期①

１ 本部運営体制等
区 分 設置者 設置日 設置根拠 会議開催 設置理由

連絡会議 防災監 R2.1.27 県危機管理基本指針 計１回
国が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症を指定感
染症に指定する方針を示したこと
を受けて設置

警戒本部 防災監 R2.1.28
～R2.2.29 県危機管理基本指針 計５回 近畿で初めてとなる感染者が確認

されたことを受けて設置

対策本部 知 事 R2.3.1
～R5.5.７

R2.3.1～ 県危機管理基本指針
R2.3.26～ 新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等対策

特別措置法
計81回 本県で初めてとなる感染者が確認

されたことを受けて設置

体制の強化を随時実施

・R2.3～ 入院コーディネートセンター設置（CCC-hyogo）

・R2.4～ 宿泊療養対策窓口設置

・R4.1～ 保健所業務支援室設置

・R4.4～ 兵庫県感染症対策アドバイザー設置

●
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分野別検証１ 本部体制
（分野）体制（項目）本部体制：第１期～第４期②

２ ５類移行後の本部運営体制等
体制・会議 設置者 設置基準等

連絡会議(県危機管理指針に基づく) 防災監 当面の間は、関係者間の情報共有等を図るため、連絡体制を継続

警戒本部設置・会議（同上） 防災監 急速な感染拡大や変異株の発生等により、医療提供体制の逼迫の
おそれがある場合等

対策本部設置・会議（同上） 知事 急速な感染拡大や変異株の発生等により、医療提供体制の逼迫が
生じている場合等

【教訓・課題】
① 感染症対策や社会活動制限に対する専門家の助言を得

られる体制の確立
② 全庁横断的な体制の構築
③ 緊急事態宣言及び解除等は国が判断すべき事項

【有効であった対応】
① 対策本部への医療関係者の参画
② 網羅的な県独自の対処方針の策定・更新
③ 体制強化を適切に実施
④ 対策本部を非公開で実施することで忌憚のない

医療現場の意見を踏まえて議論（会議後、知事
会見を実施し、今後の方針等を公表）

⑤ 専門家会議や各分野別のアドバイザー設置による
段階毎の医療提供体制の専門的見地からの検討

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症対策や社会活動制限等について、今後の対策を検討するにあたり、全庁横断的かつ専門的な見地から

助言を得られるような体制を早期に構築
・緊急事態宣言の発令や各種要請の内容については、エビデンスに基づいて全国一律で示すよう、国に要望

【再掲】

Hyogo Prefecture

217Chapter 03

分野別検証２ 県内市町との連携
（分野）体制（項目）県内市町との連携：第１期～第４期①

１ 対処方針等の共有

２ 避難所運営支援

県対策本部会議で決定した対処方針等の資料について、迅速に県内市町の保健担当部局だけでなく、
防災担当部局へ共有を実施

県内市町におけるコロナ対策に十分留意した避難所運営を支援するため、R２.６に避難所運営ガイド
ラインを策定するとともに、市町職員を対象とした研修会を開催

[対策の目標]
①避難所で集団感染(クラスター)を発生させない
②避難所での感染を恐れて避難行動・安全確保行動をとらず、犠牲になることを防ぐ

【主な取組等】
●県の対処方針等について、迅速に県内市町へ共有を実施
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分野別検証２ 県内市町との連携
（分野）体制（項目）県内市町との連携：第１期～第４期②

【感染症対策課における政令・中核市との連携実績】
開催日 内容 方法

R4.4～5 神戸市・姫路市・西宮市・尼崎市・明石市へのヒアリング 保健所訪問
1 R4.8.26 発生届の限定化について WEB会議
2 R4.9.15 フォローアップ体制整備について WEB会議
3 R4.10.11 新体制の共有と今後の対策について WEB会議
4 R4.10.21 外来医療体制等の整備、陽性者登録センターの統合について WEB会議
5 R4.11.10 インフル同時流行対策について WEB会議
6 R4.12.22 年末年始に向けての医療提供体制について WEB会議
7 R5.2.8 感染症法の位置づけ変更等に関する説明会 WEB会議
8 R5.3.15 5類移行に伴う医療提供体制について WEB会議
9 R5.9.8 10月以降に医療提供体制について WEB会議

実施回数

【教訓・課題】
① 平時からの県内市町との情報提供体制の構築

【有効であった対応】
① 県内市町との情報提供体制の構築
② コロナ対策に留意した避難所運営支援

【今後の感染症に生かすこと】
・国施策の情報等について、県内市町との迅速な情報共有を図るとともに、市町に影響のある県施策の方針

決定等に際しては、可能な限り市町と事前に協議
・市町、特に政令・中核市との連絡会の開催等、平時から情報提供体制を構築
・個人情報の取扱いについては、Ｒ4.12改正感染症法（第 16 条第２項から第４項まで）において、感染状

況等に係る都道府県と市町村の間の情報共有に係る規定が施行（法第 44 条の３第６項及び第７項並びに
第 50 条の２第４項）された。（参考：R5.6.19厚労省健康局結核感染症課通知）
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分野別検証３ 市町と連携した抗原検査キットの配布
（分野）体制（項目）県内市町との連携：第４期

【教訓・課題】
① 検査器具がバラバラの納入で別途袋詰め作業が必要
② 各市町の実情に応じた柔軟な対応

【有効であった対応】
① 市町の配付協力を得たことにより、住民への即

日配付が可能な体制を構築

【今後の感染症に生かすこと】
・検査キットを必要とする多くの住民にいきわたるよう、各市町の実情に応じた柔軟な対応と、

他部局とも連携した体制構築や効果的な広報の実施等が必要

配分・配付状況

配付期間：R4.8.8(月)※２～9.30(金)
配付方法：ドライブスルーや庁舎玄関での受け渡し、配送・郵送、職員訪問、予約来庁等
配付実績：

【主な取組等】
●感染が急拡大する中、軽症者の自主療養を促進し、外来医療のひっ迫に対応するため、検査キット

を市町に配分し、市町から住民へ配布できるよう住民へのきめ細やかな対応を実施
●市町からも検査キットを入手できるようにすることで、検査キットの早期入手を希望する方に、可

能な限り即日配付できる体制を構築

8/15時点 8/22時点 8/29時点 9/5時点 9/12時点 9/16時点
市町への配分数 161,500 161,500 168,150 169,600 169,600 169,600
住民への配付数 24,914 48,992 66,297 82,491 88,207 90,173

配 付 率 15 30 39 49 52 53
使用不可・滅失等 57 85 129 158 166 228
残キット数 ※３ 136,529 112,423 101,724 86,951 81,227 79,199

住民への
配付状況

市町への
配分状況

配分市町：県内全市町（神戸市除く※１）
配 分 数：169,600キット 配分開始：R4.8.5(金)から

※３ 残キットは、市町で活用するものを除いて県が回収

※１ 神戸市は国から直接配分
※２ 提供体制が整った市町から順次開始
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【主な取組等】
関西広域連合のスキームを活用し､適宜課題の共有や共通メッセージの発信などを実施（全期）
３府県(京都府・大阪府・兵庫県)は､経済や人流の交流圏として特に一体であることから連携し､国
に対し緊急事態宣言の発出・延長・解除等の要請や､まん延防止等重点措置の要請等の協議を実施
緊急事態宣言対象地域である４府県(滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県) で、府県域を超える移動の
自粛を呼びかける知事メッセージ動画を発信
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分野別検証４ 他府県との調整
（分野）体制（項目）関西広域連合及び他府県との調整：第１期～第４期

●
●

●

３府県知事による協議

【教訓・課題】
①平時からの情報共有など連携体制の構築
②緊急事態宣言及び解除等は国が判断すべき事項

【有効であった対応】
①３府県が密に連携した国への要請
②感染状況や医療提供体制等の情報共有

【今後の感染症に生かすこと】
・関西広域連合のスキームを活用した共通メッセージの発信
・３府県（京都府・大阪府・兵庫県）は、経済や人流の交流圏として特に一体であるため、平時から連携

体制の構築が必要

開催日 概要

R3.1.9 感染急拡大、医療提供体制のひっ迫の状況を踏まえ、国へ緊急事態宣言の発出を要請す
ることを協議し、３府県で要請

R3.2.1 緊急事態宣言の延長が決定される見通しを受けて、国への要請（期間内の解除、協力金
の財政措置）について協議し、大阪府が代表して要請

R3.2.23 新規感染者の減少、病床使用率低減の傾向を踏まえ、国へ緊急事態宣言の解除を要請す
ることを協議し、３府県で要請

R3.5.26 新規感染者は減少傾向にあるが、第３波の緊急事態宣言解除時と比較すると感染状況は
感染状況は芳しくないため、国へ緊急事態宣言の延長を要請することを協議・決定

R3.6.16 人流を抑える観点から、それぞれの府県の措置内容等をすりあわせ

R4.1.19 今後の感染状況を踏まえたまん延防止等重点措置の要請等をすりあわせ

４府県知事による
メッセージ動画協議
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【主な取組等】
●対策本部会議を開催し、関西圏域の感染状況や各構成団体の対策等に係る情報共有・意見交換を

実施するとともに、府県市民向け統一メッセージを発出
●全国知事会等と連携し、国への要望・提案を実施
●広域での医療人材や医療物資の融通等、連携・応援の実施
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分野別検証５ 関西広域連合及び他府県との調整
（分野）体制（項目）関西広域連合及び他府県との調整：第１期～第４期

１ 対策本部会議等の開催

【教訓・課題】
①対策本部の設置時期
②構成府県市が発出するメッセージとの内容の重複
③各構成団体の保有する物資等の事前の情報共有

【有効であった対応】
①定期的な情報共有・意見交換による連携の強化
②複数府県市に共有する対策等に係る統一的な発信
③関西圏域が一丸となった要望・提案
④関西全体の経済界との連携

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症の早期の封じ込めのための、専門的知見を活用し得る初動体制の構築
・府県市民が感染予防に役立てられる情報の効果的な情報発信
・各府県が社会活動制限を行う場合の、府県間連携・調整の場としての広域連合委員会の有効活用
・「応援・受援調整支援システム」を活用した、より円滑な物資の調整・配布
・感染症の特性に応じた広域支援の検討（余力のある構成団体が支援するスキームが機能しづらい等）

２ 国への要望・提案
① 対策準備室

・関西圏域で１例目の患者が確認された
R2.1.28に設置

・国内の発生状況、各構成団体における検査
可能検体数、入院可能病床数等の情報共有
を実施

② 対策本部会議
・政府対策本部及び各府県対策本部の設置状

況と感染動向を踏まえ､R2.3.2に設置し､
R5.5まで､概ね毎月､計43回開催

〇関西圏域の感染状況や各構成団体の対策等に
かかる情報共有及び意見交換

〇感染症対策の現場で直面する課題について、
全国知事会等とも連携を図りながら、適時に
国へ要望・提案を実施（計18回）

３ 広域での連携・応援
〇医薬品・医療資器材・医療専門人材の広域融

通調整、検査機関の広域連携、広域的な患者
受入体制の連携の仕組みを構築。

〇関西圏の経済団体と連携した医療物資・資器
材の確保

〇関西府県市民に対し、効果的に情報提供及び
注意喚起を行うための統一メッセージを発出
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分野別検証６ 柔軟な働き方の推進
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第４期①

１ 在宅勤務の推進

【主な取組等】
●新型コロナウイルス感染症の拡大を防止し、行政機能を維持するために職員の在宅勤務や時差出勤

等、柔軟な働き方を推進

新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、職員の在宅勤務を活用
※R2.4.14～5.21（第1波・緊急事態措置期間中） 出勤削減率△57.5％、うち本庁△65.8％

（県立病院、警察、県立学校、感染症対策業務従事者は除く）

○自宅から簡単・安全に職場パソコンを利用できる在宅勤務システム
「テレワーク兵庫」を構築（R２.11から利用開始）

○県職員の利用のほか、市町・中小企業等に無償提供
（中小企業等への提供は、R５.12末まで。

市町は、R6.１以降、一部経費を負担）

在宅勤務システム「テレワーク兵庫」の整備

２ 時差出勤の拡充
所属職員数の概ね２割を上限としていたE・L勤務について、満員電車等による出退勤を避けること等
を目的に上限設定を廃止（R2.2.28～） Ｅ勤務 Ａ勤務 Ｂ勤務 Ｌ勤務

8:15～17:00 8:45～17:30 9:00～17:45 9:30～18:15

３ フレックスタイム制の拡充
育児・介護を行う本庁の職員のみに対象を限定していたが、対象を全ての職員に拡充（R4.4.1～）

拡充前 拡充後
対 象 職 員 育児・介護を行う職員 全ての職員
対象勤務地 本庁 本庁・地方機関
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分野別検証６ 柔軟な働き方の推進
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第４期②

４ サテライトオフィスの増設
従来、出張時等における県庁WAN接続パソコン等の利用のため、２箇所で開設していたサテライトオ
フィスを20箇所に増設し、感染症拡大防止を図りながら業務を継続できる環境を確保

時 期 箇 所（席数） 設置庁舎

コロナ拡大前
（～R2.3） 2箇所（6席） 本庁２号館（７階）、自治研修所

コロナ拡大期
（R2.4～）
※R2.4当時

20箇所（63席）
本庁２号館（７階・12階）、自治研修所、新長田総合庁舎、西宮庁舎、
宝塚総合庁舎、伊丹庁舎、三田庁舎、加古川総合庁舎、社総合庁舎、
三木庁舎、姫路総合庁舎、西播磨総合庁舎、龍野庁舎、豊岡総合庁舎、
新温泉庁舎、和田山庁舎、柏原総合庁舎、篠山庁舎、洲本総合庁舎

※ 職員の柔軟で多様な働き方を推進するため、現在も20箇所に開設（設置場所は上記から一部変更あり）
【利用実績】

時 期 利用者数／日 稼働率 参考

R2年度
17.6人 27.9％ 第１回緊急事態宣言（出勤率７割削減）期間
21.4人 34.0％ 第２回緊急事態宣言期間

R3年度 10.8人 19.0％ うち緊急事態宣言・まん延防止等重点措置期間:14.0人/日、24.5％
R4年度 3.7人 6.4％

【教訓・課題】
① 円滑に在宅勤務を行うためのICT環境の整備
② 在宅勤務環境の格差（PCやネットワーク環境の有無）
③ 秘匿性の高い業務や専用回線によるシステム利用は実施困難
④ ペーパーレス、ストックレスの推進

【有効であった対応】
① 職員間の接触機会減による感染拡大防止への寄与
② 在宅勤務や時差出勤等、多様な働き方の推進

【今後の感染症に生かすこと】
・感染症のまん延時に有効となる在宅勤務の円滑な実施に向けたICT環境の整備やペーパーレス・ストック

レス化を推進
・サテライトオフィスについては、秘匿性の高い業務を実施できるスペースの確保や機能向上の検討が必要
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分野別検証７ 執務環境整備
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第４期①

【主な取組等】
●会議室・研修室を利用する県民の感染防止のため、県立施設の会議室等にアクリル板を設置すると

ともに、消毒液・マスク等の衛生資材を整備［R２年度９月補正］

〇県立施設会議室等におけるアクリル板の設置（155,000千円）
・設置施設 県庁舎、県民利便施設など239施設

・設置枚数 机上設置型（60cm×55cm）： 約22.000枚
演題設置型（90cm×55cm）： 約700枚

・設置単価 机上設置型（60cm×55cm）： 6,600円/枚
演題設置型（90cm×55cm）： 10,450円/枚

〇県庁舎等における消毒液等の衛生資材の整備（52,000千円）
・設置施設 本庁舎、各総合庁舎、各集合庁舎、その他単独庁舎、教育研修所、警察署等

・設置単価 250千円/庁舎
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分野別検証７ 執務環境整備
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第４期②

【主な取組等】
●コロナ蔓延に伴い、感染症予防のための執務環境整備を実施

実施内容 実施日 理由・具体的実施内容等

来庁者に対する感染症対策 － 各号館のメイン入口への消毒液の設置、みどり展望園及び3号館喫
茶室における接触制限対策、来客用喫煙所の閉鎖を実施

本庁舎清掃箇所の追加 R2.6.8 ドアノブ・スイッチ等を介した接触感染を予防するために、自販
機ボタン・共用部椅子・机の消毒箇所を追加

冷・暖房運転換気対策の実施 R2.12.27
R3.6.2

感染症予防対策として、暖房運転時の共用部換気ルールを制定。
気温・風雨状況に応じて適宜変更するよう保安室と連携（実施日
上段は暖房、下段は冷房）

県民テレワークルームの開設 R3.1.19
緊急事態宣言期間中の「出勤者７割削減」を目指し、テレワーク
の一層の推進を図るため設置。設置に際しテレワークルームの環
境整備・利用管理を実施

敷地内全面禁煙の実施 R5.5.31 健康被害の防止の観点から敷地内の全面禁煙を実施。感染症対策
にも繋がっている

【教訓・課題】
① 結果的にテレワークルームの利用は非常に少なく、県民

への周知方法に課題
② 状況に応じた臨機応変な対応
③ 培ったノウハウの継承

【有効であった対応】
① 衛生資材の供与、清掃・換気対策により、県庁

利用者の感染予防と安心して勤務できる執務環
境作りができた

② 敷地内全面禁煙の実施は、密な空間での喫煙に
よる感染症蔓延予防にも貢献

【今後の感染症に生かすこと】
・国・他自治体の実施例を参考にしながら、あらゆる対策を早急に実施
・実施している対策の効果を検証しつつ、継続・中止を判断
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分野別検証８ 河川管理施設・水防本部の体制維持
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第４期

【主な取組等】
●水防時に確実な施設稼働・操作が必要となる河川管理施設（ダム、排水機場等）の体制維持
●水防本部体制の維持

項目 取組内容

河川管理施設
の体制維持

① 在宅勤務や執務スペースの分離により、施設管理者の集団感染を抑止

② 万が一対応困難となった場合に備え、近隣施設および本庁との応援体制を確立

水防本部
の体制維持

① 平日勤務時間中の水防活動を在宅勤務者が水防室に出てきて対応

② 水防待機者は、執務室に入らず水防室に直接出勤し、集団感染を防止

③ 水防班は３班体制の同じ班内で調整し、複数人と接触しないよう工夫して集団感染を防止

④ 水防室入室時は手指のアルコール消毒、マスク着用、机にはアクリル板を設置し、感染予防

【教訓・課題】
① 河川管理施設管理者の人材育成

施設管理および操作可能な職員の拡大を図る
② ICTを活用した負担軽減策の検討
③ 水防業務簡素化の検討

【有効であった対応】
① 複数人との接触を避けることで、感染拡大を防止
② 手指をアルコール消毒、マスク着用等の感染予防

【今後の感染症に生かすこと】
・施設管理および操作可能な職員の拡大
・ICTを活用した水防業務の効率化と持続可能な水防体制の構築を推進
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分野別検証９ 行政機能維持（購入機器）
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第２期

【主な取組等】
●感染防止対策として、サーモグラフィ－等を購入し、当県が主催する会議や各種イベント等で活用
●検温機能付顔認証リーダーを各庁舎に設置し、職員の出勤時等や入庁者向けに検温を実施

名称・使用方法 画像
［ハンディ型サーモグラフィー］

※三脚付き

● 対象者が１人ずつカメラの
前を通り、その様子を、モ
ニター越しに監視者が確認

［非接触型温度計］

● 機器を、対象者の額や腕に
近づけ、測定レバーを引き、
体温を測定

【教訓・課題】
① 在庫不足等による、納入・設置時期の遅れ

【有効であった対応】
① 各庁舎への検温器付顔認証リーダーの設置、

サーモグラフィ等の全庁的な配布・貸し出し

【今後の感染症に生かすこと】
・感染が拡大した際などに早急に設置・貸し出しできるよう、機器を適切に管理

名称・使用方法 画像
［体表面温度計測機能付き

顔認証リーダー］

● 対象者が１人ずつカメラ
の前を通ることで、自動
的に顔を認識し、表面温
度を測定。高温度判断や
マスク未着用判断の機能
あり。
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分野別検証10 行政機能維持
（分野）体制（項目）行政機能維持：第１期～第２期

【主な取組等】
●新型コロナウイルス感染拡大防止の取組に関する所属・職員向け通知の発出
●職員が感染した場合等の報告書による感染者の把握及び感染した場合等の対応方法の明示

通知日 理由等
R2.4.8 国が新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を示したことによる
R2.5.22 国が緊急事態宣言の解除及び職場における感染予防についての通知を発出したことによる
R2.7.31 国が職場に関連したクラスター発生を防止する旨の通知を発出したことによる
R3.1.13 新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針が改定されたことによる
R3.3.8 新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針が改定されたことによる

【教訓・課題】
① 職員の感染者が急増した状況における注意喚起

通知等の発出
② 感染拡大時にも業務が的確に行えるようBCPを改定

【有効であった対応】
① 職員が感染した場合等の対応におけるフロー図

での説明
② 感染拡大防止に向けた庁内放送の実施

【今後の感染症に生かすこと】
・国の感染症対策本部を注視しつつ、県対策本部と連携し、適宜、通知を改定

１ 職場における対策の基本的な考え方

２ 職場内での感染防止行動の徹底
３密（密閉・密集・密接）の禁止

換気の徹底、接触感染の防止、飛沫感染の防止、必要に応じたマスク着用の徹底
職員に発熱等の風邪症状が見られる場合の特別休暇の承認

３ 通勤・出張に関する感染防止行動の徹底
咳エチケットの徹底、時差出勤の活用

［所属・職員向け通知の内容］
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分野別検証10 行政機能維持
（分野）体制（項目）行政機能維持：第２期～第３期

【主な取組等】
●第１・２期からの所属・職員向け通知は、県の対処方針を踏まえつつ適宜更新
●職員が新型コロナワクチンを接種しやすいよう服務を整理
●国の通知を受け、希望する県職員に対し、新型コロナワクチンの職域接種を実施

【教訓・課題】
① 医師・接種会場の確保
② 県民局・県民センターでの実施

【有効であった対応】
① 直営での実施
② 残余ワクチンの他部局への接種案内
③選択肢の増加による接種機会の拡大

【今後の感染症に生かすこと】
・ワクチンの供給が遅れる場合を想定し、職域接種によらない方法で早急な接種を促すなど、適宜対応

１ 服務

２ 職域接種

以下に該当する場合、職員の職務に専念する義務を免除（R3.5.31～）
① 勤務時間内にワクチンを接種する場合
② 接種後、接種との関連が高いと認められる症状（発熱等の風邪症状除く）により療養が必要となった場合

項 目 内 容
実施期間 R3.9.10～R3.11.24（基本は１人あたり２回接種）
実施場所 職員健康管理センター職員診療所内
対象者 本庁及び地方機関に勤務する県職員（会計年度任用職員・市町からの派遣職員を含む）

予定者数 約 2,000人
希望者数 約 300人※
実施体制 １日あたり医師１名（予診）、１日あたり看護師２名（接種補助、ワクチン分注）

使用したワクチン 武田／モデルナ社製ワクチン

※ 希望者数が予定者数を大きく下回っている要因は、ワクチン供給量の不足により、当初の予定より職域接種の実施開始日が後ろ倒し
となったため、それを待たずに各自で市町や大規模種会場等において接種するよう、担当課から通知したことが大きいと考えられる。
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分野別検証10 行政機能維持
（分野）体制（項目）行政機能維持：第４期

【主な取組等】
●新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類感染症へ移行したことにより、兵庫県対処方針も廃止
●これにより、所属・職員向けの通知を一旦廃止し、新たな対応方針を通知

【教訓・課題】
① 感染症の動向等を踏まえた的確な対応方針の通知

【有効であった対応】
① 県対処方針廃止後の所属・職員向けへの対応方

針の整理

【今後の感染症に生かすこと】
・国の感染症対策本部を注視しつつ、県対策本部と連携し、適宜、通知を改定

［所属・職員向け通知の内容（５類移行後）］
１ サーモグラフィー

２ 消毒・パーティション

庁舎入口におけるサーモグラフィー等による検温の実施は一律には行わず、各地域等の感染状況によって適宜実施

設置等については各庁舎管理者または各所属の判断で実施

３ マスクの着用
着用については個人の判断に委ねるが、重症化リスクの高い方と接する可能性の高い医療機関等の従事者、医療機関
や高齢化施設等への出張時については、引き続きマスクの着用を原則
なお、着用を原則としていた県税事務所や健康福祉事務所などの通常の窓口業務時においては個人の判断
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分野別検証11 国及び県の予算措置
（分野）体制（項目）国及び県の予算措置：第１期①

【主な取組等】
●地方創生臨時交付金等の国の対策を活用し、感染症の拡大防止対策のほか、県民生活の安定化支援、

地域経済の活性化・地域の元気づくり、県民の安全・安心の基盤づくりなど、市町とも協調しなが
ら、適宜必要な予算を措置

１ 国の予算措置の状況
■ 予 算

区 分 予算成立 内 容 金 額

R2年度1次補正 R2.4.30
感染拡大防止策と医療提供体制の整備、雇用の維持と事業の継続、
新型コロナウイルス感染症対策予備費 等
[新型コロナウイルス感染症緊急包括支援金、新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金の創設]

25兆6,914億円

R2年度2次補正 R2.6.12
資金繰り対応の強化、家賃支援給付金の創設、
地方創生臨時交付金の拡充、持続化給付金の対応強化 等
[地方創生臨時交付金(協力要請推進枠)の創設(11/17)]

31兆9,134億円

R2年度3次補正 R3.1.28 新型コロナ感染症の拡大防止策、
ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅに向けた経済構造の転換・好循環の実現 等 21兆8,353億円

R3年度当初予算 R3.3.26 新型コロナウイルス感染症対策予備費 5兆円

■ 予備費使用
閣議決定日 内 容 金 額

R2.2.14 国内感染対策の強化、水際対策の強化 等 104億円

R2.3.10 感染防止対策と医療提供体制の整備、事業活動の縮小や雇用への対応 等 2,272億円

R2.4.24 後期高齢者医療給付費負担金 等 260億円

R2.5.19 学生支援緊急給付金 531億円

R2.5.26 医療用マスク・ガウン等の優先配布、診療報酬上の特例的な措置 1,839億円
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分野別検証11 国及び県の予算措置
（分野）体制（項目）国及び県の予算措置：第１期②

１ 国の予算措置の状況（つづき）
閣議決定日 内 容 金 額

R2.8.7 持続化給付金、個人向け緊急小口資金等の特例貸付 1兆1,257億円

R2.9.8 ワクチンの確保 6,714億円

R2.9.15 医療提供体制の確保、個人向け緊急小口資金等の特例貸付 等 2兆2,226億円

R2.10.16 雇用調整助成金の特例措置、国内投資促進事業費補助金 等 5,492億円

R2.12.11 ひとり親世帯臨時特別給付金、Go To トラベル 3,856億円

R2.12.25 更なる病床確保のための緊急支援、地方創生臨時交付金 4,862億円

R3.1.15 地方創生臨時交付金 7,418億円

R3.2.9 地方創生臨時交付金、一時支援金、PCR検査による感染拡大の早期探知 1兆1,373億円

R3.3.23 地方創生臨時交付金、子育て世帯生活支援特別給付金 等 2兆1,693億円

２ 県の予算措置の状況 ※1 金額はコロナに関連する予算を抜粋して記載 ※2 下線事業は市町との協調事業
区 分 内 容

R2.2月補正①
【1.3億円】

① 感染対策の強化（帰国者・接触者相談ｾﾝﾀｰの設置、帰国者・接触者外来の設置）
② 中小企業等への支援(経営円滑化貸付の強化、金融対策特別相談窓口の設置 等)

R2.2月補正②
【3.9億円】 ① 感染拡大防止と医療・検査体制の充実（医療機関で受入体制強化、検査体制の強化、相談窓口の拡充）

R2.３月補正
【25.9億円】

① 感染拡大防止と医療・検査体制の充実（入院病床の確保、施設の衛生管理体制強化 等）
② 県民生活の安心確保（生活福祉資金の拡充、デイサービス利用者負担支援 等）
③ 事業活動への支援（中小企業への運転資金等支援）
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分野別検証11 国及び県の予算措置
（分野）体制（項目）国及び県の予算措置：第１期③

２ 県の予算措置の状況（つづき）
区 分 内 容

R2.4月補正
【3,916.3億円】

① 感染拡大防止対策の強化と医療・検査体制の充実（医療提供体制の整備、学校の臨時休業等対応 等）
② 地域産業・県民生活への支援（休業要請事業者経営継続支援事業、無利子貸付資金の創設 等）
③ 収束後における地域の元気づくり（Welcome to Hyogoキャンペーン、商店街お買い物券事業 等）

R2.6月補正
【1,120.7億円】

① 医療提供体制・感染拡大防止対策等の充実（医療提供体制の強化、各施設等の感染防止対策支援 等）
② 地域経済の活性化・地域の元気づくり（中小企業等事業再開支援、保証料応援貸付の創設 等）
③ ポストコロナ社会を見据えた兵庫の基盤づくり（スマート兵庫基盤の整備 等）

R2.7月補正
【473.3億円】

① 新型コロナウイルス感染症対策の充実・強化（入院病床の確保、感染症対応従事者慰労金の支給 等）
② 地域経済の早急な活性化・地域の元気づくり（生活福祉資金の拡充、緊急対応型雇用創出事業 等）

R2.9月補正
【1,900.7億円】

① 医療提供・検査体制及び感染拡大防止対策の充実（外来検査体制の拡充、庁舎等の感染防止対策 等）
② 地域経済の活性化・地域の元気づくり（中小企業への運転資金支援、商店街お買い物券事業の拡充 等）
③ 県民の安全・安心の基盤づくり（社会基盤等の防災機能の強化・充実、流域下水道の地震津波対策 等）
④ 新時代に向けた情報基盤・交流基盤等の構築（情報通信ネットワーク基盤の整備 等）

R2.10月補正
【216.1億円】

① 医療提供体制の充実（重点医療機関(特定機能病院等)の病床確保料の引き上げ）
② 県民生活の安定化・地域経済の活性化（生活福祉資金の拡充、中小企業事業再開支援事業の拡充）

R2.12月補正
【12.4億円】

① 医療提供体制等の充実（臨時重症専用病棟の整備、保健所体制の強化 等）
② ポストコロナ社会における兵庫モデルの構築（兵庫情報ハイウェイの拡充（東京APの設置））



Hyogo Prefecture

Chapter 03

分野別検証11 国及び県の予算措置
（分野）体制（項目）国及び県の予算措置：第１期④

２ 県の予算措置の状況（つづき）
区 分 内 容

R3.2月補正
【2,279.1億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進（入院医療体制の強化、感染症拡大防止協力金の支給 等）
② 地域経済の活性化・地域の元気づくり（産業教育設備の整備、生活福祉資金の拡充 等）
③ 県民の安全安心の基盤づくり（防災・減災、国土強靱化の推進 等）

R3当初予算
【2,951.8億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進(入院医療体制の強化、施設等における感染防止対策 等)
② 地域経済の活性化・地域の元気づくり(制度融資(コロナ関係資金)、緊急対応型雇用創出事業等)
③ 県民生活の安定化に向けた支援(県立大学入学料減免、就職氷河期世代等就労支援 等)

R3.2月補正②
【3.4億円】

① 高齢者施設の従事者への検査の実施
② 避難所における物資の備蓄

R3.３月補正
【152.0億円】 ① 感染症の拡大防止対策の推進（感染症拡大防止協力金の追加支給）

234

【教訓・課題】
① 財政基金等を活用し、早急に独自の対応を実施する

団体がある中、財政基金残高が少額の本県では、県
独自の早急な対応が困難

② 事業実施が交付金内示額の範囲で制約
③ 変異など感染症の特性に応じた柔軟な対応が必要

【有効であった対応】
① 臨時交付金や包括支援交付金など、国の対策を活

用し、感染状況に応じて機動的に予算措置
② 市町と協調した支援の実施

※兵庫県独自の取組として、市町負担金を得ながら支援を
実施（休業要請事業者経営継続支援事業、感染症拡大防
止協力金）

③ 国への要望等により交付金等の制度が都度改善

【今後の感染症に生かすこと】
・地域の感染状況に即した機動的で必要な予算措置を行うため、国制度基金を県に設置した上で、あらかじ

め十分な額を国費により積み立てるなど、予見可能性及び自由度の高い財政制度の創設や初動対応のため
の県独自財源の確保

Hyogo Prefecture

Chapter 03

分野別検証11 国及び県の予算措置
（分野）体制（項目）国及び県の予算措置：第２期

１ 国の予算措置の状況

235

【教訓・課題】（第２期～第４期共通）
① 事業実施が交付金内示額の範囲で制約
② 変異など感染症の特性に応じた柔軟な対応が必要

【有効であった対応】
① 臨時交付金や包括支援交付金など、国の対策を活

用し、感染状況に応じて機動的に予算措置
② 市町と協調した支援の実施

※市と連携した大規模接種会場設置（ワクチン接種体制の
整備）

③ 国への要望等により交付金等の制度が都度改善
【今後の感染症に生かすこと】（第２期～第４期共通）
・地域の感染状況に即した機動的で必要な予算措置を行うため、国制度基金を県に設置して国費を積み立て

るなど、予見可能性及び自由度の高い財政制度の創設を国に要望

２ 県の予算措置の状況 ※1 金額はコロナに関連する予算を抜粋して記載 ※2 下線事業は市町との協調事業

■ 予備費使用
閣議決定日 内 容 金 額

R3.4.30 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
[地方創生臨時交付金(事業者支援分)の創設] 5,000億円

R3.5.14 ワクチンの確保 5,120億円

区 分 内 容

R3.6月補正①
【1,875.0億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進（ワクチン接種体制等の整備、酒類販売事業者への月次支援金支給 等）
② 地域経済の活性化・地域の元気づくりへの対策準備（地域観光支援、宿泊業者への事業継続支援 等）
③ 県民生活の安定化の推進（生活福祉資金の拡充、ひとり親世帯等臨時特別給付金の支給 等）

R3.6月補正②
【505.1億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進
（感染症拡大防止協力金の支給、酒類販売事業者への月次支援金支給、コロナワクチン個別接種促進

への支援）

【主な取組等】
●地方創生臨時交付金等の国の対策を活用し、感染症の拡大防止対策のほか、県民生活の安定化支援、

地域経済の活性化・地域の元気づくり、県民の安全・安心の基盤づくりなど、市町とも協調しなが
ら、適宜必要な予算を措置
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【教訓・課題】【再掲】（第２期～第４期共通）
① 事業実施が交付金内示額の範囲で制約
② 変異など感染症の特性に応じた柔軟な対応が必要

【有効であった対応】
① 臨時交付金や包括支援交付金など、国の対策を活

用し、感染状況に応じて機動的に予算措置
※旅しようキャンペーンのプレ実施（関西府県で初）

② 国への要望等により交付金等の制度が都度改善

【今後の感染症に生かすこと】【再掲】（第２期～第４期共通）
・地域の感染状況に即した機動的で必要な予算措置を行うため、国制度基金を県に設置して国費を積み立て

るなど、予見可能性及び自由度の高い財政制度の創設を国に要望

２ 県の予算措置の状況 ※1 金額はコロナに関連する予算を抜粋して記載

■ 予備費使用

【主な取組等】
●地方創生臨時交付金等の国の対策を活用し、感染症の拡大防止対策のほか、県民生活の安定化支援、

地域経済の活性化・地域の元気づくり、県民の安全・安心の基盤づくりなど、市町とも協調しなが
ら、適宜必要な予算を措置

区 分 内 容

R3.9月補正
【1,577.9億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進（入院医療体制の強化、感染症拡大防止協力金の支給 等）
② 県民生活の安定化に向けた支援（生活福祉資金の拡充 等）
③ 地域経済の活性化・地域の元気づくり

（旅しようキャンペーンのプレ実施、中小企業ポストコロナ出口戦略の構築 等）
④ 県民の安全・安心の基盤づくり（社会基盤の強化・充実 等）

R3.10月補正
【495.6億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進
（感染症拡大防止協力金の支給、酒類販売事業者に対する月次支援金の支給）

閣議決定日 内 容 金 額
R3.8.27 ワクチン接種の促進、緊急雇用安定助成金、緊急小口資金等の特例貸付 等 1兆4,226億円
R3.11.26 子育て世帯に対する給付 7,311億円
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■ 予 算

【主な取組等】
●地方創生臨時交付金等の国の対策を活用し、感染症の拡大防止対策のほか、県民生活の安定化支援、

地域経済の活性化・地域の元気づくり、県民の安全・安心の基盤づくりなど、市町とも協調しなが
ら、適宜必要な予算を措置

区 分 予算成立 内 容 金 額

R3年度補正予算 R3.12.20
新型コロナ感染症拡大防止、社会経済活動の再開と次なる危
機への備え、新しい資本主義の躍動 等
［地方創生臨時交付金(検査促進枠)の創設］

35兆9,895億円

R４年度当初予算 R4.3.22 新型コロナウイルス感染症対策予備費 5兆円

R4年度1次補正 R4.5.31 コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策 2兆7,009億円

R4年度2次補正 R4.12.2 物価高騰・賃上げへの取組、新しい資本主義の加速
新型コロナ及び物価高騰等対策予備費 等 28兆9,222億円

R5年度当初予算 R5.3.28 新型コロナ感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費 4兆円

閣議決定日 内 容 金 額
R4.3.25 ワクチンの確保、治療薬の確保、抗原検査キットの確保 等 1兆4,529億円

R4.4.28 地方創生臨時交付金、中小企業等事業再構築促進事業 等
[地方創生臨時交付金(コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分)の創設] 1兆1,171億円

R4.7.29 電気利用効率化促進対策事業、肥料価格高騰対策事業 2,572億円

R4.9.20 地方創生臨時交付金、新型コロナ感染症緊急包括支援交付金 等
[地方創生臨時交付金(電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金)の創設] 3兆4,846億円

R5.3.28 地方創生臨時交付金、新型コロナ感染症緊急包括支援交付金 等 2兆2,226億円

■ 予備費使用
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２ 県の予算措置の状況 ※1 金額はコロナに関連する予算を抜粋して記載 ※2 下線事業は市町との協調事業

区 分 内 容

R3.12月補正
【721.2億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進（入院医療体制の強化、保健所体制の強化、PCR検査等の無料実施 等）
② 県民生活の安定化に向けた支援（生活福祉資金の拡充 等）
③ 地域経済の活性化・地域の元気づくり

（旅しようキャンペーン期間延長、中小企業等への一時支援金支給 等）

R4.2月補正
【995.1億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進
（自宅療養者等相談支援センターの設置、感染症拡大防止協力金の支給 等）

② 地域経済の活性化・地域の元気づくり
（旅行・宿泊割引支援事業の展開、商店街お買い物キャンペーン 等）

③ 県民生活の安定化に向けた支援（支援の必要性の高い妊産婦への臨時支援 等）
④ 県民の安全・安心の基盤づくり（防災、減災、国土強靱化の推進 等）

R4.3月補正
【351.0億円】 ① 感染症の拡大防止対策の推進（感染症拡大防止協力金の支給）

R4当初予算
【1,991.6億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進(入院医療体制の強化、PCR等無料検査、ワクチン接種支援 等)
② 地域経済の活性化・地域の元気づくり

(中小企業経営改善・成長力強化支援、制度融資(コロナ関係資金) 等)
③ 県民生活の安定化に向けた支援(県立大学入学料減免、自殺対策強化関連事業 等)

R4.6月補正
【142.5億円】

① 事業者の経済活動の支援
（原油価格・物価高騰対策一時支援金の支給、省エネ化・新事業展開への支援 等）

② 県民生活の安定化に向けた支援
（ひとり親世帯生活支援特別給付金の支給、ヤングケアラーに対する配食支援 等）

③ 感染症の拡大防止対策の推進（ワクチン接種体制等の整備 等）

R4.9月補正
【649.0億円】

① 県民生活の安定化に向けた支援
（ひょうごで食べようキャンペーン、社会福祉施設等利用者負担軽減支援 等）

② 感染症の拡大防止対策の推進
（陽性者登録支援センターの設置、抗原検査キットの配布(自主療養制度) 等）

③ 事業者の経済活動への支援
（原油価格・物価高騰対策一時支援金の支給、公共交通事業者省エネ化支援 等）
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【教訓・課題】【再掲】（第２期～第４期共通）
① 事業実施が交付金内示額の範囲で制約
② 変異など感染症の特性に応じた柔軟な対応が必要

【有効であった対応】
① 臨時交付金や包括支援交付金など、国の対策を活

用し、感染状況に応じて機動的に予算措置
② 市町と協調した支援の実施

※県と市町が協力して自主療養制度開始（抗原検査キット
配布）

③ 国への要望等により交付金等の制度が都度改善

【今後の感染症に生かすこと】【再掲】（第２期～第４期共通）
・地域の感染状況に即した機動的で必要な予算措置を行うため、国制度基金を県に設置して国費を積み立て

るなど、予見可能性及び自由度の高い財政制度の創設を国に要望

２ 県の予算措置の状況（つづき）
区 分 内 容

R4.12月補正
【1,006.5億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進（夜間救急外来の強化、妊婦対応入院医療体制の強化 等）
② 県民生活の安定化に向けた支援（医療機関等における物価高騰対策、出産・子育て世帯の支援 等）
③ 事業者の経済活動への支援（旅しようキャンペーン・ワイドの延長、農林水産業の省エネ化支援 等）
④ 県民の安全・安心の基盤づくり（防災、減災、国土強靱化の推進 等）

R5当初予算
【1,939.7億円】

① 感染症の拡大防止対策の推進(入院医療体制の強化、抗原検査キット配布 等)
② 地域経済の活性化・地域の元気づくり(制度融資(コロナ関係資金)、ポストコロナチャレンジ支援 等)
③ 県民生活の安定化に向けた支援(県立大学入学料減免、自殺対策強化関連事業 等)

R5.6月補正
【164.1億円】

① 県民生活の安定化に向けた支援（ひょうご家計応援キャンペーン、LPガス利用者負担軽減対策 等）
② 事業者の経済活動の支援（特別高圧電力を利用する中小企業等支援、中小企業等新事業展開支援 等）
③ 感染症の拡大防止対策の推進（下水サーベイランス実証実験の実施、ICTを活用した感染拡大の前兆把握 等)
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● 国への要望状況（第１期）
（地方創生臨時交付金、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金関係）

区 分 要望先 内 容

新型コロナウイルス感
染症に関する緊急提案
（R2.5.1）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 地方創生臨時交付金・緊急包括支援交付金の増額 等
① 交付金の大幅増額
② 柔軟な制度設計
③ 事業内容の速やかな提示、提出書類・申請手続き等の簡素化 等

新型コロナウイルス感
染症に関する緊急提案
（R2.5.21）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 地方創生臨時交付金・緊急包括支援交付金の増額と柔軟な運用
① 両交付金の大幅な増額とハード事業への活用
② 感染症緊急包括支援交付金の柔軟な運用
③ 感染症予防事業費等国庫負担金の県費負担分に対する財政措置

令和３年度国の予算編
成等に対する提案
（R2.9.2）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 地方の実情を踏まえた追加予算措置
② 令和３年度における交付金の継続措置と必要な予算額の確保

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 所要額の確保
② 対象事業の拡充、補助上限額の撤廃等

令和３年度国の予算編
成等に対する提案
（R2.11.25）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 地方の実情を踏まえた追加予算措置
② 令和３年度における交付金の継続措置と必要な予算額の確保

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 所要額の確保
② 対象事業の拡充、補助上限額の撤廃等
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● 国への要望状況（第２期）
（地方創生臨時交付金、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金関係）

区 分 要望先 内 容

新型コロナウイルス感
染症に関する緊急提言
（R3.5.19）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 事業者支援分の早期の追加交付
② 緊急事態宣言下で休業要請等の上乗せ措置等を実施する都道府県への

事業者支援分の重点配分
③ 即時対応特定経費交付金の適用期間延長
④ 地方の必要額を踏まえた更なる増額
⑤ 大規模施設等の協力金に関する事務費の措置

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 所要額の確保
② 対象事業の拡充

令和４年度国の予算編
成等に対する提案
（R3.7.26）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 事業者支援分の早期の追加交付
② 緊急事態宣言が発令された都道府県への事業者支援分の重点配分
③ 地方創生臨時交付金の更なる増額

（令和３年度における増額、令和４年度における継続・充実）
④ 即時対応特定経費交付金の適用期間の撤廃
⑤ 大規模施設等の協力金に関する事務費の措置

２ 新型コロナウイルス感染症対応緊急包括支援交付金
① 所要額の確保
② 対象事業の拡充、補助上限額の撤廃

新型コロナウイルス感
染症対策にかかる国の
財政措置について
（R3.7.30）

内閣府
１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

① まん延防止等重点措置区域における飲食店等に対する規模別協力金に
係る単価の増額

② 事業者支援分の早期の追加交付
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● 国への要望状況（第３期）
（地方創生臨時交付金、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金関係）

区 分 要望先 内 容

令和４年度国の予算編
成等に対する提案
（R3.11.17）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 令和３年度における更なる増額
② 令和４年度における継続・充実

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 交付金による入院病床や宿泊療養施設の確保に対する支援の継続・充実
② 対象事業の拡充、補助上限額の撤廃

● 国への要望状況（第４期）
（地方創生臨時交付金、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金関係）

区 分 要望先 内 容

令和５年度国の予算編
成等に対する提案
（R4.7.20）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 令和５年度以降における支援の継続・充実
② 柔軟な枠の見直しや機動的な運用、手続きの簡素化

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 交付金による入院病床や宿泊療養施設の確保に対する支援の継続・充実
② 対象事業の拡充、補助上限額の撤廃

令和５年度国の予算編
成等に対する提案
（R4.11.22）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 令和５年度以降における支援の継続・充実
② 対象事業の拡大や機動的な運用、手続きの簡素化 等

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 交付金による入院病床や宿泊療養施設の確保に対する支援の継続・充実
② 対象事業の拡充、補助上限額の撤廃

令和６年度国の予算編
成等に対する提案
（R5.6.28）

内閣官房
内閣府
厚生労働省

１ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
① 令和６年度以降における支援の継続・充実
② 対象事業の拡大 等

２ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
① 対象事業の追加
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分野別検証

期 第１期 第２期 第３期 第４期
情
報
の
総
合
的
発
信

(1) 感染者発生状況の公表
・県が政令市・中核市から情報を収集し、県内の感染状況を一元的に毎日公表
・感染状況の公表にあたり、発表時間や問い合わせ方法をルール化

(2) 県の対処方針等総合的な情報の発信
・感染状況に応じた県の対処方針をわかりやすく県民に発信するため、①医療提供体制の確保状況や今後の対応策をフェーズに応じて整理、

②学校活動や社会福祉施設等の分野ごとに対応状況を整理して発信
・対策本部会議終了後、①速やかな知事会見の実施、②県の対処方針や協力依頼事項等の特に重要な内容を「知事メッセージ」として発信

メ
ッ
セ
ー
ジ
発
信
強
化

(1) 県民に対する迅速な情報発信
・対策本部会議終了後の知事記者会見、定例・臨時記者会見でコロナ関連情報を発表(知事記者会見の告知はホームページやSNS等で実施)
・県の対処方針や協力依頼事項等の特に重要な内容を「知事メッセージ」の形で要約して動画で発信
・記者会見の発言録を遅滞なくホームページに掲載するため、記録作成の応援職員を配置

(2) 公表資料の見える化
・全ての知事記者会見でインターネット中継・アーカイブ配信を実施、記者会見時に大型モニター等に記者会見資料等を表示、ホーム

ページにすべての記者会見資料を速やかに掲載
(3) メディア媒体の活用

・フェーズが変わるタイミング等で知事がテレビ番組やラジオ番組に出演し、県民や事業者へメッセージを発信
・報道機関への対応として、①県の対処方針についてのマスコミ向け勉強会を実施、②宿泊療養受入先等での現地取材機会の設定、

③正確な報道についての報道機関への申し入れを実施

情
報
の
一
元
化

(1) ホームページの緊急時用への切り替え
・県ホームページのトップページを新型コロナ関連情報に特化した緊急時用に切り替え、専門人材のアドバイスを得ながらページの構成・

配置・配色等を機動的に更新
(2) 危機管理情報・各種支援情報の一元化

・県ホームページに新型コロナ特設サイトを開設し、政令市・中核市分も含めた県内の感染状況や相談窓口、県の対処方針や支援策などを
ホームページ等に一元的に集約

・県民だよりひょうご等各種広報媒体にQRコードをつけ、新型コロナ特設サイトに誘導
・各種相談窓口（健康相談、支援事業等）について、ホームページ、テレビ、ラジオで案内

全
世
代
へ
の
情
報
発
信

(1) 広報媒体の特性を生かした多様な情報発信
・県政情報番組「ひょうご発信！」（サンテレビ）、ラジオ、県広報紙「県民だよりひょうご」、SNS、YouTube動画、ひょうご防災

ネット、繁華街での啓発動画、自動車啓発、
新聞紙面購入、インターネット広告、展示広報、ポスター作成・掲出

・民間企業等と協働した発信
(2) 障害者や外国人への情報発信

・障害者への情報発信として、点字広報紙「広報ひょうご」や声の広報「愛の小箱」による県施策の解説、知事記者会見や知事メッセージ
動画に手話通訳を導入

・外国人への情報発信として、緊急時用トップページに７か国語対応の自動翻訳機能へのリンクを設定、知事メッセージを７か国語に翻訳
しホームページに掲載

・第６波以降、感染者が大幅に増加した一方
で重症化率や死亡率が低下したことを踏ま
え、報道発表資料の項目を県全体の感染者
数と居住地域、年代等に絞った様式に変更

・外国人旅行者向けに、旅のエチケットや体
調不良時の相談窓口をまとめた情報サイト
を開設

Hyogo Prefecture

【主な取組等】
政令市、中核市と連携し、発表時間や問い合わせ方法をルール化して県内の感染状況を正確に提供

県の対処方針等の総合的な情報を、感染状況に応じてわかりやすく効果的に発信

244Chapter 03

分野別検証１ 感染者発生状況や対策等の総合的な情報発信
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期①

●

●

① 感染者発生状況の公表
●

② 対処方針等、総合的な情報の発信

県が政令市・中核市から情報を収集し、県内の感染状況を一元的に毎日公表（R2.3.1～R5.5.8）

感染状況の公表にあたり、発表時間や問い合わせ方法をルール化（R2.3.1～）

第６波以降、感染者が大幅に増加した一方で重症化率や死亡率が低下したことを踏まえ、報道発表資
料の項目を県全体の感染者数と居住地域、年代等に絞った様式に変更（R4.1.21～）

感染状況に応じた県の対処方針をわかりやすく県民
に発信するため、医療提供体制の確保状況や今後の
対応策をフェーズに応じて整理するとともに、学校
活動や社会福祉施設等の分野ごとに対応状況を整理
して発信（R2.4.7～R5.4.26）

対策本部会議終了後、速やかに知事記者会見を実施
し、県の対処方針や協力依頼事項等、特に重要な内
容を「知事メッセージ」として、県民・事業者等へ
発信（R2.3.1～R5.4.26）

記者発表資料の様式（第６波以降）

●

●

●

●
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分野別検証１ 感染者発生状況や対策等の総合的な情報発信
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期②

【教訓・課題】
①感染防止対策のための情報公開と個人情報保護

のバランスの確保
②感染者の居住地を保健所管内を基準に公表していた

が、管内市町毎の感染者数の情報共有
③記者発表資料の元資料を保健所（健康福祉事務所）

で作成することによる現場への過度な負担
④分かりやすい情報発信の一層の工夫
⑤発表資料作成における作業のデジタル化
⑥兵庫県ホームページの充実

・迅速な特化ポータルサイトの立ち上げ
・関係課と連携したサイトの一元管理
・通訳サイトへのリンクや分かりやすいバナー

表示等、平時から外国人に配慮した工夫

【有効であった対応】
①県、政令市、中核市間でメーリングリストを作

成し、感染者数等の発表内容を互いにチェック
することで、メディアに正確な情報を提供

②毎日の感染状況の公表時間や問い合わせ方法を
ルール化することにより、問い合わせ対応を効
率化

③第６波以降の状況変化を踏まえ、報道発表資料
の項目を重点化することで、県内の感染状況を
端的かつ分析しやすいよう発信

④兵庫県ホームページへの「特設サイト」の整備、
SNSの活用や民間の大型ポータルサイトへの広
告掲載、外国人に配慮した英文や「やさしい日
本語」の使用により、効果的に情報発信

【今後の感染症に生かすこと】
・県内の感染状況に関する総合的な情報を、図や表などを用いて誰にでも分かりやすく発信することが必要

記者会見資料（表紙） 兵庫県対処方針

Hyogo Prefecture

【主な取組等】
知事記者会見やメッセージ作成、メディア出演などにより、県民に直接、タイムリーに発信

マスコミ向け勉強会や現地取材の実施により、報道機関に対して正確な情報を発信
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分野別検証２ メッセージ発信強化
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期①

●

●

① 県民に対する迅速な情報発信
●

② 公表資料の見える化

対策本部会議終了後の知事記者会見、定例・
臨時記者会見でコロナ関連情報を発表
（R2.2.10～R5.4.26 計246回）
ホームページの他、SNS等で知事記者会見を
告知
県の対処方針や協力依頼事項等、特に重要な
内容については、県民・事業者へ呼びかける
べきポイントを「知事メッセージ」の形で要
約して動画で発信（R2.2.10～R4.1.27 計78
回)
記者会見の発言録を、遅滞なくホームページ
に掲載するため、記録作成の応援職員を配置

全ての知事記者会見でインターネット中継、アーカイブ配信を実施（R2.2.10～R5.4.26 計246回）
記者会見時には大型モニターやバックパネルに記者会見資料等を表示（R2.3.16～）
ホームページにすべての記者会見資料を速やかに掲載（R2.2.10～）

●

●

●

●

第81回対策本部会議(R5.4.26)で決定した知事メッセージ

●
●
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247Chapter 03

分野別検証２ メッセージ発信強化
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期②

【教訓・課題】
①県民・事業者へ呼びかけるべきポイントをより

分かりやすく効果的に情報発信するための工夫

【有効であった対応】
①知事記者会見で大型モニターやバックパネルを

活用し、公表資料をわかりやすく発表
②知事が積極的にメディアに出演し、県民へ直接、

タイムリーにメッセージを発信
③マスコミ向け勉強会や現地取材の実施による正

確な情報発信

【今後の感染症に生かすこと】
・知事から積極的な情報発信を行うとともに、県の施策等がわかりやすく効果的に県民に伝わるよう、平常

時から広報紙やホームページ、SNS等各メディアの特性を生かしたメディアミックスによる広報をより一
層推進

③ メディア媒体の活用
● 知事のメディア出演

・フェーズが変わるタイミング等で知事がテレビ番組やラジオ番組に出演し、県民や事業者へ
メッセージを発信（R2.4～R4.8 計26回）

報道機関への対応
・医療体制や検査体制など県の対処方針についてのマスコミ向け勉強会を実施
・宿泊療養の受入の様子など現地での取材機会を設定

●

Hyogo Prefecture

248Chapter 03

分野別検証３ 情報の一元化
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期

【教訓・課題】
①感染症と自然災害が同時発生した場合の一元的で

わかりやすい情報発信手法の検討

【有効であった対応】
①緊急時用トップページへの切り替えや支援情報

まとめページの開設によるわかりやすい情報発信
②ワンストップで情報発信することで県民が求める

情報や県が伝えたい情報をまとめて発信
③ページデザインに専門人材を活用し見やすい

ページづくりを実現
【今後の感染症に生かすこと】
・緊急時においては、ホームページで分かりやすく情報提供するため、情報の一元化が必要

① ホームページの緊急時用への切り替え
・県ホームページのトップページを、感染状況

や各種支援・相談窓口等の新型コロナ関連情
報に特化した緊急時用に切り替え（R2.4～
R3.11）

・県対策のフェーズに応じて、ホームページの
構成・配置を機動的に更新

・広報プロデューサー等の専門人材のアドバイ
スを得ながらページの構成・配置・配色等を
工夫

② 危機管理情報・各種支援情報の一元化
・県ホームページに新型コロナ特設サイトを開設

（R2.2.19）
・個人向け・事業者向けの支援情報を分かりやすく

まとめたページを開設（R2.4.22～）
・政令市・中核市分も含めた県内の感染状況や相談

窓口、県の対処方針や支援策などをホームページ
等に一元的に集約（R2.2.19～）

・県民だよりひょうご等各種広報媒体にQRコードを
つけ、新型コロナ特設サイトに誘導（R2.3～R5.5)

・各種相談窓口(健康相談、支援事業等)について、
ホームページ、テレビ、ラジオで案内（R2.3～）

【主な取組等】
ホームページを緊急時用トップページに切り替え、専門人材を活用し見やすいページづくりを実現
特設サイトや支援情報まとめページを開設し、情報を一元的に集約してワンストップで情報発信

●
●
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【主な取組等】
県の各種広報媒体の特性を活かし、多様な手法で情報発信

民間企業との連携等により、フェーズに応じて県民に身近な媒体を活用した積極的な広報を展開

幅広い世帯に向け、一斉に必要な情報を届けるためのプッシュ型情報発信を展開

249Chapter 03

分野別検証４ 全世代への情報発信
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期①

●

●

① 広報媒体の特性を生かした多様な情報発信
● 各種広報媒体の特性を生かし以下の取り組みを実施

項目 詳細

県政情報番組
「ひょうご発信！」
（サンテレビ）

・番組冒頭（約７分）に新型コロナに関する注意喚起を行うコーナーを設定
（R2～R3 ※R3.4～11は月１回）

・L字画面で相談窓口情報を案内（R2.3～R4.3のうち緊急事態・まん延防止等重点措置期間）
・県ホームページのQRコードを画面に常時表示（R2.3～R5.5のうちL字画面のない期間）
・「お知らせコーナー」（120～150秒）を設け、注意喚起や県の取り組みを告知（R3.4～）

ラジオ ・ラジオ関西「こちら知事室！」「GO！HYOGO！」の中で、注意喚起や県の取り組みを告知
・ラジオ関西・兵庫エフエム放送「兵庫県からのお知らせ」の中で、新型コロナに関するお知

らせを告知

県広報紙「県民だよ
りひょうご」

・臨時号の発行（R2：6回、R3：1回）
・通常号に１～４頁の範囲で新型コロナに関する記事を掲載（R2.4～R5.6)

SNS ・Twitterを中心に、感染状況（毎日）や知事定例会見のお知らせ、知事メッセージ等を発信
（R2.2～）

YouTube動画 ・広報専門員が県の新型コロナ対策を紹介する動画を発信（R2.8～R4.9 計64動画）
内容例：県民への呼びかけ、ワクチン接種、県立病院重症コロナ病床の紹介 など

ひょうご防災ネット ・県の対処方針や協力依頼事項等を知事メッセージとして発信（R2.3～R5.4 計93回）

●

Hyogo Prefecture

Chapter 03

分野別検証４ 全世代への情報発信
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期②

② フェーズに応じた情報発信の工夫
● 多様なツールの活用や民間企業との連携により積極的に情報発信

項目 詳細

繁華街での啓発動画
の放映

・三宮センター街や神戸国際会館、ミント神戸のスクリーンで感染拡大防止を呼びかける動画
を放映

三宮センター街・神戸国際会館（R2.8～R3.3、R3.6～R4.3 計2回）
ミント神戸（R3.1～R3.12 計7回）

自動車啓発 ・県内の繁華街や住宅街において感染拡大防止を呼びかける自動車啓発を実施
（R2.4～R3.9 計9回）

新聞紙面購入 ・感染対策の呼びかけやワクチン接種のお知らせ等を新聞
紙面広告に掲載（R2.3、R2.7、R3.6 計3回）

インターネット広告 ・ワクチン接種等を呼びかけるインターネット広告を実施
（R3.3、R4.12～R5.3 計2回）

展示広報 ・JR元町駅西口広報板、地下鉄県庁前駅の広報ショー
ウインドーに感染対策を呼びかけるポスター等を掲示

JR元町駅：R2.4～R5.3
地下鉄県庁前駅：R2.10～R3.3

ポスター作成・掲出 ・「ひょうごスタイル」を紹介するポスターを作成し、
県内主要駅やショッピングモール等で掲示
（R2.6、R2.11 計2回）
※ポスターのデータを県ホームページ上で提供

「ひょうごスタイル」を紹介するポスター
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分野別検証４ 全世代への情報発信
（分野）広報（項目）広報：第１期～第４期③

【教訓・課題】
①感染状況に応じたタイムリーな発信のための効果

的な手法の検討
②直接的に感染拡大防止を呼びかけるためのさらな

る取り組みの検討
③公民連携による広報の取り組みの一層の推進

【有効であった対応】
①スーパーや宅配事業者など県民に身近なサービ

スを提供する民間企業との連携による情報発信
②SNSや動画を活用し、感染状況や感染拡大防止

対策をリアルタイムで発信
③自動車啓発や新聞掲載、大型ビジョン等を活用

し、県民に直接的な訴求が可能
④ポスターのデータ公開による幅広い普及啓発

【今後の感染症に生かすこと】
・民間企業との連携により県民に身近な手段を活用した広報を推進するとともに、感染状況に応じて、SNS

等によるタイムリーな発信や県民への直接的な呼びかけなど様々な手法を組み合わせ、効果的に情報発信

③ 障害者や外国人への情報発信
● 障害者への情報発信

・点字広報紙「広報ひょうご」、声の広報「愛の小箱」により県の施策を解説（通期）
・知事記者会見や知事メッセージ動画に手話通訳を導入（R2.4～）
外国人への情報発信
・緊急時用トップページに英語、仏語等 7カ国語対応の自動翻訳機能へのリンクを設定（R2.4～）
・知事メッセージを７カ国語に翻訳しホームページに掲載（R2.5～）
・外国人旅行者向けに、旅のエチケットや体調不良時の相談窓口をまとめた情報サイトを開設(R4.12～)

●

項目 詳細

民間企業等と
協働した発信

・コープ、イオン各店で感染拡大防止を呼びかける館内放送を実施（R2.4～R3.6 計6回）
・スーパーマルアイでチラシに県民だよりひょうごを転載（R2.4）
・ヤマト運輸の宅配物に感染防止行動などを盛り込んだ啓発用付せんを貼付（R3.1～R3.3）

Hyogo Prefecture
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１ 県民、市町、各種団体、専門家からの主な意見

（１）県民（回答数：県民モニター1,817人、県民アンケート15件）

[基本的な感染対策]
● 県が呼びかけた基本的な感染対策

（三密、マスク、消毒、換気等）につ
いて、周囲の方が適切に実施されてい
たと感じますか。(１つ選択)

46.5%

40.0%

7.9%

4.5% 1.0% 0.2%

とても感じる やや感じる
どちらともいえない あまり感じない
まったく感じない わからない

[社会活動制限による感染対策]
● 社会活動制限（外出自粛、イベント

の開催制限・飲食店等の営業時間の時
短や休業要請など）について、適切で
あったと思いますか。(１つ選択)

24.2%

45.3%

17.5%

9.1%

2.8% 1.1%

とてもそう思う ややそう思う
どちらともいえない あまりそう思わない
まったくそう思わない わからない

適切に実施されていた
と『感じる』（「とて
も感じる」＋「やや感
じる」）人の割合が
86.5％と大半を占めた

適切であったと『思う』
（「とても思う」＋「や
やそう思う」）人の割合
が69.5％と多くを占めた

※ 四捨五入による端数を調整していないため、合計して必ずしも100とはならない。
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[学校での感染症対策等]
● 学校における感染症予防対策、児童

生徒の学習支援や心のケアなど学校等
での対策について、適切であったと思
いますか。(１つ選択)

[経済支援策]
● 「ひょうごを旅しようキャンペーン（県版

GoToトラベル）」や「ひょうごで食べよう
キャンペーン（県版GoToEat）」、「おいしい
御食国ひょうご買って応援キャンペーン！」な
ど県が行った経済支援策について、適切であっ
たと思いますか。(１つ選択)

15.2%

32.0%

17.6%

10.8%

3.1%

21.2%

とてもそう思う ややそう思う

どちらともいえない あまりそう思わない

まったくそう思わない わからない

※ 四捨五入による端数を調整していないため、合計して必ずしも100とはならない。

適切であったと『思う』
（「とても思う」＋「や
やそう思う」）人の割合
が47.2％と、適切であっ
たと『思わない』（「あ
まりそう思わない」＋「
まったくそう思わない」
）人の13.9％を33.3％上
回った

適切であったと『思う』
（「とても思う」＋「や
やそう思う」）人の割合
が47.7％と、適切であっ
たと『思わない』（「あ
まりそう思わない」＋「
まったくそう思わない」
）人の23.9％を23.8％上
回った

16.2%

31.5%

23.1%

16.8%

7.1%
5.2%

とてもそう思う ややそう思う
どちらともいえない あまりそう思わない
まったくそう思わない わからない
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[情報入手の活用媒体]
● 新型コロナウイルス感染症に係る県

からの情報入手手段として、以下の媒
体で活用したものを選んでください。
(いくつでも選択可)

[情報発信として県に期待する内容]
● 新興感染症に係る県からの情報発信と

して期待するものは何ですか。 (いくつで
も選択可)

「ホームページ（74.2％）」が最も多く、次いで
「広報紙（42.8％）」、「テレビ（38.4％）」が
続いている

「外来医療機関情報（66.0％）」が最も多く、次いで
「ホームページのわかりやすさ（61.0％）」、「県内
の患者発生状況(人数)（49.3％）」が続いている

2.0%

4.1%

6.0%

22.8%

38.4%

42.8%

74.2%

YouTube動画

その他

ラジオ

SNS

テレビ

広報紙

ホームページ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

27.0%

27.5%

36.3%

36.6%

43.7%

49.3%

61.0%

66.0%

0% 20% 40% 60% 80%

外来医療機関情報
(医療機関名、住所、電話番号等)

ホームページのわかりやすさ

県内の患者発生状況(人数)

コールセンターの繋がりやすさ

感染者の情報(居住地、年齢層等)
入院医療機関情報

(医療機関名、住所、電話番号等)
宿泊療養施設情報

(施設名、住所、電話番号等)
学術的情報
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[医療受診]
● 新型コロナウイルス感染症が５類に

移行するまでに、あなた自身又は同居
家族の方が、新型コロナウイルス感染
症に罹患された際に、スムーズに新型
コロナウイルス感染症の医療を受ける
ことができましたか。(１つ選択)

[今後の感染症医療]
● 今後、感染症医療を充実(例えば感染症

対応病床の充実や感染症専門医の増加等)
させるべきだと思いますか。(１つ選択)

55.0%

20.0%

8.9%

15.0%

1.0%

スムーズに医療を受けられた
医療を受けるまで苦労した
必要な医療を受けられなかった
医療が必要な状態ではなかった
答えたくない

19.5%

45.8%

12.0%

20.6%

2.1%

大いに充実させるべき
充実させるべき
感染症以外の医療を先に充実させるべき
医療体制は今のままでよい
医療体制は今より縮小させるべき

※四捨五入による端数を調整していないため、合計して必ずしも100とはならない。

「スムーズに医療を受
けられた」人は55.0％
（医療が必要な人のう
ち65.6％）と、医療受
診に『困難があった』
（「苦労した」＋「受
けられなかった」）人
の28.9％を上回った

感染症医療を『充実さ
せるべき』（「大いに
充実させるべき」＋「
充実させるべき」）と
答えた人の割合が65.3
％と多くを占めた

255Chapter 04

各種意見等



Hyogo Prefecture

256
【県民アンケート（中間取りまとめに対する自由記述）】

[コールセンター]
● 年末に症状が出た際、県や市のコールセンターに電話してもなかなか繋がらず困ったので、

回線の増設が必要ではないか(☆)
[ワクチン]
● ワクチンについては、接種による死亡者数等のデメリットも伝えるべき(▲)
[社会活動]
● 行動制限については、各種の要請を「指示」や「命令」といった強い言葉で表現することで、

人命に関わる非常事態であることが分かるようにしてほしい(▲)
[広 報]
● コロナの報道で不安が煽られ、誹謗中傷や買い占めに繋がった面がある(☆)

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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[保健所体制]
● 保健所逼迫時の市町からの保健師等の応援派遣は、今後も必要ではないか(☆)
[ワクチン]
● 医療従事者への優先接種について、県と市町の情報共有が不十分であった(☆)
● ワクチン接種開始時期等について、市町によって医師会との連携に差が生じたことは課題であり、

県と県医師会の強力な連携やリーダーシップが必要(☆)
[フォローアップ体制]
● 自主療養登録センターで医師の処方箋が発行できる仕組みを検討してはどうか(▲)
[県内市町との連携]
● 市町に影響のある県施策の方針決定にあたっては、事前に十分協議を図っていただきたい(☆)
● 市町にも住民からの健康不安に対する問い合わせが激増したため、県が早期に市町に情報提供

を行い、市町でも一般的な問い合わせに対応できる仕組みが必要(☆)
● 危機管理上の観点から、保健所設置市以外の市町から感染者等の情報を共有するよう申し入れが

あったことを踏まえ、個人情報の共有方法を検討してはどうか(☆)
[広 報]
○ メッセージやチラシは広く注意喚起を行うことができ、住民の意識醸成に有効(☆)

（２）市町（回答数：市町26件(6市町)）

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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[基本的な感染対策]
● 発生初期には、新型コロナで亡くなった方の搬送を葬儀社が拒否することなどもあったので、

早い段階で幅広い業種に情報周知することが必要(☆)
[医療提供体制]
● 宿泊療養施設等において、特定行為（診療の補助）を行うことのできる看護師の活用を検討

してはどうか(☆)
● 外来医療の逼迫は、患者の集中ではなく、第２期までは検査応需体制の不備、第４期以降は

罹患証明を目的とした不要不急の受診や検査キットの不足に起因していた(☆)
● 小児の受入を表明している医療機関について、事前に具体的な受入対象の調査を行って調整

する仕組みが必要(☆)
● 医療従事者の辛さや厳しさの面が多く報道されることで、看護大学や看護学校等への受験者の

減少等に繋がっているとすれば、人材不足が顕在化する前に、医療の仕事への充実感や達成感等
を感じてもらえる情報発信が必要(△)

● 抗原定性検査キットについて、無料検査所等からの大量発注により、本来優先されるべき発熱
等診療検査医療機関への供給に支障が生じた(☆)

● 強度行動障害等、知的障害者の特性に配慮した入院体制の確立、医療従事者に対する知的障害
者への接し方や配慮等に関する研修の実施が必要(☆)

（３）各種団体（回答数52件(16団体))

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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● 入院要否の早期判定に向けた医療DX化の推進については、新たなパンデミックが発生した

際、感染者が分散して入院している各施設からどのようにデータを収集するかを今から検討し
ておく必要があるのではないか(△)

● 新型コロナ対策に協力していた専門家について、専門家同士での情報共有や討議、県への助
言等を行う場が必要だったのではないか(△)

● BCPについて、新たな感染性疾患の診療体制を平時から構築することにより、非急性期疾患
に対する医療などを縮小せざるを得なくなる点は改めて確認すべき(△)

[社会福祉施設等]
○ 社会福祉施設におけるクラスター発生時の他施設からの応援スキームは非常に効果的であっ

たが、派遣に応じた施設への金銭的支援以外のインセンティブがなかったからか、関係団体に
所属していない民間事業所等からの応援が無かった(△)

● 社会福祉施設内での療養者対応に関する補助金について、高齢者施設だけではなく、障害者
施設も対象とすべき(△)

● 社会福祉施設において、ADLの低下により健康状態の悪化が生じたことを反省し、住み慣れ
た施設内で療養が継続できる医療・介護提供体制を構築すべき(☆)

○ 社会福祉施設における集中的検査は好評であり、今後も継続を希望(△)
[生活困窮者対策]
● 困窮状態が継続している世帯等に対しては、経済的支援と生活再建等に向けた相談支援の

一体的実施や、民間団体による食糧支援などの柔軟な支援策の活用が必要(☆)

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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[経 済]
○ 拡大防止協力金は有効な対応であったが、何度も同じ書類の提出を求められるなどの事務

処理上の負担(☆)、対象業種の偏り(▲)、支払いまでのスピード感(☆)などには課題があった
○ 商店街支援事業については、利用エリアを商店街に絞り込んだことによる集客効果があり、

消費者にも喜ばれた一方で、商品券の利用が大型店に偏る傾向があった(△)
● 中小企業新事業展開事業は、制度設計が複雑なことによる混乱や、事業報告期間が短いなど

の課題があったため、今後は、シンプルな制度設計、事業報告期間の見直し、オンライン申請
の導入などが必要(△)

[社会活動]
● パチンコ店は重点的に規制対象とされたが、感染防止対策を徹底した。結果的に、パチンコ

店ではクラスターは発生しなかった(☆)
[広 報]
● 国・県・市町から支援策等が次々と示され、的確な情報の把握や判断が困難だったため、

各行政区分の情報を一本化した問い合わせ窓口やHPの開設等が必要(△)

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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[医療提供体制]
● 特にパンデミックの初期、入院患者の重症度や酸素投与が必要な症例の比率などの情報を

入院を受け入れる医療機関で共有・検討するプラットフォームが無かった(☆)
● 入院対象者を早期に選別するため、入院患者の病状の医療DX化や入院要否判定のスコア

リングシステムの作成が必要(☆)
● 病院間で診療情報の共有ができなかったので、情報を共有できる仕組みが必要(☆)
● 現場の人員増が見込めない中、病院現場では県の設定したフェーズに応じて対応を素早く

切り替えることが必要(△)
● 看護職は人員不足のほか、本来業務以外も含めた業務負担増、長期対応による疲弊などが

生じたことから、看護職の派遣等について、柔軟に対応する仕組みが必要(☆)
○ 認定看護師がクラスター発生前の高齢者施設等に出向いて指導を行ったことは有効だった

ので、その記録を残すとともに、そうした専門性の高い看護職の育成等が必要(☆)
● 宿泊療養施設では、医療的ケア充実と併せて、介護が必要な方の受入体制充実が必要(☆)
● 国の方針により、感染拡大防止がほとんど期待できない状況でも勧告入院が長期間続き、

それが病床逼迫に拍車をかけるとともに、勧告入院に伴う業務が大量に発生した。新型
インフルエンザ等対策行動計画の改訂に際しては、効果が大きく減った段階で速やかに
勧告入院を中止し、医療の必要性に基づく入院に切り替えることの明確化が必要(△)

（４）専門家（兵庫県新型インフルエンザ等対策有識者会議等）

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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● 入院調整には、医療機関間の役割分担の明確化や入院医療機関間での入院受入状況の迅速な
共有、行政のバックアップが重要(☆)

● 病状が安定していれば通院による受診も重要な方法であり、その際には「本人や濃厚接触者
である付き添い家族の外出は差し支えない」との認識を社会全体で共有することが重要。また、
来院が困難な病状の場合の往診体制を強化するとともに、往診により在宅療養が極めて困難と
診断された患者には優先的な入院調整が必要(☆)

○ 医療強化型の宿泊療養施設の設置は、他府県ではあまり見られない取組であり評価できる(☆)
● 患者が出た後の対策と併せて、患者を増やさないための対策が重要(☆)
● 医療従事者向けと一般向けのリスクコミュニケーションが重要(☆)
● 特に重症化リスクの高い方が集まる高齢者施設等における情報提供や共有が重要(☆)
● 感染症対策の専門家（医師、看護師）の組織的運用を行うため、平時からの人材データベー

スの構築が必要(☆)
● 感染症の専門家からの情報を行政や医療機関と共有するプラットフォームの構築が必要(☆)
● 要配慮者対策は、近未来の超高齢化社会を先取りした問題(☆)
[検査体制]
○ 発生初期の検疫所での検査について、以前からの県や神戸市との情報共有や検疫訓練の

実施などによる連携体制が円滑に機能したので、引き続き連携を図りたい(☆)

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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[保健所体制]
○ 保健師の増員など、県の方向性は評価できる(☆)
● パンデミック時には保健所に急激に圧倒的な負荷がかかるので、人的支援の他、業務の整理

（保健所でないとできない業務の選別や業務の優先順位付け）が必要(☆)
[社会活動]
● 従業員の大量感染により運行に支障が生じることのないよう、業務継続ガイドラインなどを

活用した感染対策を行うことで、ダイヤ減便や点検・保守ができなくなる事態を回避し、公共
交通機関としての使命を果たすことができた(☆)

[本部体制]
● 分野横断的にコミュニケーションを図り、備えることが重要(☆)
[広 報]
● 県がより分かりやすく効果的な情報発信を工夫する必要性に触れるべき(☆)
● 医療現場の実態を伝える「攻めの広報」が重要性ではないか (☆)
[その他]
● 2009年新型インフル時の経験がどう役立ち、どう役立たなかったかの検討が必要(☆)

※ ●：提言や指摘、○：施策に対する肯定的意見 ※ ☆：報告書に反映・対応済み、 △：今後検討、▲：参考
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２ 平成21年新型インフルエンザ対策検証報告書（H21.9）における提言を踏まえた対応

● 平成21年の新型インフルエンザ発生時の取組を通じて明らかになった課題を抽出し、将来に
備えるため、医療関係のワーキング、関係団体等からのヒアリングなども踏まえ、「①医療提
供体制及び接触者対応のあり方」、「②患者情報の伝達、共有のあり方」、「③社会活動の制
限と県民生活維持のあり方」、「④広報・リスクコミュニケーションのあり方」、「⑤行政シ
ステムのあり方」の５つの柱立てのもと、「今後の範とすべきこと」、「うまくいかなかった
こと」、「なぜうまくいかなかったか」などを検証・提言

H21検証における提言 対応結果

住民自らの健康を守る意識や、正し
い知識に基づく適切な行動が不可欠

基本的な感染対策の徹底やワクチン接種の呼びかけなど、住民自ら
が正しい知識に基づき健康を守る取組を推進

既存の医療資源を最大限有効に活用
する現実的な方法の検討が必要 自主療養制度の導入等により、既存の医療資源を最大限に活用

重症化リスクが高い方への対応を重
点的に行うべき

重症化リスクに応じた受診等の行動の呼びかけなど、重症化リスク
が高い方に対して重点的に対応

（１）平成21年新型インフルエンザ対策検証の概要

（２）提言を生かすことができた主な事項

（３）提言を生かすことが困難だった主な事項
H21検証における提言 対応結果

事前に項目別の対策を用意して、状
況に応じて選択していくことが必要

様々な特性を持った変異株が発生する中、事前に用意した対策項目
の選択による対応が困難
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● 検証を踏まえ、新たな感染症に備えるため、今後への備えとして必要となる対策を取りまとめ
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今後取り組んでいく事項検証を踏まえて今後取り組んでいく事項 265
項 目 具体的な対策（例）

① 医療提供体制の確保

・医療機関間の入院調整や情報共有の強化
➣ 診療情報等を共有するプラットフォームの構築等

・入院調整に対する支援体制の強化
➣ 入院調整困難時の保健所や入院調整センター等によるバックアップ機能の充実等

・平時からの体制確保による要配慮者の速やかな受け入れ
➣ 基礎疾患や障がいのある方など、患者の状況に応じた受入医療機関や搬送体制の確保等

・宿泊療養施設の適切な確保・運営
➣ 感染状況に応じた適切な時期・規模の宿泊療養施設の確保・運営等

・県立病院における対応力の強化
➣ 各病院のICT(感染制御チーム)を中心とした、有事に備えた研修・カンファレンスの

定期的実施等
・救急車の適正利用や医療機関受診の適正化
➣ 救急相談・医療機関案内等を実施する救急安心センター事業(#7119)の充実検討等

② 高齢者施設をはじめとする
社会福祉施設の対策強化

・社会福祉施設における感染拡大防止対策の強化
➣ 衛生資材の確保、施設内療養者への対応力強化、感染拡大リスクのある行為等の具

体例の周知徹底等
・社会福祉施設における業務継続に向けた取組
➣BCP(事業継続計画)や衛生管理等の基準に基づく適正な運営を確保するための指導・情報提供等

・社会福祉施設と医療機関との連携体制の構築
・社会福祉施設におけるQOL(生活の質)の維持
➣ オンラインの活用など施設の特性に応じた面会機会の確保等
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項 目 具体的な対策（例）

③ 人材・物資の備えと確保

・感染症対策に関する人材の確保
➣ ICD(感染制御医師)やICN(感染管理看護師)など専門的な知識を有する医療従事者と

の平時・有事における協力体制の構築
・医療用物資等の確保体制の構築
➣ 関係団体の協力により緊急時に医療用物資等を適切に確保できる体制の構築等

・院内感染防止に向けた備蓄・感染症対応能力の向上
➣ 院内感染の防止に必要な設備や資機材(個人防護服等)の常時備蓄、医療従事者等に

対する研修・訓練
・医療機関における業務継続の取組支援
➣ 職員欠勤時の診療体制確保のための実効性の高いBCP作成支援等

④ 保健所業務の効率化

・保健所業務を支援する組織の迅速な設置及び柔軟な運用
➣ 本庁における保健所業務の一部集約による効率化等

・保健所業務の重点化及び優先順位付け
➣ 保健師等の専門職にしかできない業務やBCPにおいて延期できる業務の選別等

・保健所の人員体制の強化
➣ 民間人材派遣会社などの活用体制の確立による即応体制の整備、市町からの専門職

(保健師等)の派遣等
・保健所における各種様式等の統一
➣ 保健所間における円滑な情報共有および民間派遣職員等の速やかな業務着手のため

の各種様式の統一
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項 目 具体的な対策（例）

⑤ 各種情報の共有、的確な
情報発信

・感染防止対策等の迅速な情報共有
➣ 感染症の専門家等が集まり様々な情報を共有できるプラットフォームの構築等

・円滑な情報共有のための連携体制の構築
➣ 県、市町、保健所、地方衛生研究所等の間における平時からの定期的な情報交換等

・ワンストップでの分かりやすい情報発信
➣ 情報を一元的に集約した上での特設ホームページにおけるワンストップ発信等

・感染状況に応じたタイムリーで効果的な情報発信
➣ 知事メッセージによる呼びかけ、SNS等の多様な媒体を活用した情報発信等

⑥ デジタル化の推進

・医療DX化の推進
➣ 入院要否の早期判定に向けた病状把握のDX化推進等

・デジタル化による医療機関や保健所の業務や情報共有等の効率・迅速化
・デジタル化による救急搬送時の調整の効率化
➣ G-MIS(医療機関等情報支援システム)の活用による迅速な病院の選定等

・在宅勤務等のテレワークの推進
➣ 行政機能の維持等の観点から、モバイル端末の活用、オンライン会議の拡大、各種

資料のデジタル化等を推進
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項 目 具体的な対策（例）

⑦ 実効性ある社会活動制限の
実施と広域連携体制の構築

・エビデンスに基づく社会活動制限の実施
➣ 緊急事態宣言の発令等に関するエビデンスに基づく全国一律の基準の設定について

の国への要望、県が各種要請等を判断する上で専門家の助言を得られる体制の確立、
県民や事業者の理解を得たうえでの各種要請等の実施等

・各種要請の実施にあたっての事業者への支援
➣ 認証店制度等の取組について、事業者の負担軽減を図るための事務手続きのサポー

ト体制の構築等
・県立施設等における適切な対応
➣ 感染リスクを低減しながらできるだけ通常の運営が可能となる仕組みの検討等

・平時からの近隣府県等との連携強化
➣ 府県間連携・調整の場としての広域連合委員会の活用、感染症の特性に応じた広域

支援の検討等
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